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はじめに 
 
 
 日本における乗合バス事業をみると、輸送人員の減少傾向が続いており、運営状況も全
体としては厳しい状況が続いている。特に地方部の路線バス廃止は著しいものがあり、こ
れに関して地方部のバスに対する研究の蓄積は豊富に存在するといえる。 
一方で近年、住民の足の確保と言うことを主眼に、日本各地でいわゆるコミュニティバ
スと呼ばれることが多い、比較的中型から小型の車両を用いて、自治体が主体となり、そ
れまで通常の乗合バスサービスが提供されていなかった路線で、バスの運行を行うケース
が多くみられるようになってきている。このコミュニティバスの研究についても、ケース
スタディをはじめ多く存在している。 
しかしながらバスの輸送人員減少、運営状況の悪化は地方に限った問題ではなく、三大
都市や三大都市圏でも同様の問題を抱えているといえる。三大都市圏と都市部において、
このような問題がどちらかといえば注目されにくい背景には、これらの地域では代替的な
公共交通機関が存在しているという、ある種の誤謬があるように思える。実際にこれらの
地域においてもコミュニティバスが運行されている地域もあるし、多くの公営事業者の財
務状況は悪く、赤字が続いている状況である。そして赤字の補填には補助金が必要とされ
る。 
公営事業者はこのような状況の中で、路線譲渡や運行委託等で、赤字を削減し運営の効
率化を図ろうとしている。同時に、サービスの質向上に対してあらゆる施策を行ってきて
いる。実際にあらゆる地域において、車両の低床化やバス停の上屋設置、バス優先・専用
レーンの設置、バス停やインターネットによる情報提供が導入されている。このサービス
の質向上が輸送人員増加を目指し、収支状況の健全化（赤字の削減）を最終の目的にして
いることには疑いのないことであろう。このようなサービスの質の向上には、事業者の経
営状況を考えれば、必然的に地方自治体の公的主体の協力、関与が必要になる。事業者の
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採算性、さらには公的主体における財政面での制約と厳しさにより、サービスの質の改善
をどのように達成していくかが課題となっている。 
ここで、これらの日本におけるバス事業の抱える問題に対しては、1985 年交通法によっ
て 1986年から規制緩和が行われた、英国の域内バスの例が非常に有用になると考える。そ
の理由の一つが、ロンドン地域を除くエリアで路線免許を廃止するという大胆な改革を導
入した英国では、その後公的主体と主に民営事業者がパートナーシップを結び、サービス
の質を互いに役割分担を持って向上させる QP（Quality Partnership）が、各地で自主的に実
施されるようになり、さらに 2000年交通法では法律的な制度としても準備されることにな
ったことにある。また、それでは実際にサービスの質が需要増加に影響を与えるかどうか
についても、重要な検討課題となることはいうまでもない。 
以上をふまえて、本論では次のような問題意識と目的に基づき議論を行っている。 
第一に、本論文は乗合バス事業を対象とすることとし、なかでも、日本や英国の例から
示されるように、近年、運賃補助や運行補助といった議論とともに、関心が高まりつつあ
るサービスの質の向上に着目し、これを多面的に分析することを目的とする。 
第二に、バス事業に対しては補助の面、サービスの質の向上の面等で公的主体の関与が
みられるが、なぜ公的主体の関与があるのか、その根拠について可能な限り経済学的に考
察することを目的とする。また、バス事業へのサービスの質による公的主体の関与、また
は事業者との関係についてどのような方法があるのか、英国でみられる QP に着目して考
察することを目的とする。 
第三に、その QP について、詳細な検討を行うことを目的とする。特になぜ QP の法制
化が行われるようになったのか、主に規制緩和後の政治的背景とバス市場の状況について
着目して考察を行う。さらに、実際どのような役割分担が公的主体と事業者の間で行われ
ているのかを確認する。この際、規制緩和後のバス市場については、経済学的なアプロー
チによる先行研究の蓄積があるので、それに基づいて考察を行うことにする。 
第四に、果たしてどのようにサービスの質が需要に影響するかどうか、定量的に分析す
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ることを目的とする。本論ではこれについて、三大都市圏の公営事業者の公表データを用
いて、サービスの質を変数として含めて需要関数の推定を行い、これに基づいて議論する。 
本論の章構成は次の通りである。 
第 1章では、バス事業の規制緩和と公的役割に関する考察を行う。日本において貸切バ
ス事業は 2000年 2月に、乗合バス事業では 2002年 2月に需給調整規制の撤廃といった規
制緩和が行われたが、英国では、それより 15年ほど前の 1986年に域内バスの規制緩和が
実施されている。本章ではまず両国のバス事業の運営と環境変化について説明したうえで、
英国における規制緩和に着目し、そもそも規制が行われるようになった経緯から規制緩和
に至るまでの背景について考察を行うことにする。そして、公的主体のバス事業に対して
関与することの一つの手法として、補助金が存在する。これについて、バス停においてあ
る乗客が乗降する時間を、その他の乗降しない乗客に対して発生する外部費用と考えたと
きに、補助金が正当化されるモーリング効果をベースにして議論する。さらに、日本にお
いて全国各地で公的主体が中心となって運行を行っているコミュニティバスについても、
公的主体がバス運行に関与している例として若干の考察を行う。そして、近年のバス事業
の運営と環境の変化、英国におけるバス事業の規制と規制緩和に至る背景、公的主体のバ
ス事業へ関与の一根拠と実際を明らかにする。 
第 2章では、英国における域内バス事業における規制緩和の成果について検討を行う。
本章で規制緩和の効果について、コンテスタビリティ市場理論をふまえつつ、競争、費用
構造、運賃、補助金、サービス水準、イノベーションに焦点をあて議論を行うことにする。
ここでは規制緩和によって費用面と補助金では効果があったことが明らかになる。そして、
同様に規制緩和が行われた日本のバス事業についても検討する。規制緩和では基本的に大
きな変化がみられないが、そのなかでも高速バス部門において成長がみられたことが明ら
かになる。 
第 3 章では、英国における QP と QC に関して、2000 年交通法で法制化に至った背景に
ついて、規制緩和後の政治的な背景とバス市場に着目しながら議論を行う。QP は主に 1990
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年代に入ってから一部地域で自主的に行われてきたものであるが、まずその QP について
の定義を、2000 年交通法をふまえながら行う。そのうえで、QP を法律的な制度として位
置づけることになった背景について、政治的な背景と規制緩和後のバス市場の状況に着目
して説明する。規制緩和時に、バス市場は果たしてコンテスタブル市場であるかどうかが
議論になったが、この点をふまえて、コンテスタビリティ市場理論と産業構造、競争入札
制度、運賃とサービス水準、自動車との競争といった視点に焦点を当てて考察を行う。そ
の結果、QP は英国における規制緩和後の方向性を大きく変えるものではない、と言うこ
とが明らかになる。また、QP のような公的主体とバス事業者をはじめとするパートナー
シップの、日本のバス事業への適用可能性について、政策的インプリケーションも試みる。 
第 4 章では、具体的にどのように QP が行われているか、オックスフォードのケースに
ついて議論を行う。オックスフォードは 1990 年代から自主的に QP が行われ、2000 年交
通法で法律的な制度として QP が制定された後も、自主的な QP を行ってきた。そのなか
で、具体的に地方当局とバス事業者がどのような役割分担を行っているかについて、現地
でのヒアリング調査や入手した資料をもとに明らかにする。また、オックスフォードでの
交通政策の経緯についても、あわせて議論を行う。これらより、QP の関連する制度上の
位置づけと、QP の対象が多頻度で補助無しで行われている路線であることが明らかにな
る。また、日本における QP の適用可能性についてインプリケーションを考える。 
第 5章では、オックスフォードのパークアンドライド政策についての議論を行う。オッ
クスフォードのパークアンドライドは、市域を囲む環状道路沿いに東西南北に 5ヶ所設け
られており、そこから市中心部にパークアンドライド専用バスも運行されている。既に
1970年代から行われてきた施策で、現在もさらに拡張を続けている。このパークアンドラ
イドも、バスサービスの質向上に資する一つの施策であると考えられる。現地調査等で得
た情報から、パークアンドライドと市中心部に存在する駐車場について、パークアンドラ
イドのバス運賃も考慮して、どちらの駐車場を使用した方が有利になるかの比較を試みる。
この章ではオックスフォードにおけるパークアンドライドの設置背景と、パークアンドラ
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イドの利用者費用面での優位性が明らかになる。また、パークアンドライドの日本におい
ての設置についてインプリケーションを考える。 
第 6章では日本の三大都市圏の公営バス事業者のデータを用いて、実際にサービスの質
が需要に影響するかどうかについて、数量的な分析を行うことにする。まずはバスサービ
スのカテゴリについて先行研究を参照しながら整理し、そのうえでサービスの質について
具体的に定義を試みる。数量分析では敬老パス等の福祉的サービスも需要に影響すること
を考慮し、これも変数に含めて分析を行う。モデルとしてはまず基準モデルとしてサービ
スの変数と福祉的サービスの変数を含めず推定を行ったうえで、さらにこれらの変数を含
めたモデルを推定する。推定結果から運賃の価格弾力性について先行研究と比較し考察し
たうえで、サービスの質と福祉的サービスが需要に影響することが明らかになる。そして、
日本のバス事業について、サービスの質改善は需要を増加させるうえで有効であることを
明らかにする。 
最後に、おわりにで、改めて本論で明らかになったことについてまとめ、今後の残され
た課題を整理する。 
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第 1章 バス事業の規制緩和と公的役割に関する考察* 
 
1.1. はじめに 
 
 日本においてバス事業の規制緩和が行われたのは 2002年である。規制緩和の具体的な内
容としては、需給調整規制と言われる参入退出の自由（免許制から許可制）、路線免許制の
撤廃である。わが国の交通産業については、2000年 2月の航空法、同年 3月の鉄道事業法
の改正、続いて 2002年 2月の道路運送法が改正されたことで、わが国の交通分野における
規制緩和は完了した（日本交通学会(2011)）。 
もともと交通産業における規制緩和の流れは、1970年代後半以後に世界的に広がったも
のであり、その始まりとしては 1978年の航空規制緩和法によってほぼ自由市場が実現した
アメリカの国内航空である（山内(2001)）。英国ではサッチャー政権のもと、各分野におい
て規制緩和がなされたが、バス事業においては 1980 年に都市間バスが、そして、1986 年
にはロンドン以外の域内バスについて規制緩和が行われた。 
 本論ではバス事業を扱うわけであるが、この規制緩和の議論は避けられないものである。
逆に言えば、規制緩和の背景と規制緩和後の状況を知ることで、サービスの質向上の施策
の背景を探ることが可能であると考えられる。このため本章では日本と英国のバス事業の
現況について確認したうえで、特に英国のバス規制緩和に焦点を置いて議論を行うことに
する。 
 さらに、規制緩和を考えるときには、その根拠となったコンテスタビリティの理論の理
解が必要になる1。加えて公的主体との関係を考えるのであれば、補助金の議論も考えられ
る。公的主体の規制の根拠として、市場の失敗、特に交通分野では自然独占性が考えられ
るが、事業に関与する根拠としては、補助金も一つのキーワードになる。本章では公的主
                                                        
*
 本章は鶴指・松澤(2011)、鶴指・松澤(2013)の内容をもとに、大幅に加筆・修正を加えたものである。 
1 なお、コンテスタビリティの理論については 3章で詳しく解説する。 
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体の補助金による関与の根拠として、バス停において、ある乗客が乗降するときに、乗降
をしない乗客には停車時間という費用を課す、という点で外部費用を発生していると考え
た場合に補助金が必要となるモーリング効果を考え、さらにモーリング効果が存在するも
とで社会的余剰を最大化する場合にも補助金が必要となる、という議論を行う。 
 本章の構成は次の通りである。まず 1.2 においてはバス事業の運営環境と動向について
注目する。ここでは日本、英国、米国のバス動向を確認した後に、日本と英国の動向につ
いて、より詳しく説明を行う。そして 1.3 においては、これらの議論をふまえて英国にお
ける規制緩和について言及する。まず規制に至った経緯を確認するため、1930年交通法前
後の議論から開始し、1986 年の規制緩和に至った背景について詳しく考察を行う。1.4 に
おいては、公的主体のバス事業への関与として、補助金の正当性についての議論を行う。
ここでは、バス停においてある乗客が乗降する時間を、その他の乗降しない人々へ発生さ
せる外部費用と考えた、いわゆるモーリング効果を考慮したうえで補助金が必要になるこ
とを示す。さらに、モーリング効果が存在するもとで社会的余剰の最大化を行った場合に、
補助金が正当化されることを示す。1.5では、公的主体が関与しているバス事業の事例とし
て、コミュニティバスについて若干の考察を行う。そして最後に、本章の議論をまとめる
ことにする。 
 
1.2. バス事業運営の環境変化と動向 
 
 まず本論で議論の中心となる、英国と日本のバス事業の運営環境について、各種データ
をみることで確認していきたい。図 1.1 は、日本、英国、米国それぞれにおける、バス全
体の輸送人員の変化を見たものである。日本においては高度経済成長をピークに、バスの
輸送人員が減少していることがわかる。また英国では、一貫してバスの輸送人員が減少し
たが、1990年代に底を打ち、2000年以後は若干の増加もみられる。これら各国のバス輸送
人員減少要因としてはいくつか考えられるが、共通する要因としては、とりわけモータリ
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ゼーションの深化によるところが大きいと考えられる。 
 
 
＜出所＞日本：国土交通省総合政策局情報管理部編(各年版)『交通経済統計要覧』、英国：Department for 
Transport(各年版 )Transport Statistics Great Britain、米国： American Public Transportation 
Association(各年版) Public Transportation Fact Bookより筆者作成 
注）日本は乗合バス全体であり、2010 年の値は入手できていない。英国は域内バス、域内バス以外あるいはコーチ、
そしてトロリーバスを含む。米国は域内バスや急行バスなどを含み、トロリーバスも含む。 
図 1.1 日本、英国、米国における輸送人員の変化（全国値） 
 
 次に図 1.2 は、輸送人キロの変化をやはりこれらの国でみたものである。輸送人キロで
みると、日本は 1990 年前後まではほぼ一定の水準を保っていたが、2000 年までに大きく
減少することになった。他方、英国は減少傾向が進んでいたものの、1990年代からはほぼ
一定の水準を保っている。米国については、データが得られた期間においては、輸送人キ
ロがほぼ変化していないことがわかる。 
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＜出所＞同上 
注)それぞれ全てのバスの合計である。米国の 1980年以前のデータは入手不可能であった。 
図 1.2 日本、英国、米国における輸送人キロの変化（全国値） 
 
これら図1.1と図1.2からは、それぞれの国においてモータリゼーションが進んでいたが、
後述するようにバスから自家用車へのシフトが落ち着くようになった事に加えて、政策的
にバスを含めた公共交通の利用を促すような方向性がとられつつあるということが、輸送
人員や輸送人キロの安定化につながっていると推測できる。具体的に米国では、低落を続
けていたバスが自動車による混雑・環境悪化に対処すべく都市政策の一環として補助金や
専用レーン等の走行環境や運賃制度の改善によって再生し、以前より大きい役割を果たす
ようになった、という背景がある（松澤(1999)p.62）。 
 そして図1.3は、日本と英国における地域別乗合バス輸送人員の変化を見たものである。
日本では三大都市圏以外において、一定割合で減少していることが分かる。同様に、三大
都市圏においてもそうであるが、減少の割合は、三大都市圏以外と比べると緩やかではあ
る。他方で、英国においてはイングランド都市圏と非都市圏では減少傾向がみられるもの
の、ロンドンでは 2000 年以後増加傾向さえみることができる。ロンドンは後述するように、
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1986年の英国域内バス事業規制緩和において、規制緩和対象外地域となったわけだが、こ
の輸送人員の増加には、2000年前後はロンドンにおいて景気状態が良かったこと、トラベ
ルカードの導入で地下鉄や国鉄郊外線とのネットワークを強化するなどといったものが背
景にあるとされる（松澤(2005)p.130）。 
 
 
＜出所＞日本：国土交通省総合政策局情報管理部編(各年版)『交通経済統計要覧』、英国：Department for 
Transport(各年版)Transport Statistics Great Britain より筆者作成 
注）英国は域内バスの輸送人員である。また、英国におけるイングランド非都市圏のデータは 1985年から入手可能で
あり、日本の 2010年のデータは入手不可能であった。 
図 1.3 日本と英国における乗合バス輸送人員 
 
 次に、英国におけるバス事業についての現状を詳しく把握することにしたい。図 1.4は、
バスの全輸送手段に占めるシェアを人キロで見たものである。1955年には 40％ほどあった
シェアが、近年では 10％にも満たなくなっている一方で、自動車・タクシーが圧倒的なシ
ェアを占めてきており、モータリゼーションが急速に進行してきたということがわかる。
近年では自動車・タクシーのシェア増加は頭打ちになっていると考えられるものの、依然
0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
1970  1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
（億人） ロンドン 
イングランド都市圏 
イングランド非都市圏 
日本三大都市圏合計 
日本三大都市圏以外 
16 
 
として全体の 80％以上を占めている。 
 
 
＜出所＞Department for Transport(各年版)Transport Statistics Great Britainより筆者作成 
注）バス全体とは、都市間バスサービスと域内バスサービスを含めたものである。 
図 1.4 英国におけるバスの全輸送手段シェア（人キロ） 
 
図 1.5は、英国における公共交通輸送分担率を輸送人員で見たものである。1960年代以
後、鉄道がシェアを伸ばしているが、2005年でみると域内バスは依然として 60%以上を占
めている。都市間バスをあわせると 70%以上に達し、英国においては、バスが主要な公共
交通手段であることがわかる。 
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＜出所＞同上 
注）鉄道には地下鉄も含める。トロリーバスは 1973年から存在していない。非域内または都市間バスのデータは 1991
年以降存在しないため、便宜上 1992年以降は 1990年の値を入れてある。 
図 1.5 英国における公共交通輸送分担率（輸送人員） 
 
 一方、図 1.6 は英国の域内バスについて、サービス供給水準の指標である車両キロを圏
域別に見たものである。イングランド都市圏、非都市圏の両者で 1986年の規制緩和以後若
干の増加を見たが、その後微減し、安定化する傾向がみられる。この車両キロの増加は、
規制緩和によって生じたミニバスの大幅進出や路上競争の発生などの要因が考えられる
（同上 p.129）。またロンドンでは微増し、その後安定していることが確認できるが、これ
も先述の要因が考えられる。 
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＜出所＞同上 
図 1.6 英国の域内バスにおける車両キロ 
 
 次に、日本のバス事業について確認をしていく。まず図 1.7 は、日本におけるバスの、
全輸送手段に占めるシェアを人キロで見たものである。英国と同様に乗用車のシェアが伸
びているが、英国ほどのシェアではないことがわかる。全体でみると、2005 年でも公共交
通の分担率が半分を占める。バスのシェアは 1970 年代から減少し、2005 年では約 10%程
度になっている。また鉄道は同様に 1970年代に減少したが、その後は一貫して同じシェア
を維持していることがわかる。 
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注）1990年からは乗用車に軽乗用車を含む。 
＜出所＞ 国土交通省総合政策局情報管理部編(各年版)『交通経済統計要覧』より筆者作成 
図 1.7 日本における公共交通輸送分担率（人キロ） 
 
 最後に、日本のバス事業について説明することにする。図 1.8、図 1.9、図 1.10は、それ
ぞれ日本におけるバスの輸送人員、輸送人キロ、車両キロを、乗合バス、貸切バス、自家
用バス別で変化を見たものである。乗合バスについては先述のように高度経済成長期まで
は大きく増加したが、それ以後は減少傾向が続いていることがわかる。この減少は既述の
ようにモータリゼーションの深化が大きく影響しているといえる。一方、貸切バスや自家
用バスでは、特に前者が 1960年から 1970年にかけて大きく増加したものの、その後は一
定になる傾向がみられる。さらに、輸送人キロと車両キロでみると、貸切は一貫して増加
傾向がある。輸送人員がそれほど増加せず、これら輸送人キロと車両キロが増加している
ことの背景には、高速道路をはじめとする地域間道路の整備によって著しく走行キロと輸
送人キロを増加させていた、ということがある（松澤(1999)p.66）。同様にして乗合バスに
おいて、輸送人員が一定割合で減少している一方で、バスの輸送人キロでの減少が 1980
年代からは若干落ち着いていること、さらに、車両キロで見た場合には 1970年代から一貫
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して安定していることについても、高速道路などの整備による、高速乗合バスの登場が大
きく影響しているといえる。 
 
 
＜出所＞同上 
図 1.8 日本におけるバスの輸送人員 
 
 
＜出所＞同上 
図 1.9 日本におけるバスの輸送人キロ 
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＜出所＞同上 
図 1.10 日本におけるバスの車両キロ 
 
 
1.3. 英国における域内バス規制緩和 
 
1.3.1. 規制が行われるまでの経緯 ―1930年交通法前後― 
まず、英国の規制緩和の議論に入る前に、規制に至った経緯について確認する。
Savage(1985)や Pickup et al.(1991)によると、既に 1920年代には英国においてバス事業が展
開されていたが、特にバス事業に関する規制は存在していなかった。その結果、時刻表が
存在せず、バスが路上でバス停の乗客を奪うために、相手より先に競ってバス停に到着す
るといった路上競争が発生していた。路上競争は結果として利用者の便益を削ぐことにな
り、浪費的競争とも呼ばれた。さらに、特にピーク時において、利潤が見込める路線に新
規事業者が参入していき、既存事業者の乗客を奪う“creaming off”が存在した。このような
事業者間の競争とともに、路面電車、鉄道などのモード間の競争も存在していた。このよ
うな状況の中、1930年交通法（Road Traffic Act 1930）でバス事業に対して規制が敷かれる
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ことになった。具体的には事業者に対して、それぞれの路線について、免許制による運行
上の独占権を認める代わりに、運賃や時刻表等の公示が要求されるようになった。また、
採算性のよい路線の独占的運行を認められた見返りに、不採算路線の維持も要求されるよ
うになった。 
 
1.3.2. 規制緩和の背景 
 周知の通り、英国の域内バスの規制緩和がなされたのは 1986年であるが、その規制から
規制緩和に至った経緯について、簡単に確認する。既述したように、英国におけるバスの
規制の大本としては 1930年交通法（Road Traffic Act 1930）にさかのぼる。以後英国のバス
事業は、この法に基づいてバス事業に対して規制が行われていくことになる。またバス事
業については、その多くが公的主体、特に国営バス事業者である NBC(National Bus 
Company)によって行われていた。 
しかし 1950年代からは、モータリゼーションの進行によってバスの輸送人員が減少する
という悪循環に陥ることになる。その悪循環とは具体的に、モータリゼーションが進展す
ることでバスの輸送人員が減少し、バス事業の運営状況が悪化、サービス水準も低下する。
それによって、モータリゼーションが更に進んでいくというものである。このような事態
を受けて、政府や地方自治体といった公的主体による運営上の損失を埋める補助金が増加
することになった。また一方で、地域独占の中で行われてきた、利潤が生じる路線の利益
を赤字路線運行の補填に利用する内部補助体制についても、多様な立場から問題視する議
論が行われるようになっていた。このような状況を打破すべく、制度上の見直しが迫られ
ることになり、そのために規制を緩和して、競争原理を導入することが目指されることに
なった。 
 実際に域内バスにおける規制緩和の動きが起きたのは、1979年に労働党から政権を奪還
して登場した、保守党のサッチャー政権の時である。同政権のもと、まず 1980年には先行
的に都市間バスの参入退出規制を撤廃するといったこれまでの事業規制パラダイムからの
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大転換が行われ、同時にノーフォーク、ハリフォード、デボンでは試験的に、域内バスの
規制緩和がなされた。そして 1984年には、これを域内バス事業全体（但しロンドン地域を
除く）に拡げるとして政策提案が行われた。 
このとき学界でも、規制緩和推進派と消極派の中で激しい議論が行われた2。表 1.1 は、
本論に関連する議論に絞り、規制緩和における規制緩和推進派と消極派の主要な主張を
Pickup et al.(1991)の整理に基づきまとめたものである。 
  
                                                        
2 英国における域内バス事業の規制緩和の議論については、Department of Transport(1984)や Banister(1985)、Beesley and 
Glaister (1985)、Gwilliam et al.(1985)、Pickup et al.(1991)なども参考にされたい。 
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表 1.1 規制緩和賛成派と反対派の主張 
焦点 規制緩和推進派 規制緩和消極派 
競争 
規制緩和によってコンテスタブル市場が生み出
される。  
→新規に事業者が自由に参入し、1985 年交通法
により、新規参入者は既存の事業者と対等な立場
で競争できることが保証されるからである。  
規制緩和はコンテスタブル市場をもたらさない。  
→新規参入者にとって埋没費用が存在し、既存の
事業者は参入者に対して（情報などの面で）優位
であるためである。  
 
運賃 競争圧力によって運賃は低下する。※ 
内部補助が廃止されるため多くの路線で運賃が
上昇する。 
乗客 
運賃が下がり、サービスが改善される。  
→特定のルートでは乗客が増加する。  
高い運賃、サービス水準の低下、信頼性が無い不
安定なサービスを招く  
→乗客が減少する。  
サービス
の安定性 
長期的には不安定性は生じないだろう。  
→安定的で信頼性があるサービスを供給すると
いうことが事業者の関心事であるからである。  
競争市場にすることにより、不安定な状況が生じ
る。  
 
サービス
の統合 
乗客が望むのであるなら、サービスの統合は事業
者自身の関心となる。  
事業者はサービスの統合に関して全くインセン
ティブを持たないだろう。  
乗車券や
情報につ
いての統
合 
統合されることに乗客（そして事業者）が関心を
持っているならば、継続されるだろう。  
競争状況下においては、域内乗車券や情報におけ
る地域内での統合はすぐに消滅するだろう。 
＜出所＞ Pickup et al. (1991) p.42 FIGURE 3.3 より作成（一部改変） 
注）バス白書では規制緩和以前においては、運賃が低く設定されすぎていたが、適正な水準になるという旨の主張をし
ている。 
 
25 
 
 この表 1.1 を参考にしながら、具体的に規制緩和推進派と消極派の議論について説明し
ていくことにする。規制緩和については、バスサービスについて様々な面からから議論が
行われてきたが、典型的には、推進派として政府のバス白書である HMSO(1984)があり、
一方で、消極派として、代表的には Gwilliam et al.(1985)などが挙げられる。これら規制緩
和推進派と消極派の議論について、ここでは①競争、②費用構造、③運賃、④補助金、⑤
サービス水準に着目していきたい3。 
①競争 
規制緩和に際しては、バス市場にコンテスタブル市場理論が適用されるかか否かという
議論がその中心となった。推進派はコンテスタブル市場によって効率的な資源配分がなさ
れるという一方で、消極派は埋没費用の存在などによって既存事業者が参入者よりも優位
であり、コンテスタブル市場は達成されないとした。 
②費用構造 
費用について、政府のバス白書においては 30％の費用節減が見込まれるとしていた。ま
た、既存の高コスト事業者は、規制下のもとで他の事業者の競争から保護されているので、
達成されないということを述べている。これに対して消極派は、規制下の中においても既
に既存の事業者が生産性を改善し、費用を削減したりして、既に達成されているというこ
とを主張した。 
③運賃 
規制緩和推進派は競争市場の適用によって運賃が低下し、サービスが改善され、それに
よって特定の路線では乗客が増加するとしていた。一方で消極派は、運賃が値上がりし、
サービス水準が低下するということを主張した。 
④補助金 
政府は規制緩和によって、膨大に増加した補助額を減少させることを意図したが、この
一手段として、特に不採算路線に対しての入札制度の導入を目指した。これについて消極
                                                        
3 以下の議論は Pickup et al.(1991)、Mackie et al.(1995)に依拠するところが大きい。 
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派の議論としては、補助金は社会的余剰を増加する可能性がある一方、補助金の削減は、
特に不採算路線やオフピークの時間帯のサービス水準を低下させる、という懸念を示した。 
⑤サービス水準 
サービス水準は、③運賃との関係に加えて、路上競争が生じるか否かに関連して、サー
ビスの安定性が議論の焦点となった。推進派はこの問題に対して、安定的で信頼性がある
サービスを供給することが事業者の関心であるという点から、長期的には不安定性は生じ
ないという結論を出し、一方で消極派は、競争市場を導入することにより不安定な状況が
生じる、ということを主張している。 
⑥イノベーション 
イノベーションについては、ミニバスの存在が議論の焦点となった。規制緩和推進派は、
ミニバスは 1台当たりのキャパシティを小さくする一方、多頻度のサービスが可能である、
ということを期待した。これに対して消極派は、イノベーションは規制下においても生じ
ていたとして、さらに、ミニバスのようなサービスは、運賃が高く、時間価値の高い利用
者にしか利用されないだろう、という見解を行った。 
さて、以上の議論をまとめると次のようになる。第一に、競争面においては、既述のよ
うに、バス市場にコンテスタブル市場理論が適用されるかという点が大きな焦点となった。
推進派は、バス市場はコンテスタブル市場であり競争圧力によって運賃の水準が適切に保
たれ、一方でサービス水準の増加が見込まれるとする。他方消極派は、バス市場はコンテ
スタブル市場ではない故、競争圧力が働かず運賃の上昇やサービス水準が不安定になる、
という懸念を示した。 
 第二に、サービス水準については、コンテスタブル市場という議論の一方で内部補助も
含めた補助金に関する問題について、社会的余剰の観点からの議論が行われた。規制緩和
の目的の一つが膨大に増加した政府からの補助金の削減と同時に、公平性の面から疑問視
された内部補助の撤廃によって、効率的な運営を行うということであった。これは推進派
の意見であるが、他方で消極派は、内部補助については社会的に望ましくないと認めたう
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えで、予算制約下での社会的余剰最大化を行った場合の次善解として内部補助も存在しう
るとして、補助金に関しては総じて社会的余剰を増加させる可能性がある一方、内部補助
の撤廃はとりわけ不採算路線やオフピークの時間帯のサービス水準を低下させるという議
論を行った（Gwilliam et al.(1985)）。 
 
1.4. 補助金の必要性に関する理論的考察 
 
1.4.1. モーリング効果 
1.4.1.1. モーリング効果について 
Mohring(1972)は、規模の経済性が存在している条件のもとでは、長期的費用を賄うこと
ができないために補助金が必要となることを議論している。そのなかで特徴的な点は、と
りわけ交通においては、旅客が交通サービスの消費の役割を担うだけでなく、生産面の役
割も演じるということに着目していることである。それは具体的には、利用者が公共輸送
人（common carrier）を利用する上において、時間という稀少な要素を投入している、とい
うことである。つまり、費用として事業者側における運行費用に加え、消費者がトリップ
のために費やす価値の両方を考慮すべきである、ということである。従って、ここでの収
穫逓増の条件というのは、トリップの時間などの利用者側の費用を含めたうえでのものと
して考える。バス事業の前提としては都市内のバス市場が想定されている。 
 図 1.11は、この議論を表した図である。横軸に表されるのは 1週間当たりのトリップ数
であり、縦軸は 1週間当たりのバス事業者の収入または費用である。需要曲線は長期限界
費用曲線と点 C で交わると仮定する。ただし、ここでは混乱を避けるために需要関数が省
略されている。一方、費用については事業者についての費用（図 1.11中の長期平均費用・
長期限界費用）に加えて、乗客にとっての費用、すなわちバス停での待ち時間とバスで移
動しているときの時間を加えた時間費用（図 1.11 中の平均可変費用曲線）を考えている。
バス停での待ち時間とは、停留所でバスを待つ時間に加え、乗り換え地点でバスを待つ時
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間、さらに、最終目的地に歩いて行く時間、最終目的地で待っている時間が含まれる。 
 
 
＜出所＞Mohring(1972) p.592 Figure1 より引用 
図 1.11 モーリング効果 
 
ここから費用について、まず利用者の方の費用から考えることにする。いま、代表的な
旅客は  ドルの時間をトリップにあてるとする。このとき、代表的な旅客を乗せるために、
バスはバス停に停車するので、この旅客は自分の利用するバスの速度を遅くすることにな
る。それはそのバス停での乗降を希望しない他の旅客にとっては費用となっている。これ
を外部性と見なして、バスの乗客全体に及ぼす費用として、短期限界費用曲線で示されて
いる。この時、線分  で表される部分を「オウン・バス」効果、「システム」効果と呼ば
れる。代表的な旅客は  の価値の時間投入を行うので、彼の支払うべき価格を、彼のトリ
ップの短期限界費用に等しく設定するために、この分の  の料金（混雑税）を代表的利用
者に課す必要がある、としている。これによって、  の利用者が時間でもって支払ってい
る部分に加え、他の利用者に与える費用（時間）、つまり利用者費用（運賃）が  に設定
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される。 
一方で、事業者の面についてみると、運賃を  に設定したときに、事業者の収入は四角
形    となる。可変費用（ここでは労働費を仮定）は四角形    であり、これは収入で
カバーすることができる。また、四角形    ＝収入－可変費用＝準地代（生産者余剰）
である四角形    の部分は、  という料金（混雑税）を代表的旅客に課すために、この
準地代の部分もカバーされうる。ところが、資本投入の費用である四角形    の一部分
である四角形    はこれらの収入と準地代ではカバーされないため赤字となる。そこで、
この赤字部分に相当する補助金が必要と言うことになる。これら一連の議論が、一般的に
言われるモーリング効果のことである。 
 以上の議論は、時間という利用者側の費用を含めた規模の経済性を前提に議論を行って
いるわけであるが、具体的に規模の経済性があるか否かについての議論は、他の研究に譲
るとして、利用者側の時間費用も含めるという点でより現実的な議論であるといえよう。
結論としてこれらの条件のもとでは、資本投入である長期的費用を賄うためには補助金が
必要であり、公的主体のバス運営への関与が示唆されるといえる。 
 
1.4.1.2. モーリング効果が存在するもとでの社会的余剰最大化 
 先の 1.3 の英国における規制緩和の議論において、規制緩和の際に推進派と消極派で議
論が行われたと言うことを説明した。消極派のうち、Gwilliam et al.(1985)においては、前
節のモーリング効果をふまえ、さらに社会的余剰の観点から補助金の必要性について議論
を行っている。ここでは、これについて説明を行うことにする。 
まずは利用者側（需要）を考えるとすると、今、 を一般化費用、 を需要量として、逆
需要関数を      とする。一般化費用は、運賃 に、最初のバスを待つ時の待ち時間の
費用である  に、最初のバスが満員で乗車できなかったとき、次のバスを待つことによる
追加的な待ち時間である  を加えた、             
 
 
 で表すことができる。ここで、
 はバスの車両マイル（サービス水準）を示す。一方、事業者側の費用関数は、 を運行
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費とすると、         と書くことができる。ここで、第一項目は、事業者に実際にか
かる費用であり、第二項目は、  の追加的な乗客が乗り降りすることで生じる、外部費用
に相当する。 
 これらによって、社会的余剰は 
                          
 
 
        
と表すことができ、これを需要量 と、サービス水準である について最大化することを
考えていく。一階の条件は、 
  
  
         
 
 
   
  
 
  
             
  
  
    
   
  
 
   
  
 
  
 
  
             
となる。(2)式を整理すると、 
  
 
 
   
  
 
  
          
となる。ここで、(4)式の意味としては  は
 
 
について正の関係であることから、バスの平
均乗車率は高くなるに従って、最適運賃が高くなる、と言うことである。また、(3)式を整
理すると、 
   
  
 
  
      
   
  
 
  
  
        
となる。また、(4)式を変形すると、 
   
  
 
  
       
 
 
       
 
となり、これを先の(5)式に代入し、整理することで、 
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を得る。(7)式の右辺に注目すると、        
   
  
  であることから、全体として負に
なる。従って、利用者費用を含めた場合、社会的余剰を最大にするときには、事業者に生
じる赤字を埋め合わせる分、すなわち、    
   
  
に等しいだけの補助金が必要となること
がわかる。 
Gwilliam et al. (1985)ではMohring(1972)の議論にあるモーリング効果をふまえ、社会的余
剰最大化を行った場合についての議論を行っている。この場合にも補助金は必要となり、
公のバス事業に対する関与が示唆されている。 
 
1.4.2. 補助金と社会的余剰についての議論 
Gwilliam et al. (1985)では、他にも補助金や内部補助について具体的に数値例を用いなが
ら分析を行っており、これらの存在により社会的余剰が改善される可能性があることを示
唆している。 
一方で Romily(2001)は、補助金の効果と規制緩和の効果について、社会的余剰をベース
とした計量的な分析を行っている。それによれば、規制緩和・補助金削減＜規制・補助金
維持＜規制緩和・補助金維持という順序で、社会的余剰が大きくなるとしており、補助金
の相対的な有効性が示されている。 
一方で、規制緩和対象外地域であったロンドンに着目すると、バスの運行計画は公的主
体である London Regional Transportが保持するとともに、トラベルカードの導入で地下鉄・
国鉄郊外線とのネットワークを一層強化することで、他の規制緩和が行われた地域とは対
照的に、バスの利用者の増加すら記録している。このように、ロンドンにおいては公的主
体による積極的なネットワーク形成とその維持が、バスの利用者数増加に功を奏している
といえる（松澤(2005)）。特に、ロンドンで導入されているバスや鉄道などでも利用できる
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トラベルカードなどの導入例は、民営事業者間同士の協調だけでは存在しにくく4、ネット
ワークの管理者として公的主体の存在が必要となってくるであろう。 
以上、公的主体の役割について議論を行ってきた。バス事業者に対して補助金を与える
こと、また、バスだけでなく他の交通手段のネットワークを活用した、トラベルカードな
どの運賃設定などの面で、公的主体の役割とその存在意義は大きいと言うことができる。
また、英国において再び公的主体の役割が見直されつつある現実は、バスなどの公共交通
の利用促進においては公的主体による管理、補助など、何らかの形での関与が必要である、
ということを意味していると考えられる。 
 
1.5. コミュニティバス 
 
 規制緩和に伴う不採算路線からの既存事業者の撤退後、コミュニティバスというバスの
運行形態が一般化し、今や全国各地で見ることができる。コミュニティバスに関する事例
研究は豊富であり、どちらかといえば成功事例的なものが多くみられるが、他方で失敗事
例については触れられることはほとんど無いと言っても良いだろう。コミュニティバスも
全てが成功するというものではなく、近年の大阪市の「赤バス」の例のように、コミュニ
ティバスの運行を取りやめる自治体も少なくないといえる。 
 コミュニティバスの明確な定義は存在しないが、中部地域公共交通研究会(2009)によれ
ば、コミュニティバスとは市町村が主体的に運行するバスのことで、高齢者や障がい者の
生活交通確保や、公共施設への移動手段確保などを運行目的とすることが多く、一般に、
運行費の一部もしくは全部に税金が投入されている、というものである。つまり住民の生
活確保のために運行されるものであって、コミュニティバスにおいては、高橋(2006)の、
公（中央・地方政府）・共（地域住民の非営利組織）・民（民間のバス事業者）のそれぞれ
                                                        
4 OFT(2009)p.6 では、実際に事業者間乗車券（multi-ticketing）において、既存事業者がライバルの新規参入事業者を含
めないということが報告されている。 
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が努力し、金銭のみならず知恵と労力を出し合うという、パートナーシップ（連携）が求
められることになる。 
 コミュニティバスのさきがけは、東京都武蔵野市で 1995年に運行が開始されたムーバス
といわれている（中部地域公共交通研究会(2009)p.32、寺田(2005)p.183）。ムーバス5は大都
市郊外あるいは周辺都市の域内交通における空白地帯に、新規にバス路線を設定すること
で潜在的な需要を掘り起こした例であるが、中には事業者が撤退するため、各市町村が代
替的なバスとしてコミュニティバスを運行するというケースもみられる。さらに注目すべ
き点は、都市内でも運行が行われているということである。例えば、東京都では中央区の
「江戸バス」をはじめとして、23区内でもほとんどの区で、交通空白地帯においてそれぞ
れの区が主体となって運行を行っている。 
 コミュニティバスは過疎地だけでなく、潜在的需要が大いに見込まれるムーバスなど都
市郊外地域をはじめ、都市内の交通空白地域でも運行がされている。高齢化社会という社
会的な要因が含まれるわけではあるが、交通空白地帯を埋めるべく、それぞれの地域でバ
スの運行が行われていると言うことは、バスの運行のしやすさ、ルート設定のしやすさな
どの利点が見直されていると言うことがいえよう。そして何より、指揮や補助を中心とし
て、公的主体の何らかの関与があると言うことに着目し、認識しなければならない。 
 
1.6. おわりに 
 
 本章では、日本、英国、米国のバスの動向を示した後に、具体的に日本と英国に焦点を
置いて動向をみて、さらに英国についてのバス動向についても確認を行った。日本、英国、
米国において全体としてバスの輸送人員は減少する傾向にあることを示した。これはモー
タリゼーションの影響が大きい。一方で、輸送人キロでは安定する傾向がみられた。 
 日本と英国の輸送人員を地域別で比べたものでは、規制緩和対象外であったロンドンの
                                                        
5 ムーバスについては大田(2011)が詳しい。 
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増加がみられた。 
 英国におけるバス事業に焦点を当てると、まず全輸送手段シェアでは自動車が大きなシ
ェアを示すものの、公共交通に絞ったシェアでは、域内バスが大きなシェアを占めていた。
これより、英国において域内バスが主たる公共交通手段として用いられていることが理解
できた。また英国の車両キロでは、ミニバスや路上競争の発生などにより若干増加したも
のの、現在では安定傾向であることがわかった。 
一方で日本においては、全輸送シェアのうちバスは 10%ほどのシェアであることがわか
った。乗合バスの輸送人員が減少する一方で、輸送人キロでは貸切が増加する傾向がみら
れた。これは高速道路整備などの発達による影響が考えられた。 
 英国の規制緩和の議論においては、まず規制のもととなった法律である 1930年交通法が
成立するまでの背景について議論を行った。そこでは事業者間の競争が市場をかき乱し、
利用者に不便益を与えることが示された。そのために規制がおこなわれ、路線免許制がし
かれることになった。しかし、モータリゼーションの深化から、バス事業が悪化、運営補
助をするための補助金が増加していくということになり、この状況を打破するために規制
緩和が行われたことがわかった。この議論の過程について、規制緩和推進派と消極派の議
論をまとめた。これについてコンテスタブル市場の理論をふまえながら、競争、費用構造、
運賃、補助金、サービス水準について、各派の議論について着目した。 
 規制緩和においては、公的主体の関与が必要になる補助金の議論も行われた。この補助
金の必要性については、バス停においてある乗客が乗降する時間を、その他の乗降をしな
い乗客へ課する外部費用と考えた、モーリング効果の議論と、さらに、これが存在する場
合に、社会的余剰を最大化した場合についての議論を参照し、説明を行った。ここから、
公的主体のバス事業への関与の正当性が示された。 
 そして公的主体の補助を受けて主に運行が行われているコミュニティバスについての議
論も行った。コミュニティバスは地方あるいは過疎地だけでなく都市でも運行されており、
公的主体の関与の実際の例を示すと同時に、都市においても特に高齢者のバスの潜在需要
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の可能性があることが示された。 
 以上についてさらに考察を加えると、コミュニティバスは公的主体が補助金を出して運
行を行っている現状が明らかになった。これは足の確保という使命が第一であると考えら
れるが、バスという交通手段が重視されている現れであるとも考えられる。また、モーリ
ング効果の議論より補助金、つまりは公的主体のバス事業への関与が示唆される。一方で、
規制緩和の目的の一つには膨れ上がる補助金の削減にあった。だが、モータリゼーション、
つまりは代替交通手段としての自動車に勝たねばならない。しかし、この時期には既に見
たように後章で定義される「サービスの質」に関してまだスポットは当てられていないこ
とが明らかになった。 
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第 2章 域内バス事業における規制緩和政策の成果* 
 
 
2.1. はじめに 
 
 ロンドンを除く英国において、路線免許制の撤廃、参入・退出の自由を柱とする域内バ
スが規制緩和された 1986 年から、25 年が経とうとしている。規制緩和に際して、経済学
的なアプローチをはじめとして、様々な議論がなされた。第 1章ではコンテスタビリティ
市場理論に注意しながら、競争、費用構造、補助金、サービス水準、イノベーションにつ
いて焦点を絞り、これらについて規制緩和推進派（主として中央政府）と規制緩和消極派
との間で行われた議論に着目した。 
 規制緩和後、実際に“入札”競争、費用や補助金の節減、サービス水準の上昇などの面
では一定の目標は達成されたものの、主たる目的であった輸送人員の減少に歯止めをかけ
ることはできず、一方で路上競争などの浪費的な競争が発生した。これらの背景のもと、
1998年には英国政府から、バス事業者とのパートナーシップという形で、実質的に再び公
的主体が域内バス事業のサービス向上に関わることを主眼とした、“A New Deal for 
Transport”の名のもとの白書が刊行された。これを受けて 2000年交通法においては、今ま
で自主的に各地で行われていた Quality Partnership（QP）が、法律の制度として盛り込まれ
た。 
 ここで英国におけるバス事業の規制緩和に関する先行研究を確認すると、規制緩和に際
して、Banister(1985)、Gwilliam et al.(1985)などがある。そして、以後規制緩和の評価とし
て、規制緩和直後には Gwilliam(1989)、Pickup et al.(1991)、規制緩和 10年後としてはMackie 
et al.(1995)、松澤(1995)、White(1997)、Romilly(2001)、規制緩和 20年後のものとしては松
澤(2005)などがある。これらをもとに、規制緩和の効果について整理する。 
                                                        
* 本章は鶴指・松澤(2011, 2013)の内容をもとに、大幅に加筆・修正を加えたものである。 
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 また日本においても、2002年に需給調整規制を柱としたバス事業の規制緩和が行われた。
これに関する先行研究として、費用面からは柿本(2008)、大井(2009)、参入や運賃面では新
納(2011)、事業者側からの観点として小嶋(2011)、さらに包括的なものとして大井(2010)、
谷口・滝澤(2011)が存在する。英国と同様に、これらを整理することで日本のバス事業の
規制緩和の効果について検証していくことにする。 
本論ではまず、この英国のバス事業の規制緩和について、第 1章で議論した競争、費用
構造、運賃、補助金、サービス水準、イノベーションに焦点をあて、上記の先行研究を参
考にしながら議論を進めていくことにする。そして英国の規制緩和後の議論をふまえて、
2002年に需給調整規制撤廃を柱とした規制緩和が行われた、日本のバス事業についての規
制緩和後の状況を示し、規制緩和の効果について議論を進めていきたい。 
本章の構成は次の通りである。まず 2.2 において、英国における規制緩和の効果につい
て考察を行う。1 章に続いてバス事業を対象に、コンテスタビリティ市場理論に着目しな
がら、競争、費用構造、運賃、補助金、サービス水準、イノベーションについて焦点を当
て議論を行う。さらに 2.3 では日本におけるバス事業の規制緩和について、特に成長がみ
られた高速バス部門について詳しく分析を行う。また、（域内）路線バスについても先行研
究を参考にしながら規制緩和の効果の考察を行う。最後に 2.4 では、公的主体のかかわり
について着目しながら本章の議論をまとめることにする。 
 
2.2. 英国におけるバス事業の規制緩和の効果 
 
 第 1章で議論したように、1985年交通法の成立によって、1986年 10月下旬には、ロン
ドンを除く英国の域内バスサービスについて、路線免許規制が撤廃され、参入・退出が自
由になり、ダイヤ変更についても一定期間（42日）の周知期間で可能になるということを
主軸とした規制緩和が行われた1。またこの規制緩和と同時に、国営バス会社であった
                                                        
1  さらに 5分以内のダイヤ変更は登録を要しない(いわゆる「5分間ルール」)こととなった。このように、経済的規制
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NBC(National Bus Company)の民営化も行われた2。なお、ロンドンについては路線免許規制
が継続され、LRT（London Regional Transport、現・Transport for London）が主体となり、
運賃水準や運行ルート、頻度などを決定している。一方、路線の営業権取得に関しては競
争入札制度が導入され、実際にバスを運行しているのは民営事業者である。このロンドン
のように、運行計画は公的主体が行い、運行については競争入札を行ったうえで、民間事
業者が行う形を統制された競争（regulated competition）と表現することがある（松澤(2005)）。
なお、ロンドンにおいては 1994年から 95年にかけて、それまでの London Transport(交通
局)のバス部門が 10社のバス会社に民営化されている（House of Commons (1999)）。 
本節では、英国における規制緩和について、第 1章の内容を受け、①競争、②費用構造、
③運賃、④サービス水準、⑤イノベーションの結果それぞれについて、Berechman(1993)、
Mackie et al.(1995)、White(1997)、松澤(2005)を参考にしながら議論していくことにする。 
①競争 
 先のように競争に関しては、バス産業へのコンテスタビリティ市場理論の適用可能性に
ついてが、大きな争点となった。しかし、実際には参入を 42日前に知らせる 42日ルール
をはじめとする参入障壁が存在するなどの理由から、バス市場は不完全なコンテスタブル
市場であると結論づけられている。また、たとえ参入が生じたとしても、ほとんどの場合
既存事業者が参入を阻止してしまう、といった状況である（Mackieet al.(1995)p.232）。 
 一方で、かつて 1920 年代でもみられたような、バスの路上競争が各地でみられたが、1990
年代後半頃より独占的、寡占的市場として安定化する傾向があるとされる（松澤(2005)p.135、 
House of Commons(1999)）。 
②費用構造 
 費用について、ロンドンを除く全国地域の実質単位走行費用の変化率3をみると、1985
                                                                                                                                                                  
についてはほぼ完全に排除されたが、安全規制等の社会的規制は維持されている。なお 2002年春には 5分間ルールは
廃止され、ダイヤ変更の周知期間についても 8週間（56日間）に延長された。 
2  NBCの民営化は 1984年バス白書、そしてこれに基づき成立した 1985年交通法において“transfer of the bus company 
to the private sector.”として、明記されたものであった。後でも述べるように、NBCは 1988年 4月までに 72の会社に
分割された。 
3 減価償却は除いた値で計算を行った。また費用は時価での値である。 
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年との比較で、1995年では－13％、2005年では＋46％、2009年では＋89％となっている。
一方、ロンドン地域でも同様の比較で、1995年では－15％、2003年では＋32％となってお
り、いずれの地域においても規制緩和直後には費用削減効果がみられたが、その後は上昇
する傾向があるといえる4。 
 なお、費用削減の主たる要因としては、従来の大型車に比べて 30％近く諸経費が少なく
車両回転率もよいミニバスの進出と、バス部門運転手全般の運賃の低水準化による面が大
きいと考えられる。 
③運賃 
 運賃水準については、全国地域の 1995年を 100とした運賃指数5でみると、1985年と比
較して、1995 年では＋89％、2005 年では＋193％、2009 年では＋250％となっている。一
方、ロンドン地域では同様の比較で、1995 年では＋112％、2005 年では＋199％、2009 年
には＋259％となっており、全体として運賃は上昇したことがうかがえる。これは、競争は
運賃よりもサービス面で発生し、また、費用は削減されたものの同時に補助金も削減され
たことで運賃の低下は生じなかったという理由が考えられる。一方で運賃政策の面では、
ロンドンのようにネットワークを活用した乗り換え（割引）運賃や、トラベルカードなど、
利用者の負担を抑え、トリップを行いやすくするようなものが取り入れられてきている。 
④補助金 
 補助金について 1985 年と比較すると、1995 年はロンドンを除いた全国で－37％、ロン
ドンで－79％となっている。一方、ロンドンに注目すると、2005年には＋164％、2009年
には＋206％と大幅な増加がみられる。ここでロンドン以外の地域においては、都市地域よ
りも地方部の方が補助金の増加がみられる。政府からの補助は引き続き行われているもの
の、不採算路線に対しては補助金の付与に関連した入札競争制度も導入された。 
入札方式としては、費用拠出方式と純補助方式という 2種類が存在する。前者は、公に
                                                        
4 Department for Transport(各年版)のデータより筆者算出(以下データについても同様)。 
5 運賃指数は時価の値である。 
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よって示されたサービス規準を最も安価な費用で供給する事業者に運行権が与えられるも
のであり、後者は収入と費用の差額としての補助金を事業者に対して提示させ、最も低い
入札をした事業者が運行権を得るものである。この入札競争は、補助金の削減に対して有
効に機能したとされる（松澤(2005)p.136）。このように、規制緩和後の域内バス市場として
は営利的に運営可能な市場における、市場競争、不採算路線については競争入札制度とい
う 2つの競争がうまく機能していると言うことができる。ただし、前者の競争は、既に述
べたようにどちらかといえば多数の事業者で行われるものではなく、寡占的な市場である
地域が多くなり、市場の競争としては限定的になってきたと考えられる。 
⑤サービス水準 
 サービス水準を示す車両キロをみると、英国全体では、1985年と比較して、1995年には
変化率は＋26％、2005年には＋26％となっている。一方のロンドンでは、同様に比較して、
1995 年には＋29％、2005 年には＋68％となっており、2009 年にはさらに＋75％になって
いる。このサービス水準の増加は、ミニバスの増加、既存事業者の参入阻止戦略、そして、
路上競争の結果が含まれている。また規制緩和対象外のロンドンにおいては、先に述べた
ように積極的な公共交通の利用促進政策が行われており、バスのサービス水準もそれとと
もに増加したものと考えられる。 
⑥イノベーション 
 これまでみてきたとおり、既存のバスよりも小型である 17～25席程度のミニバスが、規
制緩和後に大幅に増加してきた。その変化率について、1985年と比較すると、1995年では
＋432％、2003年では＋329％となっている。このミニバスの登場は、費用節減とサービス
水準の増加に寄与したとされる。また、『バス白書』で強く期待されていたのは、バスとタ
クシーの中間的存在であり、車両の効率的利用を目指した、定路線と定ダイヤには従わず、
需要適応型の乗り合いタクシーの出現であった。しかしこれについては期待したほどには
普及しなかったとされる。 
 以上のような状況の中、2000年交通法では、公的主体とバス事業者がパートナーシップ
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を構築する Quality Partnership（QP）が、法律上の制度になった。これは、利用者の利便性
を向上させ、減少傾向の続いているバスの輸送人員の減少に歯止めをかけるべく、公的主
体がその地域内でのバスに関する設備などを提供する一方、その設備などを利用するには
バス事業者は一定の要件を満たさねばならない、というものである。QP は法制化以前か
らアバディーン、バーミンガム、ブライトン、エディンバラ、イプスイッチ、リーズ、ス
ワンジーといった地域でそれぞれ自主的に取り入れられてきたものであり、それが法律上
の制度としても取り入れられたという形である。この QP については、後章において詳し
く議論される。 
 
2.3. 日本におけるバス事業の規制緩和の効果 
 
 前節では、英国のバス事業の規制緩和の効果について述べたが、本節では日本における
バス事業の規制緩和後の状況について確認する。日本では、貸切バス事業については平成
12(2000)年 2 月に、乗合バス事業については平成 14(2002)年 2 月に、需給調整規制廃止を
柱とする規制緩和が行われた。規制緩和から既に 10年近く経過するわけであるが、規制緩
和後の効果についての研究は多くはない状況であるといえよう。このような中で、特に費
用面について着目した分析として、柿本(2008)や大井(2009)が挙げられる。特に後者である
大井(2009)においては、規制緩和によって乗合バス事業者の費用面が変化したとは必ずし
も言えない、という結論をだし、その理由として、バス事業者の経営環境の悪化が続いて
おり、規制緩和前に分社化や不採算路線整理などが行われたこと、規制緩和後の競争がほ
とんど起きなかったことを挙げている。 
 加えて、新納(2011)ではバス事業に存在する参入障壁について運転士確保、車両、バス
停などの面から参入障壁の存在を示している。参入障壁の存在は新規参入を困難とし、既
存事業者の方が有利となるので、参入は生じにくいと言うことになる。 
 以下域内バスについて、いくつかの既存研究に基づいてその効果を探ることにする。た
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だ、需要面からの分析はほとんどみることができず、輸送人員と輸送人キロについては、
第 1章でみたようにほとんど変化していないので、ここでは価格面に注目して検討するこ
とにする。 
運賃については、規制緩和によって認可制から上限認可制となったわけであるが、域内
バスにおいては、ワンコインバスや環境定期券、高齢者向けの定期券の導入などといった
多様な運賃が導入されるようになった（谷口・滝澤(2011)）。しかしながら、これらの運賃
制度が規制緩和によって起こりえたものかを考えるには、さらなる検討を要すると思われ、
さらに、競争の結果生じたということにも、注意が必要である。またむしろ、高齢者向け
の定期券などは、地方自治体が当該事業者を決定するため、参入障壁となる可能性も指摘
される（新納(2011)p.29）。さらに、運賃の多様化は、IC カードシステムが導入されている
場合でも技術的な困難性が指摘されている（谷口・滝澤(2011)p.51）。 
 これら域内バス事業に対して、高速バス事業においては、規制緩和後に需要面に加え、
参入面でも大きな動きがみられた。高速バスの定義は加藤(2009)が指摘するようにあいま
いなものであった。しかし、国土交通省と観光庁が 2012年に策定した「高速バス表示ガイ
ドライン」において、高速バス、高速乗合バス、そして高速ツアーバスのそれぞれについ
て定義を行った6。以下本論では、高速バスと標記する場合は基本的に高速乗合バスに加え
てツアーバスも含めることにする。 
谷口・滝澤(2011)によれば、高速乗合バスは、一般路線バスや貸切バスが輸送人員の減
少や実勢運賃の低下を背景とした営業収入の減少に苦しむ中で、バス産業の重要な成長分
野として期待が寄せられている分野であるとされ、高速バス事業が乗合バス事業者にとっ
ては魅力がある市場となっていることが伺える。同時に、小嶋(2011)にあるように、高速
（乗合）バスの収益が、赤字路線の原資となっているということから、一般乗合バスも運
行する事業者によっては、高速バス事業が一般乗合バスの内部補助の原資になっている場
                                                        
6 国土交通省・観光庁が 2012年に発行した『高速バス表示ガイドライン』によれば、高速バスとは“高速乗合バス”及
び“高速ツアーバス”を指し、“高速乗合バス”は、一般乗合旅客自動車運送事業者が運行する高速道路を経由する乗合
バスを指し、さらに、“高速ツアーバス”とは、高速道路を経由する 2地点間の移動のみを主たる目的とする募集型規
格旅行として運行される貸切バスを指す。 
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合もあるといえるだろう。しかしながら、高速ツアーバスが乗合類似行為を行い、実質的
に高速バス事業に参入することで競争が激化したといえる。高速バス事業は事業者間の競
争に加え、他の交通モード（例えば鉄道）とも競合しており、運賃競争については、事業
者間・モード間と入り交じり、熾烈な競争が生じているところもある。 
 表 2.1は、各交通手段における輸送人員の変化率をみたものである。2002 年の規制緩和
以前は乗合バスの輸送人員が減少するところがある一方で、規制緩和以後にほぼ全体とし
て輸送人員が増加している。特に著しい増加がみられるのは東京－静岡、大阪－岡山とい
った、比較的近距離といえる、ほぼ 200 ㎞程度の区間である。しかし 2007 年→2010 年に
おいては、全体として輸送人員が減少している一方、200 ㎞程度の近距離においては引き
続き増加がみられ、また同時に、東京－大阪の需要が多い区間においても増加がみられる。 
 
表 2.1 各交通手段における輸送人員の変化率 
バス 鉄道 航空 全体 バス 鉄道 航空 全体 バス 鉄道 航空 全体
発地 着地
静岡 -1% -1% - -1% 24% 9% - 10% -6% -9% - -9%
愛知 49% 10% - 11% -12% 17% - 16% -23% -9% - -10%
大阪 68% -7% 75% 9% 103% 0% 2% 3% -6% -8% -16% -10%
岡山 -22% -14% 181% 27% 38% 28% 3% 16% 16% 3% -13% -4%
広島 -44% -17% 43% 11% 23% 45% -7% 13% -4% 2% -17% -7%
福岡 -56% -34% 26% 20% 10% 23% 5% 6% 10% 16% -7% -6%
岡山 37% -19% - -14% 105% -3% - 13% 8% -8% - -4%
広島 374% -7% - 7% -24% 3% - -2% -9% -8% - -8%
福岡 -58% 18% 8% 13% 471% 10% -30% -3% -79% -3% -28% -11%
東京
大阪
1997年→2002年 2002年→2007年 2007年→2010年
＜出所＞国土交通省総合政策局情報管理部編(各年版)『貨物・旅客地域流動調査』より筆者作成 
注）表中のバスとは乗合バスと貸切バスをの合計値。 
 
 そして図 2.1と図 2.2は、交通手段間における輸送シェアの変化を、東京発と大阪発でそ
れぞれみたものである。これらの図においては、距離が遠くになるに伴って、より所要時
間が短くて済む交通手段が選択される、ということが明らかとなっている。乗合バスと貸
切バスを合わせたバス全体でみてみると、特にシェアを大きく伸ばしたのが東京－静岡、
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大阪－岡山という比較的近距離の区間である。この区間では実質的に航空とは競合せず、
公共交通機関においては鉄道（主に新幹線）と高速バスの二者での競合となるわけである
が、運賃に所要時間を含めた一般化費用でみると新幹線よりも高速バスが選択される可能
性も多くあるため、需要獲得が見込まれることから、高速バス事業者にとっては魅力的な
市場であり、参入が進んだと考えられる。一方、東京－大阪間においては、鉄道（主に新
幹線）と航空が競合しているが、そのなかでも高速バスがシェアを伸ばしてきていること
が伺える。ただし、東京－大阪間での高速バスシェアのほとんどは夜行便であると考えら
れる。さらに、東京－岡山・広島・福岡という比較的遠距離となる地域においては、バス
シェアは規制緩和以前と比較して、それほど変化はみられない。加えて、大阪－広島・福
岡などの区間では近年ではシェアが減少していることがわかる。これらの地域では、輸送
人員（需要）の絶対数が少ないために、事業者にとってはあまり魅力的な市場ではないと
言うことができよう。 
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＜出所＞同上 
注）表中のバスとは乗合バスと貸切バスをの合計値。 
図 2.1 公共交通手段間における輸送シェアの変化（東京発） 
 
＜出所＞同上 
注）表中のバスとは乗合バスと貸切バスをの合計値。 
図 2.2 公共交通手段間における輸送シェアの変化（大阪発） 
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このような状況の中、とりわけツアーバスにおいて、安全を脅かす重大事故も発生した
こともあり、ツアーバスを新高速乗合バスへ移行7し、既存の高速乗合バスと制度上一本化
を行いツアーバスも従来の旅行業法の適用から、道路輸送法が適用されることになった。
つまり、ツアーバスを乗合事業者として扱い、安全（社会的）面で規制が強化されたので
ある。 
 さて、日本においては規制緩和によって、高速バスでは競争が発生することによってサ
ービス水準が上昇し、価格が低下することになった。一方で、域内バスではほとんど何も
変わっていない（新納(2011)p.34）という議論があるように、規制緩和の効果は見いだせな
いというのが現状である。それは先述のように、費用面においても変化がみられなかった
こと、新規事業者にとって参入障壁が存在することからも言えよう。価格面では多様な運
賃が導入されるようになったものの、規制緩和との因果関係をみる必要があり、少なくと
も競争の結果で運賃が低下したという事例はほとんどみられない。むしろ、高速バスが域
内バスの原資となっているという事実から、規制緩和の目的であった内部補助の撤廃は、
実現されていないと言うことが出来る8。これは域内バスの運営には実際には内部補助（な
いしは補助）が存在しないと運営が困難であるという暗示である、とも言えよう。 
 
2.4. おわりに 
 
本章では規制緩和の効果について、英国の域内バスと日本のバス規制緩和について焦点
をあててきた。英国においては、コンテスタビリティ市場理論に注意しながら、競争、費
用構造、補助金、サービス水準、イノベーションに着目した。特に費用面と補助金につい
ては規制緩和直後に効果があったことが確認された。ただその後、市場としては独占化、
寡占化する傾向がうかがえる。 
                                                        
7 平成 25年 7月の新高速乗合バスに制度移行する時点では、新高速乗合バス事業に係る経営許可または事業計画変更
認可を受けた事業者は計 49社であり、新高速乗合バス事業に係る管理の受委託の許可を受けた事業者は計 30社であ
る。（国土交通省自動車局資料による）。 
8 内部補助の存在に関しては新納(2011)でも指摘されている。 
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一方、日本において、高速バス部門では、東京・大阪からの距離別の都市間 OD データ
によって規制緩和後に成長がみられたことが示された。しかし、日本においては規制緩和
政策の導入で乗合バス事業者の費用面が変化したとは必ずしもいえないこと（大井
(2009)p.169）や、新規参入企業はわずかであるということ（柿本(2008)p.822）から、規制
緩和がバス市場において有効に機能しているかということに関しては、さらなる議論が必
要であると考えられる。 
一方で、日本においては規制緩和前後から新しいバスサービスが登場するようになって
きたが、注目したいのは、低運賃で頻度が高い都市内巡回バスである。これは事業者自身
または市町村区が主体的となり、主にモビリティの向上と中心市街地活性化を目的として、
運行しているものである。規制緩和と直接関係があるか否かについては検証が必要である
が、今までにないバスサービスが近年登場しているのも事実である。 
 ただ、日本のバス事業における規制緩和の評価はそれほど研究の蓄積が豊富であるとは
言いがたい状況である。もちろん、データの入手可能性の制約もあるが、費用（供給）面
に加えて需要面からも定量的に分析する必要があると考えられる。それらより社会的余剰
の変化をみて社会的な観点からの評価をすることも考えられるが、これらは今後の研究課
題としたい。 
49 
 
第 3章 英国における域内バス事業の QPと QCについて＊ 
 
 
3.1. はじめに 
 
英国1において、ロンドンを除く地域の域内バスについて、1985年交通法に基づき、1986
年に路線免許制の撤廃、参入退出の自由化を柱とする規制緩和が行われてから 30年近くが
経った。この経過の中で、規制緩和による競争導入のメリットと、利用者の便益を削ぐよ
うなデメリットが明らかになるにつれ、後者のデメリットを改善し、バス利用者の便益を
増加させて輸送人員の増加を目指すべく、地方当局と事業者がいわばパートナーシップの
関係を持つという QP（Quality Partnerships）が 1990年代に入ってからいくつかの自治体で
導入されるようになり、QP を強化したものである QC（Quality Contracts）とともに 2000
年には法制化されることになった。 
QP が英国各地で自主的に導入され、法律の制度として設けられた背景として、バス市
場におけるコンテスタビリティ市場理論の適用可能性をはじめ、市場構造の変化、事業者
や手段間で使えるような域内乗車券などをはじめとする運賃制度、路上競争をはじめとす
るサービス水準、さらには自動車との競争などの、規制緩和後における状況を再確認する
必要があると考えられる。   
加えて、規制緩和がサッチャー保守党政権下で導入されたものであるのに対して、QP
が設定されたのは労働党のブレア政権下であり、同政権が PPP（Public Private Partnership）
の政策を掲げていたという点にも留意する必要があるだろう。 
1998 年に労働党政府は、交通全体の新たな政策を提案した白書2 “A New Deal for 
Transport: Better for Everyone”（DETR(1998)）を発表した。この白書で、バスに関しては、
                                                        
＊ 本章は鶴指・正司(2012)、鶴指(2013)に大幅に加筆・修正を加えたものである。 
1 本章で英国とはイングランド・ウェールズを指しており、北アイルランドとスコットランドは（基本的に）含まれて
いない。 
2 英国の場合、白書は法案提案文書であり、各省庁が毎年発行する日本の白書とはまったく異なる性質を持つ。 
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1985年交通法以降のいわば自由放任パラダイムから、ある程度公的介入を増加させるパラ
ダイムへの移行と解釈することもできる提案を行っている。なかでも、域内(乗合)バス事
業に対して、QP の導入により、高品質で、誰にとっても運賃などのソフト面、設備など
のハード面においても利用しやすいバスサービスを提供することを目指す、と言うことが
記されていた。一言でいうならば、QP は規制緩和後にみられるバス市場の負の面を、事
業者と地方自治体がパートナーシップの関係を持つという形で改善することを目的として、
利用者の便益を高め、輸送人員の増加を目指すための一手法であると考える事ができるだ
ろう。 
 さて、これまで英国のバス規制緩和とその後の展開については、1980年代の脱規制とも
称される強力な規制緩和政策の評価を主に目的とした研究が行われてきている。例えば、
Gwilliam(1989)、Pickup et al.(1991)、Mackie et al.(1995)やWhite(1997)は、規制緩和の評価に
ついて議論を行っている。これらに加えて、Romilly(2001)は、規制緩和政策のみならず補
助政策を含めた評価を、社会的余剰を用いて分析を行っている。わが国においても同様の
視座から、松澤(1995, 1998, 2005)、寺田(2002)、伊勢田(2005)など、英国における域内バス
の規制緩和について検討が加えられている。また、QP や QC については、Mackie(1999)、
Davison and Knowles(2006)、White(2010)、定量的に QP の効果を分析しようとした Toner et 
al.(2001)などが存在する。一方わが国では、田邊・加藤(2000)、清水(2001)、寺田(2001)、
中野(2007)、運輸政策機構(2011)などが存在するが、実質的に自由放任主義からの部分的転
換を示唆させる 1998年白書あるいはこれに基づき成立した 2000年交通法について、とり
わけ QP が導入されるようになった過程について議論した研究はほとんど存在しない。本
章は QP や QC に関して、具体的にその経緯を経済学的な観点をベースに市場の現状、そ
して政治的背景を含めて考察するという点が特徴的である。 
本章では、先行研究をふまえたうえで、QP を明記した、政府（Department of the 
Environment, Transport and the Regions:環境交通地域省）白書である DETR(1998)、そして
QP を含めて、バス事業の現状を調査した英国下院が公表した域内バスに関する各種報告
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書、そして House of Commons の交通委員会（Transport Committee）で発行された、主とし
て競争委員会（Competition Commission）が発行する Competition Commission(2011)に対する
見解を示した報告書である House of Commons Transport Committee(2012)、また QP を法律
として明記した 2000 年交通法をふまえて議論を行う。さらに、規制緩和以後、競争をめぐ
って問題が生じ、いくつかの政府機関がこれにかかわったが、そのなかでも公正取引庁
（Office of Fair Trading）が発行した域内バスに関する報告書である OFT(2009)、Competition 
Commissionが発行した Competition Commission(2011)をあわせて参照する。 
 本章の構成は次の通りである。まず 3.2において QP の定義を試みる。先行研究では QP
の明確な定義が行われているとは言えないため、本論では 2000年交通法を参考にしながら、
QP が制度上どのような位置づけにあるかを確認する。さらに、QP の内容に加える形で公
的主体の積極的関与を認め、事業者に排他性を認めるというより強い効力のある QC につ
いても言及する。そのうえで、改めて 2000年交通法の QP について、公的主体と事業者の
役割分担について議論を行う。3.3 では、2000 年交通法で法制化に至った QP についての
背景について探る。ここでは政治的な背景、市場の動向について焦点を絞る。特に後者の
市場の動向では、引き続きコンテスタビリティ市場理論が焦点となるため、改めてコンテ
スタビリティ市場理論について確認を行う。そのうえで、コンテスタブル市場と産業構造、
競争入札制度、運賃とサービス水準、自動車との競争という点に焦点を絞り、再度規制緩
和後の状況についてまとめる。以上の議論をもとに、3.4では QP に至る経過についての考
察を行うことにする。最後に、これら QP の議論をもとに、日本における公的主体のバス
事業への参加について、事業者や住民、NPOなどとのパートナーシップという視点からの
インプリケーションを考える。 
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3.2. QPについて 
 
3.2.1. QPの定義について 
 QP は 1990年代後半から一部地域で自主的に制定され、行われてきた経緯がある。1998
年に発行された政府白書である A New Deal for Transport: Better for Everyone(DETR, 1998)で、
QP はバスサービスの利用増加に結びつくものである、と注目された。なお、QP の日本語
訳としては、寺田(1999)をはじめ、「品質協定」が、また、QC については「品質契約」が
一般的になっている3。 
QP の初期の定義は、1997年にコンサルタントである TASによって行われた4。そして先
述の 1998年の白書を受け、2000年交通法（Transport Act 2000）によって法的な制度として
も規定されることになった。同法によれば、QP は①単数または複数の当局が、全ての地
域または一部の地域、あるいは、一体化した地域において特定の施設を供給し、②その施
設を利用してバスサービスを提供しようとする事業者は、質に関する特定の基準を達成し
なければならない、とある5。同時に、QP だけではサービスの改善がされない場合のため
に、競争入札を通じてサービス供給の一定の地域などでの独占権を事業者に与えるという、
いわばロンドン方式を導入する Quality Contract(QC)も法制化された。 
法律上の QP スキームの前提として、各地方当局6が「バス戦略(Bus Strategy)」を作成す
                                                        
3 高橋(2006)p.57注 30の指摘では、「「品質協定」という訳語のうち、「協定」という用語には「協定書」「契約文書」と
いうニュアンスが付きまとい、「詳細な努力の内容は契約文章にとらわれず当事者がその場で協議する、継続的な協
労・連携」という意味合いが伝わりにくいことには注意が必要である」、とある。本稿では Quality Partnership のニュ
アンスを維持するため、QPと略したものを用いることにする。なお、後述のように、自主的なものについては「自
主的な QP」、2000年交通法に則るものについては「法制 QP」と、必要に応じ、使い分けることにする。 
4 Wall and McDonald (2007)p.166 によれば、「定められた地域において、バスサービスを向上させるために複数の参加者
によって担われる手法のための、地方当局とバス事業者間の（公式または非公式の）同意」とされる。 
5 OFT(2009)p.98 によれば、スキームに規定される基準でサービスの供給を行う事業者のみ、施設を利用することが許
可されるが、一方、他の事業者は、スキームによってカバーされる地域において、域内バスサービスの供給を禁止は
されないが、当局によって供給される施設を利用することができない、とされる。さらに、このスキームは、Traffic 
Commissionersに、スキームの要求に応じずに設備を利用する事業者に対して、執行力を与えている、とされる。 
6  2000年交通法では、地域交通当局（local transport authority）として、次の 4つを定義している。①イングランドに
おける県議会（a county council in England）、②イングランドにおいて、県議会がない地域を包括する非都市地域区域
の議会（a council of a non-metropolitan district in England）、③イングランドにおける PTA（Passenger Transport Authority）、
④ウェールズにおける州議会あるいは市議会（a County council or county borough council in Wales）。PTAとは「バーミ
ンガム、マンチェスター、リヴァプール、ニューカッスルの各都市を中心とする 4つの都市圏が旅客輸送地域として
指定されたうえで、各地域の域内公共交通の計画と運営の権限と責任を一元的に委ねられた機関として、域内各自治
体の代表から構成される（正司(1987）p.65）」、1968年交通法で定められた組織である。 
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るということがある。2000年交通法の解説書(Explanatory Notes)によればこの「バス戦略」
とは、その地域において、適切なバスサービスの供給を保証するために、様々な施策を、
どのようにして実行するかを示すものである。さらに、この「バス戦略」は、地方当局に、
交通において安全性、統合性、効率性、経済性をもたらし、かつ高齢者やモビリティ上の
問題を抱える人々のニーズに配慮する、ということに焦点を置いた「域内交通計画(Local 
Transport Plan)」という名の交通計画も、この上位に作成することを要求されるが、QP は
その 1 つの要素であるとされる。QP はこれらの枠組みの中で、一つのパーツとして制定
されるものであるとされる。なお、QCの位置づけについても同様のことがいえる。 
さて、QP と QCについてこれらの関係を示したものが図 3.1である。地域単位において
は、まず「域内交通計画」が交通を包括する枠組みが存在する。そのなかには、バスに限
らず自動車や自転車などの交通機関も含まれており、道路政策や土地利用計画にも及ぶ。
そのなかの一つの要素として、「バス戦略」というバスに関するスキームが存在する。これ
は主に自動車利用からの転換を目指し、バス利用促進に焦点を置くものである。「バス戦略」
にも同様にいくつかの施策があるが、そのなかの要素として、QP と QCがそれぞれ存在す
る。QC は事業者に一定の範囲で排他性を認めるものである。しかしながら政策的にはサ
ービス改善を目標とする点で共通する部分があるために、QP との共通部分が存在すると
いえる。 
 
 
＜出所＞筆者作成 
図 3.1 QPの 2000年交通法に基づく政策上の位置づけの概念図 
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 さらに表 3.1は、Davison and Knowles(2006)による QP と QCに関する整理である。これ
によれば、2000年交通法において法律で制定された以後も、自主的な QPとして実施して
いる地域もあるが、これらについては Quality Bus Partnership(QBP)と表記され、一方、2000
年交通法に則ったものについては、Quality Partnership Scheme(QPS)と表記されている。 
 いずれにしてもどちらの範疇の QP においても、公的主体の役割として、例えばバス専
用レーン設置などによる走行環境の改善、バス停の改善などのハード面の改善を行うこと、
民営事業者の役割として、例えば低床車や低排出車の導入などの車両の質、運転手の質の
改善を行うことであり、これらによってバスの利用の増加につなげることを目的としてい
る点は共通している。つまり QP を、2000年交通法の枠組みに則って行うか、そうでない
かであるかの違いである、ということである。 
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表 3.1 QPと QCの区分 
イニシアティブ 内   容 
Quality Bus Partnership 
(QBPs) 
「自主的な QP」 
Voluntary partnership（自主的なパートナーシップ） 
・ 地方当局はバスの魅力を向上させるためにインフラを供給する 
・ バス事業者は高水準の車両、利用者サービス、頻度などでサービ
スの改善を行う 
・ 公式あるいは非公式な形で行うことができる 
Quality Partnership Scheme 
(QPSs) 
「法制 QP」 
Statutory partnership（法制のパートナーシップ） 
・ 地方当局はバスサービスの魅力を向上させるため、設備を供給し
維持する責任を、法律的に負う 
・ バス事業者は地方当局によって規定された水準の車両を供給す
ることに対して、法律的に責任を負う 
・ 地方当局はバス事業者に対してサービス・頻度の要求を課すこと
はできない 
Quality Contract Scheme Statutory contract（法制の契約） 
・ 地方当局が地域内でどのようバスサービスが、どのような水準で
供給されるべきかを決定 
・ バスサービスの魅力を向上させるために設備を供給する 
・ バス事業者に対して入札を行い、契約を最大で 5年適用し、事業
者はルートと供給された設備について、独占権を持つ 
＜出所＞Davison and Knowles(2006)p.180, Table3を一部改変 
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3.2.2. 2000年交通法における QP 
2000 年交通法により、公的主体とバス事業者がいわばパートナーシップ関係をもつ QP
と、それをいわば強化したものである QC が、法律上の制度となった。QP の目的は、あら
ゆる利用者に対してより質が高く、物理的にもアクセスしやすいバスサービスを提供し、
減少するバスの輸送人員に歯止めを掛け、輸送人員の増加を目指すことにあるとされる
（DETR(1998)p.40）。 
具体的な中身としては、まず公的主体（単数ないしは複数の地方当局）がその地域内に
バスについての設備等を提供し、加えてバスサービスの質について、特定の水準を決定す
る。これに対して、バス事業者側は、公的主体が提供する設備を利用したい場合には、公
的主体が定めたサービス水準を満たすことを要求される。DETR(1998)によれば、地方当局
が提供する設備とは、例えばバス専用レーンをはじめとしたバスの走行を優先させる各種
交通管制措置や、バス接近情報表示なども兼ね備えたよりよいバス停・待合所等乗客向け
の施設などを指し、一方、バス事業者側に要求されるサービス水準には、快適性、環境へ
配慮した車両の導入、低床車導入などによる物理的なアクセスのしやすさ、従業員の訓練
などが含まれる。ここで公的主体の提示するバスのサービス水準遵守を約束しない事業者
は、域内でのバスサービスの供給を禁止させられるものではないが、公的主体の提供する
設備の利用はできないことになる（OFT(2009)p.98）。これら事業者側、公的主体側それぞ
れの役割をまとめたものが表 3.2である。 
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表 3.2 QPに関する決定要素とその責任を負う主体のまとめ 
サービス 決定要素 責任 
トリップ時間 
信頼性 
労働者／設備（車両）  
入手可能性 
事業者 
混雑水準 
（道路上などでの）インフラにおける優先 
地方当局 
情報 
安定性／知識、印刷／実況、 
情報 
たいていは地方当局 
快適性 
車両の質、運転手の質 事業者 
交通の環境 地方当局 
システムへのアクセス 
低床バス 事業者 
バス停、インターチェンジ（乗換施設） たいていは地方当局 
＜出所＞Mackie(1999)p.3から引用（一部改変） 
 
 しかしながら、この QP は 2000 年交通法で法制化する以前の 1990 年代半ば頃から、既
に自主的にいくつかの地域で、事業者と公的主体が手を組んで実施されてきたものであっ
た。例えば、DETR(1998)によれば、QP という考え方はその時点で、アバディーン、バー
ミンガム、ブライトン、エディンバラ、イプスイッチ、リーズ、スワンジーといった地域
で先行的に発達してきていたものであり、乗客増に結びついているとしている。またその
なかには、自家用車からの転換者も含まれているとする。 
 また、QP をもってしても当局が要求したサービスの改善を実現するには十分でないこ
とも考えられるとして、QP を補完する形で Quality Contracts(QC)を締結する権限を、国の
認可のもとで地方当局に与えるということも法制化された。すなわち、これは LTA(Local 
Transport Authority)が、特定の地区に対して決めたバスサービス供給について、必要とする
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サービス水準を決定し、競争入札を通じてそのサービスを供給する独占権を特定の事業者
に与えるものであり、QP と同時に 2000年交通法により法制化された。この QC はいわば
ロンドン方式を導入することを可能にするものであるが、大臣の認可も必要であり、法文
の中にも QC が“only practicable way”である時に行われうるという、かなり限定的なもの
と位置づけられている。 
 このように QP と QC はともに、バスサービスの質をハード面、ソフト面で改善するこ
とを目指したものであり、規制緩和によって非常に限定的になっていた地方当局の役割を、
いわば大きくさせることを可能にしたものであるといえる。先にも述べたように QP の方
は既にいくつかの地域で自主的に行われてきたものでありそれを法制化した、という形に
なった。これ以外にも 2000年交通法は、QP の他にも LTA に対して、その地域内、あるい
は複数地域で、バスだけでなく鉄道などの他の交通機関でも利用可能な域内乗車券（joint 
and through ticketing）などの設定を要請し、サービスの質について多面的に地域公共交通
の改善を図ろうとしている。 
 
3.3. QP法制化に至る経過－規制緩和後の状況 
 
3.3.1 政治的な背景－規制緩和から QP設立まで 
 1979年 5月、労働党から政権を奪還した保守党のサッチャー政権は、いわゆる小さな政
府を目指す政策を進めていたが、そのなかで国営企業の民営化にも力を入れていた。これ
に続いて 1990年 11月に発足したメイジャー政権でも、基本的にサッチャー政権の手法が
継続され、自由市場経済主義が貫かれ、そのもとでさらなる国営企業の民営化が進められ
た。このメイジャー政権の中において、注目される政策として PFI（Private Finance Initiative）
が導入された。PFI とは、基本的に公共施設の設計・建設から資金調達、運営管理にいた
るまでのすべてを民間に委ね、政府は施設の利用権やサービスを購入するというものであ
る。民営化では、従来公共部門が有していた公共施設の所有権や運営権をはじめ、すべて
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の権限が民間に移転されるのに対して、PFI は、公共サービスの提供や運営は民間が行う
が、公共サービスの水準内容の設定に関わる権限は公共部門が所有しているという違いが
ある（阪野(2010)p.205）。 
そして 1997 年 5 月、18 年間にわたって続いた保守党政権から一転して労働党が政権を
とることになった。その首相となったブレアは、「新しい社会民主主義」を打ち出し、サッ
チャー政権以来の政策の問題点の修正を目指した。そのなかで PFIについては、PPP（Public 
Private Partnership）へと名称を変えたものの、その基本理念や政策内容を引き継がれるこ
ととなった（同上 p.206）。表 3.3 はこれら政治的背景と、主に域内バスに関する動きをま
とめたものである。 
 
表 3.3 英国における政権、公的部門の主たる政策とバス事業における変化の流れ 
年代 政権（政党） 公的部門に関する政策 域内バスに関する動き 
1979 
1980 
 
 
 
 
1990 
 
 
 
1997 
2000 
サッチャー（保守） 国営企業の民営化を促進 
          
           
 
 
 
 
1980年交通法 
地域（都市）間バスの規制緩和 
1984年バス白書”Buses” 
1985年交通法 
1986年バス事業の規制緩和 
メイジャー（保守） サッチャーの手法を継承 
          PFIの導入 
           
 
 
 
 
ブレア（労働）   サッチャーの手法を一部修
正 
          PFI→PPP として継承 
1998年白書”A New Deal for 
Transport” 
2000年交通法 
 
＜出所＞梅川他(2010)を参考に筆者作成 
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 第二次大戦後の保守党と労働党間の政権交代による交通政策の変化について、正司
(1987)が指摘しているように、労働党は統合による調整、保守党は市場原理を旗印にした
と捉えることも可能であるが、それだけですべてと捉えることは短絡的である。両政党間
に考え方の違いはあったとしても、実際には政権交代のたびに大きな転換が起きることは
時代を経るにつれ減少してきており、その意味では両者の政策は収斂する方向にあったと
している。PFIが PPP として受け継がれたこともその現れであろうし、QP の法制化の議論
においても路線免許の復活や、ロンドン方式への転換がうちだされなかったこともその現
れとみることができる。 
 
3.2.2. 規制緩和後のバス市場の動向 
(ⅰ) コンテスタビリティ市場理論と産業構造 
 バス市場の議論を行ううえでは、いくつかの経済学的理論を確認する必要があるが、こ
こではとりわけ規制緩和の際の議論の焦点となったコンテスタビリティ市場理論について
確認をしておきたい。 
 まず、コンテスタビリティ市場理論についての説明を行うことにする7。今、コンテスタ
ブル市場理論を考えるために、図 3.2を用いることにする。需要曲線を 、限界収入曲線を
  、限界費用曲線を  、平均費用曲線を  とする。この市場において独占企業が生産を
行っているとすると、このときの生産量は  となり、価格は  に設定される。しかしこの
とき、潜在的参入企業が存在する場合を考えると、新規企業は  よりもわずかに低い価格
をつけても既存企業の顧客を奪う事が出来る。このような事態にならないように、既存企
業は参入の余地を作らない価格に設定することになるが、それは、超過利潤は生じないが
赤字も発生しない維持可能な価格となる  となる。従ってコンテスタブル市場のもとでは、
自然独占・寡占状態であっても、新規参入の脅威が存在する事で、政府による介入なしに
効率的な資源配分が行われる。ただし、この理論においては第一に、全ての企業が同一の
                                                        
7 コンテスタブル市場の具体的な議論については水谷(2005)を参照。 
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生産技術を持つ事、第二に、参入退出が自由で障壁が存在しない事、第三に、産業におい
て供給されるサービスの質が同一である事、第四に、完全情報であるといった条件が必要
となる。 
 
 ,     
 
 
           
 
 
 
                          
 
 
            
                                             
     
 
                                                        
                                              
                
 
                                                      
  
 
＜出所＞筆者作成 
図 3.2 コンテスタブル市場の議論 
 
 英国のバス市場における、コンテスタビリティ市場理論の適用可能性については、規制
緩和における議論の焦点の一つになっている。とりわけ規制緩和以後の議論に着目すると、
Mackie et al.(1995)では、交通管理者（the traffic commissioners）に対して、バスサービスを
供給する少なくとも 42日前に登録を行う、いわゆる 42日ルールが障壁となりえること、
さらに埋没費用の存在や新規参入者に対する既存事業者の敏感な反応(42 日ルールの存在
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がこれを可能にする）といった障壁も考えられることなどから、バス市場は不完全なコン
テスタブル市場であると結論づけている。さらに、規制緩和後に域内バスにおけるバス会
社の排他的行動の申し立てを処理した、公正取引庁の調査である OFT(2009)では、その調
査から、バス市場の多くはコンテスタブル市場ではないと結論づけている8。しかし一方で、
Cowie(2012)のように、実証面からバス市場の多くはコンテスタブル市場である事を示して
いるものもある。 
 英国における域内バス事業については、もともと規制緩和以前は国営バス（NBC）や公
営バスによって行われていた。しかし 1985年交通法により、国営バス事業である NBC の
民営化が行われ、NBCは 1988年 4月までに 72 の会社に分割され、主として民営化以前の
経営者、もしくは従業員による共同出資がなされたり、あるいは両者が共同出資を行い設
立された民間事業者に売却されたりした。一方、地方当局所有のバス事業に関しては、民
営化するか否かは地方当局に委ねられたため、引き続き地方当局所有の公有バス事業が部
分的に存在している。 
 実際のバス市場の状況は、House of Commons(1999)によれば、特に NBCの民営化によっ
て生まれたバス会社について、1990年代終わりにはかなりの会社間の合併が進み、小規模
の独立した事業者の市場シェアが 15％しかない一方で、大規模グループ 3 社9の市場シェ
アが 50％以上に上るようになっていた。また近年の調査では、“big five”とも称される大
規模な域内バス事業者の、収入ベースでのシェアが 70％を上回っている状況になっている
（Competition Commission(2011)）。図 3.3は各地域における域内バス事業の市場シェアをみ
たものである。この図からも地域によって状況に差はあるものの、域内バス事業は多くの
地域において、大規模な事業者による市場支配が行われていることがうかがえる。 
                                                        
8 原文では“…bus markets are not contestable.”(OFT(2009)p.60)と記されている。 
9 3社とは、ファーストグループ（23％）、ステージコーチ（16%）、アリバ（14％）を指す。なお、（ ）内は売上げシ
ェアである。なお、1990年の時点では、それぞれファーストグループ（6％）、ステージコーチ（4％）、アリバ（4％）
であった。（寺田(2002)p.101） 
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＜出所＞Competition Commission(2011)Figure2.9 より引用 
注）それぞれの色は、供給シェアが 35％以上の事業者を示す。この条件を満たさず、2 番目の事業者が 20％以上のシ
ェアを持つ場合は、2番目のシェアをもつ事業者は斜線で描かれる。また、3つの事業者が 20％以上のシェアをもつ場
合にはピンク色で描かれる。他の事業者のシェアの 35％未満であり、2ないしは 3つの事業者が 20％未満となるよう
な上記以外の場合は、グレーで描かれる。 
図 3.3 大手事業者の地域別供給シェア 
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バス市場のコンテスタビリティ市場理論の適用可能性についての議論は現在も行われて
いるものの、どちらかと言えば現在までの研究や政府の報告書から、バス市場はコンテス
タブル市場ではないという考えの方が優勢ではあると考えられる。これは実際に各地で
“big five”とも言われる事業者が大きなシェアを占めており、さらに運賃上昇を招いた地
域があることからもうかがえる。しかしながら、バス市場がそれぞれの地域で独占、寡占
化することによって、それぞれの自治体はバス事業者に対して、域内バスサービスに関す
る要求をしやくすくなり、また、互いにバス利用の改善や域内で使える域内乗車券などの
設定も容易となるとこれをとらえることもできるだろう。このような市場構造の中で事業
者と公的主体の QP がいくつかの地域で行われ始めたと考えることも可能である。 
 
(ⅱ) 競争入札制度 
再度の確認になるが、当局が不採算サービスの供給にあたって運行事業者を選ぶ競争入
札には、House of Commons(1999)および松澤(2005)が整理しているように、次の 2つの入札
方式が存在する。一つは、公によって示されたサービス基準を最も安価な費用で供給する
とした事業者に運行（営業）権が与えられるという、費用依拠方式（Gross Cost 方式）で
あり、もう一つは、事業者に収入と費用の差額としての補助金を提示させ、最も低い金額
での入札をした事業者が運行権を得るという、純補助方式である（House of 
Commons(1999)p.13、松澤(2005)p.136）。両者の違いは、後者が収入予想を事業者が行う必
要が発生するのに対して、前者はその必要がない点にある。逆に事業者へのインセンティ
ブといった視点から言えば、前者は費用削減のみで収入（ないし乗客）を増やすことへの
インセンティブはないのに対して、後者は両方存在するということになる。 
 参入規制の完全撤廃の結果、事前想定以上に採算ベースでサービス供給される路線が多
く、補助対象路線となった路線が少なかったということもあるが、入札方式の導入によっ
ても、規制緩和によって、サービス水準を維持しながら補助金を削減するという目的は達
成できることとなった。しかし、House of Commons(1999)は、1990年代後半から入札価格
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が平均して 12％上昇し、非都市地域の 1／5では 20％以上上昇しているという報告を行っ
ている。この入札価格の上昇ということに対して、例えば、国会下院環境交通地域委員会
（the transport sub-committee of the House of Commons Environment, Transport and Regional 
Affairs committee）の調査報告書では、バス会社の所有が集中し、入札を行う事業者が減少
することが原因である、と言う見方をしている。しかし一方で、DETR(1998)は、運転手の
労働者不足と賃金の上昇により、より高い入札額と入札者の減少を招いていると主張する。
さらに、入札価格の上昇とバス会社の集中の関係の有無に関してはこれ以外にも議論があ
り、明確な因果関係を示すことは難しい。 
いずれにせよ、競争入札制度は補助金削減に寄与した点で評価される。しかし一方で、
入札者数が限られるようになって、競争（いわゆる市場への競争）の効果が薄れてきてお
り、結局その制度自体が形骸化することも懸念される。ただこれは価格面での心配であっ
て、サービスの質の確保や向上については、入札プロセスにこのことを妥当に組み込めば
対応できるだろう。もっともサービスの質の評価は実際には容易ではなく、さらに金額面
と総合的に判断することは複雑なタスクである。一方で、少なくとも QP の説明で例示さ
れているサービスの質の要素は、入札であれば資格要件に書けるタイプのものがほとんど
であるといえる。 
 
(ⅲ) 運賃とサービス水準 
先に述べたように、バス市場は全体として独占、あるいは寡占市場になっている傾向が
ある。ここで独占、あるいは寡占市場になることで懸念される問題として、一般的に価格
（運賃）の上昇がある。ロンドン以外の域内バスサービスについて、OFT(2009)は実際に
市場集中度と運賃の間には強い関係が存在し、特に独占状態の市場であれば、複占あるい
は寡占市場よりも運賃水準が 9％高いことを明らかにしている。しかし一方で、寡占市場
の特性を生かして、多数事業者がいる状況では事業者間の調整の困難さから、実現が難し
いとされていた（複数事業者間）域内乗車券（multi-operator ticketing）の導入が容易にな
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るといった側面がある。だがその場合でも、例えばライバルとなる域内に残る小規模事業
者を含めないといった問題、自社内の域内乗車券を安く価格設定する一方で、複数事業者
間の域内乗車券の価格を高く設定するといったことが存在している（White(2010)p.153、
House of Commons Transport Committee(2012)p.29）。なお、ロンドンでは公的主体である
London Regional Transport （現在の Transport for London）が複数の交通機関、事業者間で利
用でき、さらに割引運賃を適用されるトラベルカードを以前から継続して導入しており、
これが輸送人員増加に結びついているとされる（DETR(1998)p.48、松澤(2005)p.130）。 
 これら複数事業者間にまたがる域内乗車券の導入が勧められる一方、1990 年半ば頃から
政策的な特別割引運賃（concessionary fare）が設定されるようになった。これは法定のもの
と、地方自治体が独自に決めたものが存在するが、そのエッセンスとしては高齢者や身体
障害者に対して安い運賃でサービスを提供するというものである。図 3.4 は補助割合をし
めしたものであるが、公的な補助の中でも、この特別割引運賃に対する補填が少なくとも
90 年代後半まではかなり大きな割合を占めている。
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＜出所＞Department for Transport(各年版)Transport Statistics Great Britainより筆者作成 
注）純補助とは入札によって補助金が与えられる、または補助金によって運行されるバス路線に対する補助で、バス事業者に対す
る補助は、Bus Service Operators Grantという中央政府から事業者に対して付与される補助金（推定値）である。 
図 3.4 補助割合（2011/12価格基準） 
 
 次にサービス水準であるが、図 3.5 は、ロンドン、都市圏、非都市圏でみた車両マイル
によるサービス水準の変化を示したものである。1986年の規制緩和以後、都市圏と非都市
圏について大幅な車両マイルの増加がみられるが、これは既に述べたように、ミニバスな
どの新しいサービスの登場や、一部地域で発生した路上競争の影響であると考えられる。
しかし近年では安定もしくは若干の減少がみられる。一方、ロンドンについてはサービス
水準の増加がみられる。ロンドンは競争入札によるフランチャイズ契約でバスの運行がな
されているが、一方でバスに対する補助金も近年のうちにかなり増加している。だが、ロ
ンドンの輸送人員も増加傾向にあるというのも事実である（House of Commons Transport 
Committee(2012)p.21）。 
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＜出所＞同上 
注）2004／05からロンドン以外では計算の手法が変更されている。 
図 3.5 サービス水準（車両マイル）の変化 
 
 サービス水準に関しては、規制緩和の際に路上競争が最も大きな議論となった。路上競
争とは、バス事業者が他の事業者の客を奪うために、相手のバスよりも少し早くバス停に
到着し、出発するようにダイヤなどを設定することであるが、こうすると今度はライバル
側も相手のバスよりも早くバス停を出発するようにダイヤを変更するようになる。結果と
して、お互いに相手よりも先に出発時刻を設定することがくり返されるために、時刻表が
頻繁に変更され、サービスが不安定となり利用者を困惑させることになる。このような競
争は浪費的競争、あるいは、“バス戦争（bus war）”とも言われる。既述のように、1930
年交通法以前にも路上競争が生じ、規制の根拠の一つとなっていたわけであるが、House of 
Commons(1999)によれば、1986年の規制緩和後にも、バスの路上競争が発生したとされて
いる。路上競争が行われている地域においては、複数社運行による本数増の恩恵が実現し
ない上、バスサービスの度重なる変更や、情報提供や事業者間の域内乗車券などへの、各
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事業者の不参加などが問題となっていた（DETR(1998)p.28）。 
 ただ路上競争が生じたとしても、結局は多くの乗客の行動として、バス停にたどり着い
たときに運賃が高くとも最初に来たバスに乗車するという傾向があり、運賃体系も横並び
に落ち着くという結果になった（清水(2001)p.52）。この結果は消費者が一般化費用の点で、
バス停の待ち時間の方が、車中時間よりも不効用が高いための結果と捉えることもできる
（White(2010)p.153）。 
 路上競争によって時刻表が頻繁に変更され、バスサービスが不安定となることが問題視
されていたことは、5分以内のダイヤ変更は登録を要しないことになっていた、いわゆる 5
分ルールの見直しが議論されていたことからもうかがえる。路上競争についてはさほど熾
烈なものに至らず、近年は安定した傾向にあるとされるが、公的主体の介入あるいは規制
が不在の自由競争下では経験的にも路上競争が、特に需要が多く見込まれる路線において
発生する可能性はある。この路上競争の解決方法としては、事業者間の自主的な協定、あ
るいは地方当局等公的主体の介入による事業者間の調整、さらには公的主体による規制の
復活等が考えられるが、QP の発想は、1985 年法以前の路線免許の体制に戻ろうとしてい
るものでないことは明らかである。実際、2000 年交通法において、QP 自体に、公的主体
が事業者に対して頻度を含めるものではないと明記されている。すなわち、本数増は補助
金入札を通じて行うべきものとされているわけで、これは採算ベースで事業が行われてい
る路線について、QP を通じてそのサービスの質を向上させるという手立てを地方当局に
認めたものの、あくまでサービス提供の判断は事業者側にあるという原則を崩していない
ことの政府における証左である。なお、表 3.4 は以上の規制緩和後の議論についてまとめ
たものである。 
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表 3.4 規制緩和後の状況のまとめ 
焦点  10 年後  20 年後（近年）  
競争  
・バス市場は不完全なコンテスタブル市場
である  
→参入障壁（42 日ルールの存在）や埋没費用（従業
員獲得・訓練、マーケティングなど）の存在など
（Mackie et al.(1995)）  
・入札競争の有効性  
バス市場の多くはコンテスタブル市場で
はない  
→1 社独占地域では運賃が他の地域より高い
（OFT(2009)）  
‘big five’バス事業者（Arriva, First, Go-Ahead, National 
Express, Stagecoach）の存在 と、地方都市圏での営利
ベースによる運行率の低下 
→多くの地域で独占的に運営 
(House of Commons(2010))  
乗客  
・運賃は 20％増加（運営費↓、内部補助な
しにもかかわらず）  
・サービス水準は台キロで 20％増加  
→ミニバスの効果、参入阻止行動（既存事業者が利潤
余地を残すことを避け、頻度とネットワークを増加）、
路上競争の発生（Mackie et al.(1995)）  
・2000年交通法で公的主体と事業者による
Quality Partnershipsの法制化、自主的なパー
トナーシップの存在  
→バスのサービスの質や水準を向上させる  
・2008 年交通法から、Quality Partnerships
の中に、頻度などのサービス水準と運賃上
限などを公的主体が要求として含めるの
を可能にした。  
サ ー ビ ス
の安定性  
（ロンドン以外で）“バス戦争（路上競争）” 
で大混乱（特に時刻表の頻繁な変更）
（House of Commons(1999)）  
独占化、寡占化による経営の安定化とサー
ビス供給ので安定化（松澤(2005)）  
サ ー ビ ス
の統合  
ロンドン：トラベルカードの継続 
ロンドン以外：他のバス事業者や鉄道など
との域内乗車券の購入は困難（House of 
Commons(1999)）  
DETR(1998)にて、鉄道などを含め、乗車券、
乗り換えや情報などあらゆる面での統合
を要求  
乗 車 券 や
情 報 に つ
い て の 統
合  
ロンドン：トラベルカードの継続  
ロンドン以外：（特定の事業者のみの）ト
ラベルカードの導入  
PTE地域の多くではトラベルカードや複数
機関域内乗車券（multi-modal tickets）は存
続 （House of Commons(1999)） 
2000年交通法において、域内をカバーする
バス事業者間あるいはモード間で使える
域内乗車券などを、公的主体が事業者に対
して要求できるようにした。  
＜出所＞Pickup et al.(1991) p.42 FIGURE 3.3をもとに筆者作成 
 
(ⅳ) 自動車との競争 
先に述べたように、英国においては 1950年代からモータリゼーションが急速に進み、そ
れに伴いバスの輸送人員も減少を続けてきた。図 3.6 は人キロで見た手段別の輸送シェア
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である。規制緩和が行われた後の 1990年代をみると、輸送人員の減少傾向には歯止めがか
かったようにみえるものの、図 3.7 に示したように、路線免許を廃止しなかったロンドン
地域以外では、輸送人員が増加するようになったわけではない10。一方、自動車の輸送シ
ェアの増加傾向そのもの頭打ちとなっているものの、依然として 80％以上の高いシェアの
ままであることがわかる。 
 
 
＜出所＞Department for Transport(各年版)Transport Statistics Great Britainより筆者作成 
注）バス全体とは、都市間バスサービスと域内バスサービスを含めたものである。 
図 3.6 英国におけるバスの全輸送手段シェア（人キロ）（図 1.4再掲） 
 
                                                        
10 ロンドンを含む東南部地域では、1990年代半ばから好況によるトリップ需要自体の増加の影響（松澤(2005)）も考
えられる点に注意する必要がある。さらに、大都市圏であるロンドンエリアでは、世界の大都市が共通してそうであ
るように、自家用車に対する公共交通機関の競争力が相対的に高いことも影響していることも考えられる。 
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＜出所＞同上 
図 3.7 英国における域内バス輸送人員の変化 
 
 このことからも英国の域内バスにおいて、バス輸送の競争相手として、主たるものは自
家用自動車ということができよう11。英国では、1990 年前後から持続可能な交通として混
雑問題や環境問題などを含めて、モータリゼーションの進展に起因する各種問題の対策の
中心として、道路建設を前提とする議論から、自動車利用から公共交通の利用を進めるこ
とをより重視する、といった議論の方向転換がみられていた12。実際に政府政策提案文書
である DETR(1998)も、これらの議論をふまえながら、増加し続ける自動車保有率に歯止
めをかけ、混雑による経済的損失を是正し、また環境の面で大気汚染を減少させるべく、
自動車の交通量に追随した道路整備に対して投資を行うということから脱却し、（公的部門
と民間部門のパートナーシップによって）公共交通に対するサービスの改善に投資を行う、
ということを新たな交通政策の柱としていた。 
域内バスが自動車との競争に勝つためには、サービスの質の改善を図り、自動車からの
                                                        
11 手段間における競争的な関係については“競合”という言葉も利用される。この意味で、本章での競争という言葉の
使い方は若干違っていることに注意されたい。 
12 例えば、Goodwin et al.(1991)は持続可能な交通について様々な観点から議論がなされ、政策転換の必要性を説得的に
論議した先駆的研究(報告書)である。 
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転移を図らねばならない。そのため、QP という形で、例えば公的主体がバス専用レーン
や交差点においてバスを優先させるような、自動車に対して優位を持った設備を設ける一
方、誰もが利用できるように、低床のバス車両などの導入を求めるといった形の施策を推
進することは、バスの輸送人員増加に対して、一定の効果があると考えられる。さらに採
算ベースで互いに競争している事業者間にも QP を取り交わす議論の中で、真の競争相手
は同業他社ではなく自家用車で、そのためには公共交通が互いに連携することが重要であ
ることに、関係者が合意することも、政策的には重要な意義を持っているといえるだろう。 
 
3.4. QPに至る経過についての考察 
 
 以上の議論から QP、そして QC が 2000年交通法で法制化された経過についての考察を
行うことにする。 
 まず、バス市場の議論を行ううえでは、バス事業における規模の経済性、そして、コン
テスタビリティ市場理論の議論を確認しておく必要がある。バス事業における規模の経済
性の議論は、規制緩和における議論の焦点の一つであり、これに関しても多くの議論がな
されていた。コンテスタブル市場においての十分条件は自然独占であり、そして、自然独
占の十分条件として規模の経済性がある。 
バス事業における規模の経済性の有無に関しては、規模の経済性が存在しないとする実
証研究もある一方、Berechman(1993)では、輸送人員（passenger-trip）などの産出を消費あ
るいは需要を含めた変数で分析した場合には、規模の経済性が存在する、という結論がな
されている。 
 一方、コンテスタビリティ市場理論の適用可能性について議論を行ったが、バス市場は
不完全なコンテスタブル市場である、コンテスタブル市場の理論は適用されない、といっ
た議論を確認してきた。 
コンテスタブル市場でないということは通常の独占、寡占市場理論があてはめられる事
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になるだろう。一方で競争入札制度はうまく機能してはいるものの、入札する事業者が限
られており全体として落札価格が上昇すると言う問題も発生している。 
 さらに運賃の面では、利用者の便益を高める事業者間、手段間の域内乗車券に加え、特
に特別割引運賃などの制度は民間主体では成り立ちにくいもので、後者では公的主体から
の補助金が必要となってくるだろう。したがって、何らかの形で公的主体が民間事業者と
手を結ぶ必要性が生まれてくると考えられる。 
 規制緩和と同時に、国営バス(NBC)は分割して民営化されたわけであるが、1990 年代終
わりには、かなりのバス会社間の合併が進み、大規模グループ 3社の市場シェアが 50％以
上に上るようになっていた。また、地域によって状況に差はあるものの、域内バス事業は
多くの地域において独占的、あるいは寡占的になる傾向がある、という議論を行った。 
 独占、あるいは寡占市場になることで懸念される問題として、一般的に価格（運賃）の
上昇がある。OFT(2009)は、実際に市場集中度と運賃の間には強い関係が存在し、特に独
占状態の市場であれば、複占あるいは寡占市場よりも運賃水準が 9％高いことを明らかに
している。さらに、寡占市場の特性を生かして、多数事業者がいる状況では事業者間の調
整の困難さから実現が難しいとされていた複数事業者間共通乗車券（multi-operator 
ticketing）の導入が容易になるといった側面がある一方で、その場合でも例えばライバルと
なる域内に残る小規模事業者を含めないといった問題が存在することを指摘している。 
これらにより域内バス事業に関しては、経験的に自由放任の競争市場に任せていただけで
はサービス水準、運賃、情報提供など、様々な面において問題が発生し、バスサービスが
不安定になったという側面が浮き彫りになってきたということができる。 
また、規制緩和をする事によってその目的の 1つであった自動車からの転移、すなわち、
自動車との競争では勝る事ができたとはいえない状況である。これは自動車が、規制緩和
後も輸送手段シェアでみたときに、ほぼ 80%を保ち続けていることからいえる。1998年白
書でもこの点が重点的に挙げられているが、QP を取り交わす中で、真の競争相手は同業
他社ではなく自家用車であり、そのためには公共交通が互いに連携することが重要である
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と関係者が合意することも、政策的には重要な意義があると考えられる。 
QP はこれらのことを背景としたうえで、バスサービスを地方当局（公的主体）と事業
者がパートナーとなってハード面・ソフト面からそのサービス改善を目的として互いに連
携しようとするものである。しかしここで注意しなければならないのは、QP が自治体に
対して導入することが義務づけられたわけではない点である。むしろ、QP は法律で定め
られる前から公的主体と各民営事業者の間で自主的なパートナーシップとして存在してき
たものであり、2000 年交通法での制定後、多くの研究や政府報告書などで法制 QP と自主
的な QP と明確に区別がなされている。また当局は、サービスの質に関する基準をクリア
した事業者であれば、当局が準備した各種施設等を差別なく使える枠組である。このよう
に、規制緩和によって生じた問題を解決することを意図したものとはいえ、QP の導入は、
路線免許を廃止するといった、大胆な規制緩和を行った 1985年法の基本的考え方を変更す
るものではない。自由競争により生じた問題点の解決を意図して、当局の関与を高める手
法として、路線免許制の再導入とまでいかなくても、QC への全面移行といった形で、85
年法で例外的に扱われたロンドン地域における体制に移行するという提案もありえたわけ
であるが、そのような提案がおこなわれたわけでもなかった点に、注意する必要があるだ
ろう。 
 
3.5. おわりに 
 
 本章では、1990 年代に入っていくつかの地域で導入されるようになった QP と、QP を
いわば強化したものである QCが、2000年交通法によって法律の制度として設けられた背
景について考察を行ってきた。最初に QP と QC の定義を、2000年交通法を参考にしなが
ら行い、公的主体と事業者の役割分担についても説明した。そのうえで、具体的に政治的
背景として、QP の法制化が労働党政権のもとで行われたことについて述べた。さらに、
市場の動向について議論を行った。市場の動向としては、コンテスタビリティ市場理論と
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産業構造、競争入札制度、運賃とサービス水準、自動車との競争という点に着目して考察
を行った。結論的には、自由競争に任せていただけでは様々な問題が発生し、そのデメリ
ットを QP によって克服するというものであると考えられるが、規制緩和後のパラダイム
の変化を行うものではない、といえる。 
さて、ここで日本のバス事業について考えることにする。日本においても 2002年に乗合
バス事業に対して、事業参入についての免許制から許可制への移行、そして、路線などの
事業計画の認可制を柱とした規制緩和が行われた。元々採算制パラダイムを原則として公
共交通サービスが整備・維持されてきたわが国においても、近年、サービス供給の維持な
いしは計画を、公的主体が関与して行うことの重要性が認識され、実際に、非常に限定的
な形ではあるが導入されてきている。そのなかで、地方公共団体、事業者、関係諸機関（道
路交通管理者等）さらには NPO法人や住民、学識経験者等専門家などからなる「協議会」
が、事実上、このようなパートナーシップの実現に向けての役割を果たしはじめていると
見なすことができるかもしれない。 
 英国の QP は、主として公的主体からのハード的な面の提供をベースにした民営事業者
とのパートナーシップを、法的に位置づけたものである。これに対して、わが国では例え
ば駅前広場整備・活用といった公共側が、積極的関与してサービスの質改善にイニシアテ
ィブをとった例はあるもののまだ限定的である。協議会についても、いわゆるコミュニテ
ィバスの導入といったニッチ的なサービス導入については、それなりの事例が報告されつ
つあるものの、地域公共交通全体からみれば非常に限定的な位置づけにとどまっている13。
財政制約等から市バスを廃止した自治体が、これを引き継ぐ意向を持つ民間バス業者とサ
ービス水準の維持・向上に向けて話しあうといった事例も報告されているが、需給調整規
制がなくなった現在の制度環境では、これはあくまでも自主的な話し合いに過ぎない14。
                                                        
13 タイプの違ったユニークな組織として、阪神地域えきバスまっぷ(平成 24年 3月に第 6版が発行予定)の発行で有名
な、阪神都市圏公共交通利用促進会議がある。同会議ではもともと国の補助金を活用して公共交通の利用促進に関し
て特に情報提供の面から各種の施策を実現してきたところだが、現在は、会議参加各機関（自治体、交通事業等）が、
自らが配布するまっぷを購入するといったかたちで、発行経費をまかなうシステムを構築している。 
14 例えば明石市はその市バス廃止にあたって、路線を 3グループに分け「移譲先」を公募し、結果的に、地域で乗合
バスを運行していた神姫バスおよび山電バスの 2社がうけつぐこととなった。その後３者の話し合いも経て、市バス
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今後日本においても、バスをはじめとする路面公共交通に関して、公が主体的となり異な
る事業者あるいは異なる市町村などを含めて、ハード面に加えてソフトの面から公共交通
政策やその計画について事業者と共同し議論を行い、利用者の便益をより高める必要があ
ると考えられる。参入規制が緩和された中で、このような話し合いの場を作り、地域とし
て整合的な政策を実現していくことができる制度的基盤づくりが急がれる。 
 最後に、2000 年交通法で制定された法定 QP と、自主的な QP、また、QC については、
その後自主的な QP は多くの例が挙げられているものの、法定 QP はわずかであり、QC は
2012 年時点で導入事例が一つもない状況である（House of Commons Transport 
Committee(2012)p.25）。その理由としては手続き上における煩わしさ、そして制約が多いこ
となどが挙げられる（White(2010)p.154、House of Commons Transport Committee(2012)p.25）。
これらについては、そもそも QP が地方自治体と民営事業者の自主的なパートナーシップ
に由来することにも注意しなければならないだろう。一方で、各地域で補助金の増加がか
なりみられるようになり、この 10年の変化のうちで公の役割が大きくなっているといえる
であろう。これらの現状をふまえ、規制という枠組みを超えた公の役割について、様々な
視点から考えていく事が次の研究課題となる。 
                                                                                                                                                                  
時代より本数増、運行時間帯の延長、さらに新路線の開設といった形の成果が得られるかたちで、2012年 3月から
新しい体制に移行した。駅前広場のバスターミナル利用問題を別にすれば、市側に民間バス会社に交渉の場につくこ
とを誘導する手段は事実上ほとんどなく、そもそも「移譲先の選定」という概念自体が成立しない制度上の制約の中
で、このことが達成できたのは関係者の努力のたまものではあるが、制度的基盤は非常に弱いことは否定できない。 
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第 4章 域内バス事業における QP政策： 
オックスフォードを例として 
 
 
4.1. はじめに 
 
1986年に路線免許を廃止するといった、大胆な域内バス1規制緩和が行われた英国だが、
規制緩和後もロンドンを除く域内バス事業は、全国的に輸送人員の減少の一途をたどって
きている。そのような中、1990年代後半から一部地域において、公的主体とバス事業者が
パートナーシップ協定を結び、域内バスの利用の増加につなげようとする Quality 
Partnership(QP)が自主的に導入されてきている。この QP は、1998 年に発行された白書で
ある A New Deal for Transport: Better for Everyone（DETR, 1998）において、導入していた地
域でバスの利用者の増加がみられたとして注目され、さらに 2000年交通法（Transport Act 
2000）において法制化されて、法律上の制度としても設けられることになった。このとき、
同時に QP をより強化する形で、事業者に特定のルートや域内等で独占的運行を認める
QC(Quality Contract)も制度として設けられた。 
ここで QP に関する先行研究を確認すると、海外では、事例研究として、グレーターマ
ンチェスターのケースを扱った Davison and Knowles(2006)、ウィンチェスターのケースを
扱ったWall and McDonald(2007)がある。一方、日本においても、QP の成立過程や現状等
の研究として、寺田(1999, 2000a, 2000b, 2001)、田邊・加藤(2000)、清水(2001)、鶴指・正司
(2012)、事例研究として、プリマス市とコンフォール県を扱った寺田(2004)がある。主に英
国の交通コンサルタントである TASから発行された報告書は、これ以外にも存在するもの
                                                        
 本章は鶴指(2014)の内容に加筆・修正を加えたものである。なお、執筆にあたって、実際に現地調査を行わせてくだ
さった正司健一教授（神戸大学）、さらに、多忙の中、ヒアリング調査に協力してくださり、有益な情報をくださっ
たオックスフォード県（Oxford County Council）の David Taylor氏にはこの場を借りて深く感謝する。 
1 英国において域内バスサービス（local service）とは、直線距離で停留所間の最低距離が 15マイル未満であるものを
指す（1985年交通法）。同法では都市間輸送を担う急行バス(express service)については明記が無いが、域内バスサー
ビス以外として、同直線距離で 15マイル以上のものと考える。解釈を加えるとすると、域内バスはある一定の地域
内でバスサービスの供給を目的とし、急行バスとは、主に都市あるいは地域間のサービスを供給することを目的とし
ている、と定義することができよう。この定義については、山本・森田・蛯谷(2012)が詳しい。 
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の、学術ベースで入手可能なものの先行研究が多いとは言えない。したがって、実際に地
域単位においてどのような背景のもと、どのような政策が具体的になされているかと言う
点について、研究の蓄積が十分であるとは言えないであろう。 
 このようなもとで、本章では具体的にオックスフォード市とその周辺部のケースについ
て、オックスフォード県の担当者に対するヒアリングをはじめとして、現地調査や、その
際に入手した資料などをもとに議論を行う。 
本章の構成は次の通りである。4.2では、QP が行われているオックスフォード市とその
周辺の概況について述べる。オックスフォード市の人口、歴史、地理的側面について簡単
に確認を行う。4.3では、オックスフォード市を中心として行われてきた交通政策について
確認を行う。先行研究や報告書などから、既に 1970年代前半より体系的な交通政策が行わ
れたことが確認されるが、特に公的主体とバス事業者の関係に着目しながら議論を行う。
4.4 では、オックスフォード市を中心としたバス事業の現況について確認をする。1986 年
にはバスの規制緩和が行われ、今まで 1社独占であったが、新規参入がみられた。そして
現在は 2社の複占状態である。これについて確認する。そしてこれまで確認した背景をふ
まえながら、4.5ではオックスフォードで行われている QP について議論をする。オックス
フォードは 2000年で QP が法制化された後も、自主的な QP を続けてきている。具体的に
QP 協定文章を示しながら公的主体と事業者がどのような役割分担を持っているかに注目
する。最後に、以上の議論をふまえて QP についての考察を行い、日本において QP の政
策の適用可能性について考えることにする。 
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4.2. オックスフォード市とその周辺の概況 
 
オックスフォードは2、ロンドンの北西の約 100 キロに位置し、オックスフォードシャー
県(Oxfordshire)の県庁所在地である。オックスフォード市の人口は、2011年現在 15万人ほ
どであり、その 5分の 1に当たる約 3万人はオックスフォード大学等に通う学生である。
また、鉄道やバス路線もロンドンへとつながり、ロンドンへの通勤も可能となっている。
テムズ川をはじめとしていくつかの川が中心部の周りを流れており、中心部と郊外を結ぶ
東西南北に延びる道路を使う自動車交通にとっては、橋がボトルネックになっている。中
心部は古都として城跡や教会をはじめとする文化施設が存在するため、大学都市だけでな
く観光都市という顔も持っており、一方で道路の拡張や駐車場の増設が困難である特徴が
あげられる。また、小売店や飲食店など様々な商業施設も集積しているため、特に土曜日
には周辺の地域からの買い物客が多く、商業都市としての顔も持っている。 
ここで近郊に目を移すと、大学のキャンパスと住宅地が広がり、大病院もいくつか存在
する。住宅地の中には、日本の商店街のような商業集積(high street)が存在し、ちょっとし
た買い物や外食をすることができる。これら住宅地から中心部に至るバスルートについて
は、利用者が多いため、バスの頻度も非常に高い。そしてこれらの中心部と郊外の住宅地、
病院などを囲むように環状道路(道路番号：A34, A40, A4142, A423)があり、これは市域の境
界とほぼ一致する。また、この環状道路に沿ってほぼ東西南北方向に 5ヶ所のパークアン
ドライド施設が存在する。そこからパークアンドライドに自動車を駐車して市中心部を結
ぶ専用バスに乗り換えることによっても、市中心部にアクセスすることもできる。 
その環状道路沿いの、中心部からみて南東には大規模な自動車工場が存在する。この工
場は自転車から自動車へ生産品目を転換したものだが、郊外であるがゆえに従業員の急増
に市街地の住宅のみでは対応しきれず、市域外からの自動車通勤が一般化した(Parkhurst 
                                                        
2 以下、本章におけるオックスフォードの概要については、オックスフォード市ホームページに依拠するところが大き
い。 
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and Dudley (2004)p.4)。また自動車工場であるゆえ、従業員の間に自動車が普及しやすか
ったことも自動車の保有と利用の増加に拍車をかけたと推測できる。さらに、環状道路沿
いにはいくつかの大規模な駐車場を備えたショッピングセンターが存在し、日本でいわれ
るような郊外型店舗も点在している。 
オックスフォードは人口約 15万人であることから、日本の都市と比較すると小規模な部
類に属するが、大学や自動車工場の存在、中心部の商業施設の存在から、市内外から多く
の人々が通勤・通学し、さらには、観光や買い物目的でも多く人たちが訪れる。具体的に
市内における行動について、通勤目的で利用する交通手段のうち、34％が徒歩または自転
車、32％が自動車、そして 19％が公共交通となっている。比較するうえでは注意しなけれ
ばならないものの、英国全体での交通手段シェアで自動車が 80％以上を占めていると考え
れば、この自動車の割合は比較的小さく、公共交通の割合は比較的高いと言えよう。 
 
4.3. オックスフォード市を中心とする交通政策 
 
 オックスフォードでは 1998年の QP 実施以前より、いくつかの柱となる交通政策を実施
してきた経緯があり、主たるものについて簡単に説明を行うことにする。 
1950年代に既にモータリゼーションが始まった英国においては、いわゆる「ブキャナン
レポート」をもとに、各都市の中心部の周りに外周道路を建設することで、増加する自動
車交通に応えようとしていた。オックスフォードにおいても、他の都市と同様に、市中心
部を避けるような道路計画が持ち上がった。しかしながら、この道路計画は、市郊外に存
在する自動車工場の労働者と大学関係者などの、建設予定地となった居住地域の住民の反
対（Parkhurst and Dudley(2004)pp.4-5）、大学に隣接する風致地区を横切ることに対する特に
大学関係者からの反対の、主に 2つの理由から建設が進まなかった。最終的に国の財政的
な問題から、道路建設計画は頓挫した（Starkie(1982)（日本語訳）p.103）。 
 他方同時期に、国全体では、労働党政権のもとで 1968年交通法（Transport Act 1968）が
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成立した。この法律は乗合バス事業に対する中央政府からの補助を拡充した法律でもある
が、同時に都市交通問題解決のために旅客輸送地域の指定を行った法律でもあり、都市交
通の計画・運営の統合、交通計画と都市計画・地域計画等との整合性を図ること、従来の
行政区域を越える都市生活の広域化への対応、地域交通に対する中央政府の過度の介入の
排除などを目的とするものであった（正司(1987)）。 
これらの制度変更のもと、オックスフォードでは 1972 年に制定された、“Balanced 
Transport Policy(BTP)”と名付けられた公共交通主体の交通政策が樹立され、実行に移され
た。その目標としては、中心部への自家用車の流入を防ぎ、バスなどの公共交通の利用を
促し、同時に、自転車利用者や歩行者にも配慮することがおかれた。このための施策とし
て、バスレーンの設置、市中心部の公営駐車場の料金値上げ、路上駐車の制限、パークア
ンドライドの設置が行われた。 
 この BTPを引き継ぎ、さらに発展した“Oxford Transport Strategy(OTS)”が、1993年から
行われるようになった。その具体的な施策としては、バスの優先と信頼性の改善、パーク
アンドライドの収容量増加、市中心部の駐車場拡張禁止、市中心部での長時間駐車に対す
る高い課金などがあり、バスを主とした公共交通に対するさらなる優位性確保と、利用促
進の施策がなされることになった。1990 年代前半は、規制緩和、民営化直後であること、
さらに、世界的に環境問題に対する意識が広がり始めた時代であることに注意する必要も
あるだろう。 
 このようにオックスフォードでは、モータリゼーションの進展によって自動車利用が増
える中、中心部の地理的、歴史的制約から、道路拡張や駐車場設置をして増加する自動車
交通に対応をするのではなく、自動車からバス利用への転移による交通政策の方向性が、
既に 1970年代はじめから行われてきたことがわかる。 
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4.4. オックスフォード市を中心としたバス事業の現況 
 
 さて、ここでオックスフォード市周辺の域内バス市場について確認しておくことにする。
2013年現在、オックスフォード市において域内バスの運行を行うのは、Oxford Bus Company 
と Stagecoach in Oxford のほぼ 2社であり、複占市場となっている。いずれも英国で主要な
シェアを占める民間企業で、大規模バス事業者の子会社である。 
 まず前者の Oxford Bus Companyは、元々City of Oxford Motor Services（COMS）という民
営事業者であったが、1968年に National Bus Company（NBC）に売却されたことで、国営
バス会社の子会社となった。その当時、同社が市内のバスについて運行を独占的に行って
いた。そして 1986 年の規制緩和時に民営化され、1994 年には大規模バス事業者である
Go-Ahead Groupに売却され、英国の民間大規模事業者のグループの一員となった。 
 一方、後者の Stagecoach in Oxford は規制緩和後に、オックスフォードの域内バスに参入
してきた Thames Transitを前身とする。同社は COMS の元経営者が設立をし、従来のバス
よりもキャパシティが小さいミニバスの運行に特徴を持っていたが、1997 年には
Stagecoach Holdingに売却されたことで、同様に民間大規模事業者グループの一員となった。 
 この 2社については、規制緩和後から 1990年代半ば頃まで、市中心部に向かうルートに
おいて、運賃や時刻表による厳しい競争を行っていたことで有名である。オックスフォー
ドは市中心部からみて市境界付近に東西南北方向に住宅地が存在しており、そこから中心
部に向かうルートは利用者数が多い。また、競争が落ち着いてからも 2社の高いサービス
水準が続いて、市中心部の道路はバスで混雑する状況が発生し、このためにバスの排出ガ
スも問題視されるようにもなった。このような、バスで混雑する状況の改善について検討
され、交通政策において盛り込まれることになった3。なお、2013 年現在、オックスフォ
ード市におけるバス路線のうち 98％、県全体でも 90％が営利的に運行されている4。この
                                                        
3 これらの点について Parkhurst and Dudley(2004)や White(2010)が詳しく議論を行っている。 
4 オックスフォード県（Oxford County Council）の David Taylor 氏へのヒアリングによる（2013 年 9月 20日実施）。 
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ような状況から、オックスフォードのバス利用率が高いこと、同時に、採算性も高いこと
がうかがえる。しかしそれゆえに中心部においてバスが逆に問題視されることになった、
ということも事実である。 
 
4.5. オックスフォードにおける QP 
 
 既にみてきたとおり、1970年代から公共交通主体の交通政策が行われてきたオックスフ
ォードであるが、公式的に QP が行われるようになったのは 1998 年である5。この QP は
OTS の重要なパーツとして位置づけられ、公的主体では Oxford City Council と Oxford 
County Council、事業者では Stagecoach Oxford と Oxford Bus Company の間で署名された6。 
 オックスフォードでは、これに引き続き 2006年に QP の合意が交わされ、現在に至って
いる。以下では現行の QP 協定であるこれについて詳しく紹介する。この QP は、County 
Council発行の「域内交通計画」中の、「バス戦略」において位置づけされている7。これら
は、2000年交通法において域内交通当局に要求された交通に対するスキームである。しか
しオックスフォードの QP については、法制の QPではなく、自主的な QP として行われて
いる8。 
オックスフォードの QP 協定文章の冒頭には、サービスのヒエラルキーとして、①高い
質のインフラをもち、多頻度（turn up and go）で補助金無しで運行されている、“Premium 
Routes”、②営利的または補助金によって運行されている、“Hourly Services”、③主要なル
ート以外の、過疎地等で運行される、“Local Services”、の 3つを区分した後、QP では①の
                                                        
5 Oxford County Council発行の「バス戦略」によれば、BTPが行われ始めた時から、当時の主要のバス事業者と QPが
非公式に行われ始めた、とされる。さらに、Oxford County Council(2003)では、1990年代初めに、オックスフォード
Bus and Coach Council（現 Confederation of Passenger Transport）後援の、Buses Mean Business Initiativeに QPの起源を
遡ることができる、としている。 
6 Oxford County Council(2003)による。当時オックスフォード市に乗り入れるバス事業者は全部で 16存在したが、うち
この 2社はバスマイルで 90％のシェアを持っていたとされる。 
7 QP署名文書と同様の内容が、Oxford County Council HP Bus strategies, 
(www.oxfordshire.gov.uk/cms/content/bus-strategies)より入手可能である。 
8 ヒアリングの結果 QPと同時に、4つのコリドールにおいて Qualifying Agreement も行われていることがわかったが、
これについては今後の研究課題としたい。法制 QPに則らないことに関する理由については、Oxford County 
Council(2003)において、自主的なパートナーシップから法制の QPへの変更することによる利益が明らかで無く、特
に法制の QPはサービスの頻度やタイミングの基準を規定できない点に注目している。 
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“Premium Routes”を対象にして同意を行うとしている。 
 表 4.1 は、1998 年に行われた QP の合意、表 4.2 は、2006 年に再度行われた QP の同意
を、示したものである。 
1998 年合意のもとの 2006 年合意の QP の内容と比較すると、公的主体の役割としては、
2006年合意において、多頻度で補助金無しで運行されている、“Premium Routes”を対象に
する旨がここでも明記されていることがわかる。さらに、パークアンドライドの内容も追
加されている。一方で、バス事業者の役割として低床車、環境に配慮したエンジンを搭載
した車両の導入が明示されなくなっている。1998年からの 8年ほどの経過のうちで、この
面での質は既に改善されたと考えられる。また、両者の役割としてバスの定時性や遅れに
ついての相互の協調が追加されている点も注目される。 
その他の点では、全体を通じて、公的主体の役割として、走行環境の改善、停留所の改
善、一方で、民営事業者の役割として、車両の質、運転手の質についての、主たる関心が
ハード面やサービスの質の面などが扱われている方向性に変化はなく、さらなる質の改善
を目指しているといえる。2006年合意についてはより細かな合意がなされていることが確
認できる。 
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表 4.1 オックスフォードにおける QPの主体別の役割(1998年合意) 
主  体 内  容 
地方当局 ・ City Centre Code of Conduct の遵守 
・ バス停の場所に関する同意と計画 
・ 中心部における主要なバス停での高品質なシェルター設置 
・ バスとバス停における高い質の情報提供装置の設置 
・ 長期的な目標としてリアルタイム情報への投資 
・ 提示されたバスルートの変更に対応 
・ 中心地での工事はバスの運行への影響を最小限にさせる 
・ 駐車制限の強化 
・ SCOOTによる信号のコントロール 
バス事業者 ・ City Centre Code of Conduct の遵守 
・ バス停の場所に関する同意と計画 
・ 指定された途中下車地点の合意 
・ SCOOTのバスへの適応 
・ 中心地に至るルートへの低床車導入に関する投資 
・ エンジンのタイプの規定（EuroⅡへの適合割合） 
・ OTS の結果需要にあったキャパシティの供給 
・ 相互利用可能なバス乗車券の導入 
・ バス降車運賃収受（または事前購入）を多くする 
・ バスとバス停における高い質の情報提供装置の設置 
・ 長期的な目標としてリアルタイム情報への投資 
・ 提示されたバスルートの変更に対応 
・ 運転手の訓練 
 
 
＜出所＞Oxford County Council(2003)より筆者作成 
注）なお、表中の City Centre Code of Conductとは County Councilによって行われているもう一つのパートナーシ
ップで、市中心部における環境の改善、歴史的基盤の維持を行うものである。 
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表 4.2 オックスフォードにおける QPの主体別の役割(2006年合意) 
主  体 内  容 
County Council ・ “Premium Routes”の特定の場所における、交通問題へ取り組む包
括的な戦略の設立、維持 
・ トリップ時間の改善と、ばらつきの削減（駐車や荷下ろし制限、
バス優先） 
・ バスレーンへのカメラ導入 
・ バス停、シェルター設備、レイアウトの改修と、バス停駐車禁止の導入 
・ 多頻度ではないところで、事業者に対する呼び水的な収入支援 
・ パークアンドライドの魅力増加、拡張 
・ 「バス戦略」に基づく、内部的な手続きと組織を運営 
・ 交差点、横断歩道等の運用の再検討、効果的なバス優先の導入 
・ バスの遅れ削減、定時性改善のための路上監視員配置 
バス事業者 ・ バス運転手の法令遵守 
・ 運転手の障がい者への配慮、顧客ケアの訓練 
・ 車両水準の上昇 
・ 情報水準への適合 
・ 需要増加の時などに応じた、適切な乗客キャパシティの供給 
・ 時刻表変更日の制限 
・ 特定の停留所における停車時間を短くする 
・ 同意した頻度と一定の間隔ごとの頻度で、定時性をもって運行す
るサービスを確実にすること 
・ 乗客の定期的な情報の、County Council への提供 
・ 法律の許す限りにおいて、多頻度のコリドールにおける協調 
・ 場合により、サービス間の乗換を促進するため鉄道事業者とも協力する 
County Councilと 
バス事業者 
（両者） 
・ 乗車券協定の魅力改善、バス乗車のスピードアップの手法導入 
・ それぞれのコリドールで、旅行時間、旅行時間のばらつき、定時
性を焦点に置く 
・ 乗客に焦点を置く 
・ リアルタイム情報の運営と拡張 
・ 主要な目的地へのアクセシビリティの維持、停留所へのサービス
配分、混雑と大気汚染削減、道路の安全性を保証 
 
 
＜出所＞Core Partnership Agreement-For the Development of Quality Bus Services in Oxfordshireより筆者作成 
 
89 
 
 ここでWhite(2010)を参照しながら、これらのQP合意についての考察を加えるとすると、
定時性という点が 2006年合意でみられるようになり、さらに、強調されていると考えられ
る。オックスフォードは既に論じたように地理的、歴史的制約から道路拡張が行われてお
らず、中心地のボトルネックが存在している。そのため、特にピーク時に道路が混雑する
ことが予想される。また、バスの利用者が多い場合には、乗降に時間がかかり、これがダ
イヤの遅れる原因になるのは明らかである。実際に遅れの原因としては、道路の混雑に加
え、利用者の多い路線における乗降による停車時間増加が存在し、特に現金で運賃支払い
を行う利用者がそれに追い打ちをかけている（White(2010)p.155）。このために定時性が確
保されておらず、この点が問題視されていると考えられる。 
同時に、バス停での駐車禁止やバスの優先は定時性を確保することに資するものでもあ
り、リアルタイム情報は特に遅れたバスをバス停で待つという負担を軽減するため、前者
は主に公的主体、後者は公的主体と事業者それぞれの課題として引き続きないしは拡大し
て協調を行っているものである、といえる。このような問題が生じるのも、総じてバス利
用が多いためであり、QPが“Premium Routes”についての質の向上を対象としていること
について、この点でも理解が可能である。 
 
4.6. オックスフォードにおける QPの考察 
 
本章では具体的な地域のケースとして、オックスフォード市を中心に議論を行ってきた。
オックスフォードのケースから次のことがわかった。 
第一に、前章における QP の定義で議論したことであるが、QP は「域内交通計画」の中
で、特に「バス戦略」の一つとして位置づけられている。これらの計画は 2000年交通法に
おいて公的主体に作成が求められているものではある。しかし、オックスフォードにおい
ては既に 1970 年代から BTP をはじめとして、公共交通を中心とした交通政策の方向性が
もたれ計画が作成されている。それは、モータリゼーションの進展による自動車増加に応
90 
 
えて道路拡張や駐車場増設を行うのではなく、自動車から公共交通（バス）利用への転移
に主眼を置いている。これには、オックスフォードの市中心部の地理的、歴史的な背景も
大きな要因としてあるといえる。QP 協定後においてもその交通政策の方向性に大きな変
化は無く、それは 1998 年に制定された QP が OTS の中に位置づけられたものであったこ
とからもわかる。 
第二に、QP の対象は多頻度で、かつ補助金無しでバスの運行がなされている“Premium 
Routes”であった。このようなルートでは道路の混雑、または利用者が多いゆえに乗降に
時間がかかり、これらによって慢性的にダイヤの遅れが発生して、それが問題視されてい
ることもわかった。これより、QP の関心は営利的に運行可能な路線の質の向上であると
いえる。営利的なバス路線においては、複数の事業者が競争を行うことでサービス水準と
してバスの頻度は確保されるかもしれないが、一方で例えば車両水準や情報提供などとい
ったサービスの質向上がなされるとは限らない。むしろ、他事業者と競争するためにサー
ビス水準向上に対して費用が配分され、サービスの質向上のインセンティブは事業者にと
っては働かない可能性が考えられる。一方、サービスの質の面でいうと、補助が必要な路
線では入札により運行事業者を決定しているが、その場合に、そのような質的な要件につ
いては入札の条件に含めることが可能である。したがって、第 3章でもみてきたように、
バスの運行についてはあくまでも事業者の裁量とされ、QP は公的主体が市場において価
格や数量について直接的に介入（規制）するもの、あるいは、事業者に対して運営補助を
行うものではなく、規制緩和後の方向性を大きく変えるものではない、といえる。このも
とで、競争を行う事業者によっては改善されない可能性のある、サービスの質について公
的主体がパートナーシップを結ぶことで、確保する目的があると考えられる。 
以上オックスフォードにおける QP について考察を行ってきたが、これらから QP の日
本への適用可能性についてを考える。第一に、それぞれの地域において、包括的な交通政
策の計画を、明確に作成することが重要である。日本においては、「交通政策基本法」ある
いは「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が、これにつながる動きとして注目
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に値する。英国の 2000年交通法にある「域内交通計画」のように、各地域への計画作成義
務化、そして、交通だけでなく地域計画などにも関連させ、長期的な視野で一貫性を以て
各地域において包括的な交通政策を行うことも重要である。そのなかにおい、て QP のよ
うな手法が有効となると考えられる。 
第二に、QP は主にハード面からバスサービスの質を改善し、利用の増加につなげるこ
とを主眼としており、この点について注目される。ハード面の改善については松澤(2005)
でも指摘しているが、特にバスレーン設置等の路上施設の調整・設置は、公的主体の役割
になる。加えて、オックスフォードの事例から、QP は莫大な新規投資を必要とするもの
ではなく、むしろ既存施設を有効に活用し、新規投資を抑えながらもサービスの質の面を
向上しようとしていることもうかがえる。公的主体の交通政策における事業者との関わり
方、さらに、財政制約の中で既存施設を有効活用するものとして、QP の手法は注目され
るであろう。 
本章ではオックスフォードにおける QP に着目した。ここで、本章の課題について述べ
ると、まずオックスフォードの事例が、QP の議論においてどのような位置づけにあるか、
検討する必要があるだろう。また、オックスフォードのケースのみを扱ったが、他の地域
でも QP が行われており、また同様の施策についてもより調査する必要がある。そのうえ
で、QP について積極派・消極派の両論からのアプローチも必要であると考えられる。こ
れらによって、QP のより一般的な議論を行うことは今後の課題となる。さらに、QP によ
って実際に利用者数が増加したかについて、数量的な分析も必要であるが、これも今後の
課題としたい。 
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第 5章 自家用車乗り入れ抑制策： 
オックスフォードにおけるパークアンドライド* 
 
 
5.1. はじめに 
 
 前章で議論した QP は、公的主体と民営事業者がそれぞれ役割分担をもち、バスサービ
スの質を改善するものであった。QP を行う目的の一つに、自動車との競争も含まれ、私
的交通である自動車に対して、公共交通のバスの魅力を高め、自動車利用からの転移を目
指すということもある。 
 さて、英国のオックスフォード(Oxford)は、オックスフォード大学(University of Oxford)
を擁する、中世以来世界に名だたる大学都市である。そのオックスフォードでは、市の境
界付近、中心部からみてほぼ東西南北方向に駐車場を設置し、そこから市中心部までバス
で移動するというパークアンドライドが 1970年代前半から設置されている。パークアンド
ライド施設はその後増設され、既存の施設についても拡張や機能拡大が行われているもの、
計画されているものがある。オックスフォードのパークアンドライド施設で代表的なもの
は、本章の例で挙げられる Thornhillの施設である。 
 ところで、パークアンドライドといえばフランスのストラスブールを代表例とする、自
家用車と軌道系公共交通を乗り継ぐもの(rail-based)が一般的であり、日本でもそのイメー
ジが強い。一方、オックスフォードのそれは自家用車とバスを乗り継ぐ(bus-based)ところ
に主眼がある。本章では、パークアンドライドをオックスフォードの交通政策の特徴と、
なおかつ QP と同様にバスサービスの向上を目指す施策の一つであると捉え、その背景を
探ることによって、古都における自家用車乗り入れ抑制施策としての特徴を議論する。 
本章の構成は以下の通りである。5.2ではオックスフォードにおける交通政策の概要につ
                                                        
* 本章は鶴指・高橋(2014)をもとに加筆・修正を加えたものである。 
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いて述べる。交通政策の背景と、バス市場の現状について説明する。5.3では、パークアン
ドライドの定義を確認したうえで、オックスフォードにおけるパークアンドライドのしく
みを説明し、自家用車を中心部に乗り入れて駐車場を利用した場合との金銭的費用の比較
を試みる。5.4 では、先に触れた Thornhill のパークアンドライド施設の事例を検討する。
5.5では、本稿の議論から、オックスフォードのパークアンドライドの特徴をまとめ、日本
にもたらしうる示唆を検討する。 
 
5.2. オックスフォードにおける交通政策の概要 
 
 まずオックスフォードにおける交通政策の経緯について、パークアンドライド政策
との関連を中心に、その背景にある英国全土の（中央政府による）都市交通政策と合
わせて概観しておきたい。 
1950年代にモータリゼーションが始まった英国においては、いわゆるブキャナンレ
ポート(Buchanan(1963))をもとに、各都市の中心部の周りに外周道路を建設することで、
増加する自動車交通に対応しようとしていた。オックスフォードにおいても、他の都
市と同様に中心部を避けるような道路計画が持ち上がった。しかしながら、この道路
計画は、主に 2 つの点から批判を受け、中止された。第一に、道路建設予定地に住ん
でいた住民の反対である。これは主に労働者階級と大学のメンバーからなり、外部性
の発生やアメニティが焦点となった(Parkhurst and Dudley(2004)pp.4-5)。第二に、草原が
保全されているクライスト・チャーチ・メドウ(Christ Church Meadow)を道路が横切るこ
とに対する反対である。そこは大きな河川の合流地点であり、かつ大学に囲まれた風致地
区であるため、特に大学関係からの反対が強かった（Starkie(1982)日本語版 p.103）。この道
路計画は結局頓挫したが、それは反対運動の成果というよりは、財政上の要因が大きかっ
たとみられる。 
 一方、英国全体をみると、労働党政権のもとで 1968年交通法(Transport Act 1968)が成立
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した。この法律は、域内バス事業に対する中央政府からの補助を拡充した法律であるが、
都市交通問題を解決するために旅客輸送地域の指定を行った法律でもあり、都市交通の計
画・運営の統合、交通計画と都市・地域計画等との整合性の確保、従来の行政区域を越え
る都市生活の広域化への対応、地域交通に対する中央政府の過度の介入の排除などを目的
としていた（正司(1987)p.65）。これによって、土地利用と交通を統合する計画づくりが目
指された。 
こうした背景から、オックスフォードでは公共交通主体の交通政策が行われるようにな
った。その具体的な形が「均衡ある交通政策(Balanced Transport Policy)」である。これは、
コンサルタントが発行したレポートをもとに名付けられた政策であり、1968 年に市と県に
よって受理され、1973年から実行に移された。具体的には、環状道路内における自動車な
どの自家用交通の利用を減らし、公共交通の利用促進を主軸として、自転車の利用、そし
て徒歩を促すものである1。このための施策として、バスレーンの設置、公営駐車場の料金
値上げ、路上駐車の制限などがあり、この中にパークアンドライドも含まれている
(Parkhurst and Dudley(2004)p.5)。なお同じ時期に、同様にノッティンガム(Nottingham)やレ
スター(Leicester)でもパークアンドライドが設置された(Meek et al (2008)p.783)。 
1993年からは、この「均衡ある交通政策」を拡張した「オックスフォード交通戦略(Oxford 
Transport Strategy)」が実行された。具体的な施策として、バス優先と信頼性の改善、パー
クアンドライドの駐車可能台数の増加、中心部の駐車場拡張禁止および長時間駐車に対す
るより高額な課金などがある。 
さらに 2000 年交通法以降は、中央政府が各自治体に立案を課す「域内交通計画(Local 
Transport Plan)」の中に、パークアンドライドの項目も存在する。要はオックスフォードで
は、40年もの長きに渡って、パークアンドライドが包括的な公共交通利用促進政策の一つ
と位置づけられ、継続的に政策が実行されているということが理解できる。  
                                                        
1 オックスフォードバス社ホームページによる。 
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5.3. オックスフォードにおけるパークアンドライドの現状 
 
5.3.1. パークアンドライドの定義 
 本節の議論のはじめに、パークアンドライドの定義と範囲を明確にしておきたい。パー
クアンドライドは、「最終目的地に行く（トリップを完結させる）ために、自家用交通手段
（private transport mode：主にマイカー・自転車）を施設の駐車場に駐車したうえで、施設
の中または隣接する場所で、公共交通機関（public transport mode：主に鉄道・バス）に直
接乗り換えることができるしくみ」と定義できる（Spillar(1997)、交通工学研究会・TDM
研究会(2002)p.2、Meek et al (2008)p.781）。以下では、専ら郊外にある、自家用交通手段を
駐車し公共交通に乗り換える施設（駐車場が中心であるが待合所やバス停留所・駅等を含
む）を、「パークアンドライド施設」(Park and Ride facility/site)と呼ぶこととする。 
表 5.1 は、パークアンドライドおよびそれと類似した、交通手段の組み合わせ方を示し
たものである。これによれば、オックスフォードのパークアンドライドは、自家用車駐車
とバスを組み合わせたものであり、和製英語でいう「パークアンドバスライド」、英国など
での名称では” Bus-based Park and Ride”に当てはまる。 
 
表 5.1 パークアンドライドの分類 
 
＜出所＞交通工学研究会・TDM研究会(2002)p.3を一部修正 
 
 
日本での名称 
交通手段の組み合わせ・乗り継ぎ 
海外での名称 
自家用（個人）交通 公共（大量）交通等 
パークアンドバスライド 自家用車駐車 バ  ス 
Park and Ride 
（Rideが全ての公共交通手段を包含） 
パークアンドレールライド 自家用車駐車 鉄  道 
パークアンドモノライド 自家用車駐車 モノレール 
キスアンドライド 自家用車送迎 公共交通 Kiss and Ride 
サイクルアンドライド 自転車駐車 公共交通 Bike and Ride 
パークアンドプール 自家用車駐車 自家用車相乗り Park and Pool（北アメリカ大陸のみ） 
プールアンドライド 自家用車相乗り 公共交通 Pool and Ride（北アメリカ大陸のみ） 
パークアンドサイクル 自家用車駐車 レンタサイクル 日本での造語（和製英語） 
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 英国全体のパークアンドライドを、White(2009a)が概観している(pp.113-116)。それによ
れば、例えばロンドン郊外の駅でも、民間業者が運営を受託するパークアンドライド施設
が存在する。さらに、クリスマスなどのイベントがある期間だけや、買い物客の多い土曜
日に限定して開設されるパークアンドライド施設も存在する2。オックスフォードのような、
古都で常設されているタイプのパークアンドライドは、1980 年代初頭にはケンブリッジ
(Cambridge)に導入され、80年代後半から 90年代初頭にかけてはヨーク(York)やウィンチェ
スター(Winchester)でもみられるようになった。いずれも、「自家用車利用はまだ増加傾向
にあるので、その対策が必要」という認識が、全国的な交通政策の前提であった(Meek et al 
(2008)pp.784-785)。 
表 5.2 は、こうした英国の事例をふまえて、日本におけるパークアンドライドの事例を
整理したものである。オックスフォードと同様の古都（ただし都市規模や目的は大きく異
なる）におけるパークアンドライドの事例としては、京都で行われているもの（前田(2009)、
前田・井本(2012)、髙橋(2013)）、神奈川県鎌倉市において観光シーズンの社会実験として
実施されその後定着しているもの（高橋・久保田(2004)）が顕著な事例と考えられる3。し
かしながら、オックスフォードのような、中心部への通勤・通院、買い物、観光など様々
な交通需要に応じて常設されているパークアンドライドは、ほとんど存在しないとみられ、
このことが日本と比較するにあたって注目すべき点となろう。 
  
                                                        
2 英国では商店法によって 1994年まで商店（小売店）が一部の例外を除いて、日曜日に営業することは禁止されてい
た。現在でも日曜日は商店が早い時間に閉店することもあり、土曜日に外出する傾向がある。 
3 もっとも、観光シーズン・観光地に限定されるものや、郊外側の鉄道駅前のスーパーマーケットの駐車場の空きスペ
ースを利用するものなどを含めると膨大な数の事例があるとみられ、事例の整理と評価については別稿を期すべきと
ころである。 
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表 5.2 日本国内でのパークアンドライドの事例 
 
＜出所＞筆者作成 
注）事例については、札幌市・神戸市・金沢市は交通工学研究会・TDM研究会(2002)、京都市は前田(2009)および前田・
井本(2012)、鎌倉市は高橋・久保田(2004)、吉野は高橋(2012)を参照されたい。 
 
5.3.2. パークアンドライドの概要 
 ここでは、オックスフォードにおけるパークアンドライドのしくみについて説明する。
まずはそれぞれの施設の立地と概要、さらに運行されるバスのサービス内容をみておきた
い。 
 図 5.1 は、オックスフォードにおけるパークアンドライド施設と、関連するバス（主に
パークアンドライド専用バス）路線を示したものである。施設はおおよそ環状道路に沿っ
て、中心部からみてそれぞれ東西南北方向に設けられている。 
 
 パークアンドレールライド 
(Rail-based Park and Ride) 
パークアンドバスライド 
(Bus-based Park and Ride) 
実
施
時
期 
通 年 
（通勤等） 
札幌市（地下鉄駅） 
京都市（京阪橋本駅） 
神戸市箕谷（トンネル） 
金沢市野々市町（商業施設） 
観 光 
シーズン 
京都市（浜大津駅） 
鎌倉市（七里ヶ浜駅） 
奈良県吉野（桜の時期） 
長野県上高地（冬季通行止め） 
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＜出所＞鶴指・高橋(2014)p.15より引用 
注) 
パークアンドライド施設：    は県が運営、  は市が運営 
矢印：パークアンドライド用バス路線（300,400,500は系統番号） 
点線：外周道路（オックスフォード市域は、ほぼ外周道路内に相当する） 
実線：主要道（A〇○、M40は路線番号） 
図 5.1 オックスフォードにおけるパークアンドライドの施設とバス路線 
 
 表 5.3 は、パークアンドライド施設の概要をまとめたものである。市が運営するものは、
Redbridge、Seacourt、Pear Tree（開業順）であり、いずれも 1970年代に設置されている。
県が運営するものは ThornhillとWater Eatonである。開業はそれぞれ 1985年、2003年と、
市よりも遅くなっている。運営主体の違いは、施設が単に市域の内側か外側のどちらに位
          A44                                          M40      A41 
Water Eaton                                  
  
Pear Tree 
A40 
 
 
                            300       
                                       500                              
                                
Seacourt                                        Thornhill 
                                   
                           400             400                   
  
                                                                      至ロンドン 
                                                  300 
A420                                              
                                         Redbridge 
 
 
 
 
 
 
                             A34 
 
中  心 部 
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置するかによる。また、市営か県営かによって料金体系は異なり、ほかにもシーズンチケ
ットや回数券なども存在する（ただし、日本における意味での定期券は存在しない）。施設
の内容は、Thornhillでは待合室にくわえて売店がある一方、Seacourtや Pear Treeのように、
簡単なバス待ち用の屋根のみで、待合室ともいえないところもある。また施設によっては
トイレも設置されている。 
 
表 5.3 オックスフォードのパークアンドライド施設の概要 
 
＜出所＞鶴指・高橋(2014)p.16より引用 
 
表 5.4 は、パークアンドライド施設と中心部を結ぶバスの運行間隔をまとめたものであ
る。日中は、平日・土曜についてはほぼ 10～15 分間隔であり、不便な頻度ではないと考え
られる。さらに、Water Eaton を除いては平日・土曜は 23時台まで運行されている。なお、
Water Eatonについては、中心部への通勤や、市内にある病院への通院を想定しており、日
曜日は運休となっている4。 
                                                        
4 このように、Water Eaton のパークアンドライドは施設の歴史も浅く、バスの運行時間帯も短いが、横にチルターン
鉄道(Chiltern Railways)が走っており、2015年にはそこに新駅が設置されることから、従来のパークアンドライドと
合わせた一大交通結節点となる予定である。もっとも、この鉄道駅の利用者が、オックスフォードの中心部へアクセ
 Redbridge Seacourt Pear Tree Thornhill Water Eaton 
運 営 主 体 オックスフォード市 オックスフォードシャー県 
駐車可能台数 1,389 784 1,084 1,346 758 
駐車料金の 
体  系 
5:00～18:30：￡2（約 350円） 
18:30～翌朝 5:00：無料 
 
1日￡2のチケットあり 
（￡10の回数券で 7日間まで駐車可） 
11時間まで：無料 
11～24時間：￡3（約 500円） 
24～48時間：￡6（約 1,000円） 
48～72時間：￡9（約 1,500円） 
72時間以上：￡100 
（約 17,000円、罰金の扱い） 
シーズンチケットあり 
施 設 
待合所、トイ
レ、 
自動販売機 
  待合所、トイ
レ、 
売 店 
待合所、トイレ 
バ
ス 
所要時間 10分 12分 12分 16分 15分 
系統番号 300系統 400系統 300系統 400系統 500系統 
都市間バス    ロンドン方面  
開 設 年 1973年 1974年 1976年 1985年 2003年 
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表 5.4 パークアンドライド向けバスの運行間隔の概要 
 
＜出所＞同上 p.17より引用 
注）単位は分。*は一般路線バスの利用を推奨される時間帯（運行間隔不明）。終着時刻も一般路線バスのもの。 
 
バスの運賃は、どの施設を利用しても共通であり、片道 1.70 ポンド（約 300 円）、往復
はピーク時（平日朝 9 時以前）が 2.70 ポンド（約 450 円）、オフピーク時（左記以外）が
2.40ポンド（約 400円）である。大人 2名では往復 4.50ポンド（約 750円）のペアチケッ
トがある。なお、16歳以下は大人が同伴すれば 3人まで無料である。このことから、家族
で往復する場合に利用しやすい水準に設定されていることがわかる。 
 
5.3.3. 自家用車利用者の選択 
オックスフォードには、郊外のパークアンドライド施設だけでなく、中心部にもいくつ
か有料の駐車場（市営）と路上駐車施設（県営、2 時間まで利用可能）が存在する。ここ
では、パークアンドライドと中心部の駐車場を利用する際の負担額を比較し、自家用車利
                                                                                                                                                                  
スすることはあまり想定されていない。むしろ、オックスフォード市以外の地域（特に北部地域）からロンドンなど
への長距離移動の際の乗り換え地点となることが前提とされている。詳細は、チルターン鉄道ホームページを参照さ
れたい。 
系統番号 300 400 500 
路線区間 Pear Tree～Redbridge Seacourt～Thornhill Water Eaton～中心部 
曜 日 平 日 土 曜 日 曜 平 日 土 曜 日 曜 
平日・土
曜 
日 曜 
始 発 6:00 6:00 8:30 6:00 6:00 8:20 6:55 
運 休 
6時台 
7時台 
8時台 
9時台 
10時台 
11時台 
… 
17時台 
18時台 
19時台～ 
15～30 
30  
15～30 
15～30  
 
8～10 10～12 
15 8～10 
15 
10 
20～30 
12 15 
15 15 
15 
15～20 
30 
20～30 
30 30 30 
  * 
終 発 23:15 23:15 18:45 23:20 23:20 18:50 19:05 
終 着 23:30 23:30 19:00 23:30 23:40 19:10 23:30* 
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用者による選択の構造を明らかにしたい。 
 図 5.2 は、中心部の駐車場を利用した場合と、パークアンドライドを利用した場合の、
利用者の金銭的費用を表したものである。ここで（金銭的）費用とは、駐車料金とバス運
賃（パークアンドライド施設と中心部を直結するバス）を足したものを考える。中心部の
駐車場については、バスを利用しないため運賃は発生しない。中心部の駐車場として、い
ずれも市が所有し中心部に立地する、立体駐車場(Westgate Car Park)と平面駐車場(Worcester 
Street Car Park)を考える。パークアンドライドの費用は、市営（図 5.2「市 P&R」）と県営
（同「県 P&R」）で異なる。土曜日とそれ以外（月～金、日曜日）では中心部の駐車場の
料金体系は異なるので、別々に記載している。 
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＜出所＞同上 p.18より引用 
注） 
「立体駐車場」：市中心部の Westgate駐車場を利用した場合の駐車料金 
「平面駐車場」：市中心部の Worcester Street 駐車場を利用した場合の駐車料金 
「県 P&R」：県営のパークアンドライド施設を利用した場合の駐車料金と往復バス運賃の合計 
「市 P&R」：市営のパークアンドライド施設を利用した場合の駐車料金と往復バス運賃の合計 
「家族」：大人 2名分の費用の合計（16歳未満の子供は 3名まで追加費用なしで同伴できる） 
図 5.2 パークアンドライドと中心部駐車場の料金・運賃負担の比較 
 
 
駐車料金          立体駐車場（土曜）  平面駐車場（土曜） 
＋ 
バス運賃                               平面駐車場（土曜以外） 
 
                                   立体駐車場（土曜以外） 
                                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                     
 
                                                                           県 P&R（家族） 
                                                                           市 P&R（家族） 
                                                                           県 P&R（単独） 
                                      市 P&R（単独） 
                                      
 
 
 
       O    1   2   3   4      6        8          11                       利用（駐車）時間 
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 図 5.2 をみると、まず中心部の駐車場の料金が、漸増的であることがわかる。つまり、
停める時間が長いほど、乗数的に料金が加算される。一方パークアンドライドは、3 時間
以上の利用では、圧倒的に安価になる。より具体的にみると、費用が最小となるのは、単
独で利用する場合、土曜以外は、1時間までは立体駐車場を利用することだが、1時間以上
11 時間までだと、県営パークアンドライドである。11時間以上なら市営パークアンドライ
ドが安価になる。土曜なら、11時間までが県営、11時間以上は市営のパークアンドライド
を利用することが、最も安価である。この場合、駐車時間にかかわらず、中心部の駐車場
を利用することは費用からみて不利である。 
 次に、家族（ここでは、上述のペアチケットを利用する夫婦＝大人 2名分の費用を取り
上げるが、さらに16歳未満の子供なら3人まで同伴しても追加費用はかからない）の場合、
土曜以外は、2時間までは立体駐車場、2時間以上 11時間までは県営パークアンドライド、
それ以上は市営パークアンドライドの利用が最も安価である。立体駐車場は、ショッピン
グモールと隣接しているので、短時間の買い物で利用することは考えられるが、同じ中心
部でも例えば劇場に行くなど長時間の滞在となると、パークアンドライドを利用したほう
が安価になる。 
 
5.4. Thornhillの事例：市内と市外（ロンドン）のゲートウェイ 
 
 既に述べたように、1970年代から設置されてきたパークアンドライド施設は、現在では
5ヶ所ある。そのなかでも Thornhillは、オックスフォード中心部に向かうバスだけでなく、
ロンドン方面への都市間バスも施設内に停車し、施設の位置づけが拡大してきたといえる。
本節では、施設の拡張と改良が近年行われた、この Thornhillのパークアンドライド施設に
ついて、役割の拡大を説明することとする。 
Thornhill の施設はオックスフォード中心部からみて東にあり、ロンドンに通じる M40
自動車道路(motorway)につながる、A40 という「ロンドン街道」沿いにある。オックスフ
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ォード市域の外なので県営の施設である。施設は 1985 年に開設されたが5、パークアンド
ライド利用が増加し、他の施設と比べても混雑が激しく、平日の朝 9時半頃には満車にな
る状態になっていた。これは、本来の目的である中心部や病院へのアクセスだけではなく、
ロンドンやヒースロー空港に向かうためにも利用されていたためである。ロンドンへの都
市間バスの利用者は、全体の 3割を占めていたため、当局も一般的な公共交通の乗り換え
施設として認めることになった。当初、都市間バスの停留所は、施設の外側の A40 道路上
に設置されていたが、2000年代半ばには、施設内に移設された。 
 こうした経緯から、駐車台数の増加を主とした、Thornhill の施設の拡張が計画された。
Thornhillはオックスフォードのグリーンベルト内に位置し6、施設を拡張するにはグリーン
ベルトを開発することになった。グリーンベルトにおける開発、特にパークアンドライド
施設については英国の計画政策指針(Planning Policy Guidance: PPG)に記述がある7。それに
よれば、グリーンベルト以外の場所との代替案、持続可能な発展の目標を含んだ包括的な
アセスメントが実施されていることなど、いくつかの条件を満たせばグリーンベルトにお
けるパークアンドライドの開発は認められる。 
 オックスフォード市、自動車道路局(Highways Agency)、バス事業者をはじめとする関係
者の協議、そして施設拡張の代替案との比較といったアセスメントの結果、既存の施設に
隣接して、当時 843台あった駐車スペースを 500台分増やすように拡張することが認めら
れた。拡張にあたっては、中央政府から発表された白書(DfT(2011)) に則った補助の対象と
なり、2013年の 1月に工事が開始され、6月に完成した。施設拡張と同時に、待合室も改
良され、オックスフォードの他の施設にはないような売店も開業した。その後 9月から、
                                                        
5 以下の記述は、オックスフォードシャー県の資料および、県庁(Oxfordshire County Council)における David Taylor氏へ
のインタビューに基づく。 
6 後に述べる計画政策指針によれば、グリーンベルトは 1935年に大ロンドン地域計画協議会(Greater London Regional 
Planning Committee)において、公衆向けの空地と娯楽の供給の指定地であり、そこでは、グリーンベルトまたはオー
プンスペースの帯を確立するものであると提案されたものである。現在ではグリーンベルトはイングランドの 12パ
ーセントの面積を占めている。グリーンベルトの目的には、以下の 5つが挙げられている。①広く建物が密集した地
域の規制されていないスプロールを抑制する、②近隣にある町同士がつながることを防ぐ、③田園地帯を侵害から保
全することを支援する、④歴史的まちなみにおける環境と特別な性質を保存する、⑤放置された市街地の再利用など
を促すことで都市再生を支援する。www.persona.uk.com/A47postwick/deposit-docs/DD75.pdfを参照されたい。 
7 本稿でイギリスとは、計画政策指針が効力を持つイングランドとウェールズを指すこととする。高見(2003)による
PPG13の日本語訳を参照されたい。 
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同様に DfT(2011)に沿った補助をもとに、Thornhill から 2 つの新規路線をステージコーチ
との契約で開業し、施設に隣接する地域や、病院・大学に向かう利用者の利便性も高めて
いる。 
Thornhillの施設を実際に訪れてみると、広大な駐車場の中央に 2階建ての待合施設がす
ぐみてとれる。2階には管理施設が設置されている。1階の待合室には、バスの接近情報を
知らせる表示器があり、ここには中心部に向かうバスだけでなく、都市間バスの情報も表
示される。他のパークアンドライド施設と比べても多数の椅子が設置されており、売店で
購入した飲み物を楽しむ利用者もみられた。さらに、ロンドンやヒースロー空港へのバス
も頻繁に運行されているため、大きな荷物を持った利用者も多く見受けられた。つまり、
大きな荷物を持って待機することが苦にならない施設となっているのであり、中心部と郊
外、あるいは、オックスフォードとロンドンをはじめとする他都市をつなぐ、複数交通機
関間(intermodal)の交通結節点としての機能を果たしている。 
なお、前述のような大きな荷物を持った利用者の存在から、ここで自家用車から都市間
バスに乗り換える利用者の中には、オックスフォード大学の研究者のような、ヒースロー
空港から渡航する長期海外出張者も多くいることも推測できる。駐車場の料金体系は、こ
うした長期駐車に対応しきれていないことから、長期利用に対する料金面での工夫などは、
今後も進めていくべきものと考えられる。 
 
5.5. パークアンドライド政策の日本への教訓 
 
 前節までは、オックスフォードにおけるパークアンドライド交通政策の経緯と現状を、
実際の施設の事例について言及してきた。本節では、その政策の日本への教訓について考
察を加えたい。まず、本章において明らかになったオックスフォードにおけるパークアン
ドライド政策の特徴は以下のように要約されよう。 
オックスフォードの歴史は古く、観光のみならず、商業や行政に関してもオックスフォ
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ード市は、オックスフォードシャー県の中心的な都市である。中心部は古都であるゆえ、
道路拡幅や駐車場増設が難しく、橋をはじめとする道路交通のボトルネックも存在するた
め、自動車（特に自家用車）を主体としたまちづくりは難しく、自家用車乗り入れを抑制
する必要がある。外周道路の建設中止にも後押しされて実施された公共交通利用促進策の
一つが、パークアンドライドである。これが実現したのは、1973年からの「均整のとれた
交通政策」の実行過程であった。 
中心部の駐車場の金銭的費用（料金）と、パークアンドライドのそれ（駐車料金＋バス
運賃）を比較すると、中心部の駐車場が安価になるのはごく短時間の利用のみであり、一
般的な利用では、パークアンドライドのほうが安価になる。 
パークアンドライド施設は、環状道路に沿って東西南北方向に設置され、それぞれが少
しずつ異なった役割を持っている。本稿で取り上げた Thornhillの事例では、ロンドン都心
部やヒースロー空港への都市間バス利用者にも対応した施設改良がみられる。駐車容量の
拡大とあいまって、多様な需要に応えるようになったのである。 
パークアンドライドは 1970 年代前半から現在も拡大しながら継続している施策である
が、公的主体と規制緩和後からは民営事業者がともに協調してバス利用を増加させ、さら
に自動車からの転移を目指していることがわかる。前章で議論した QP の中には、パーク
アンドライドについては含まれていないが、その目的から関連する政策ではある。すなわ
ちパークアンドライドも、サービスの質向上に資する一つの施策である、といえる。 
 最後に、オックスフォードのパークアンドライドの特徴の中から、日本への示唆を導出
するにあたって特に重要と考えられる 3つの論点を提示して、本章の結びとしたい。 
 第一に、パークアンドライド利用者が都市中心部に向かおうとする目的は何か、という
点である。日本ではパークアンドライドというと、観光地への自家用車乗り入れを規制し
た先駆的な事例である長野県上高地をはじめとして、観光客・観光シーズンに対応したも
のであるというイメージが強い。鎌倉や京都もこうした例であり、古都＝観光都市という
イメージとあいまって、パークアンドライドといえば観光客対応と結び付けて評価される
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傾向が日本にはある。一方でオックスフォードでは、観光客への対応はパークアンドライ
ドの主要目的とは考えにくい。パークアンドライドは常設されており、バスのダイヤ等か
らは、平日の通勤者および土曜の買い物客への対応が中心であることがみて取れる。つま
りパークアンドライドは、観光都市よりも、業務都市・商業都市としての機能を重視して
いると考えられる。パークアンドライドに限らず、交通政策の選択と実行には、その都市
の機能と特徴を捉え、どのように配慮・強化するかという、都市の戦略が問われているの
である。 
 第二に、パークアンドライドは、自家用交通と公共交通の組み合わせの一方策であり、
それを提示・実現することは、都市・地域における総合交通政策の重要な意義となりうる
（髙橋(2013)pp.192-194）。このことは、20世紀末のブレア政権以降の、英国流の統合交通
政策(integrated transport policy)の観点(DETR(1998))にも合致しているといえよう。日本にお
いても、例えば鎌倉における交通社会実験では、パークアンドライドは実施できたものの、
ロードプライシングについては論争の結果、議論が先送りにされた（高橋・久保田
(2004)pp.141-143）。つまり、ロードプライシングは、パークアンドライドよりも経済学的
な裏付けを得やすく、道路政策のみで完結して、公共交通政策との「統合」があまり求め
られないとしても、受容可能性(acceptability)が低い選択肢といえる。ロードプライシング
を通じて道路利用者に課金してコスト意識を喚起することよりも、パークアンドライドの
駐車料金＋公共交通運賃を値下げして「お買い得感(value for money)」を高めることが、交
通政策として有効であることが示唆されよう。このような場合に、上記の総合交通政策の
観点は日本においてもパークアンドライドの計画・実施において有用と考えられ、その活
用策を具体的に検討する必要がある。 
 第三に、このような都市・地域における総合交通政策の一環として、駐車場が抱える問
題への対応が求められる。オックスフォードの場合、古都であるゆえ駐車場を増設するこ
とが困難であることもあってか、中心部の駐車場は公営であり、本章で見たようなパーク
アンドライドが有利になる料金を設定しやすいとみられる。一方で日本では、都市計画制
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度における大規模建物への駐車場附置義務とも関連して、都市中心部の駐車場に民営のも
のが多い。もちろん、公営であるがゆえに駐車場料金の政策的コントロールが容易である
とはいえない。とはいえ、民営の駐車場は、特に価格（駐車場料金）決定よりも数量（駐
車容量の供給）決定において市場メカニズムに委ねられやすく、長期的な土地利用計画に
差し障ることもある。その象徴がコインパーキングである。コインパーキングが、地価の
低迷などとも関連して急増していることは、データに拠らずとも明らかであろう。一時的
な土地利用であるはずが、結局のところ常設化・常態化している場合も多いと考えられる。
京都市のように、駐車場やコインパーキングをも自治体交通政策の対象とする事例もある
が（髙橋(2013)pp.203-204）、オックスフォードにおける駐車場政策とパークアンドライド
利用促進策の関連付けのような、総合交通政策の観点の活用には、至っていないのである。
駐車場の学術研究は既に始まっており、まとまった成果には国際交通安全学会(2012)があ
るが、海外諸都市の事例の紹介や造園・緑化に関連した議論が中心である。コインパーキ
ングへの対応を含めた駐車場政策など、総合交通政策を動態的なまちづくりや土地利用政
策とどのように関連付けるかは、今後の課題である。 
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第 6章 公営バスにおけるサービスの質を考慮した 
需要関数の推定* 
 
 
6.1. はじめに 
 
 日本において乗合バス輸送人員は減少傾向が続いており、三大都市圏においても同様に
減少傾向であることがわかる（図 6.1参照）。このような状況の中、各自治体や事業者では、
バス利用（輸送人員）増加のためサービス向上に様々な施策を行ってきている。日本の例
に即して具体的に考えると、バス車両の低床化、バス停の上屋やシェルターの設置、バス
優先・専用レーンの設置、Web 上での情報提供、フリー乗車券の設定などがあげられる。
一方で英国に目を向けると、英国の一部地域で行われている QP（Quality Partnership：品質
協定）は、公的主体とバス事業者がパートナーシップを結ぶものであるが、それぞれ役割
を分担して上記の例で挙げたものなどを含め、他にも様々な面においてサービスの質の改
善を行い、バスの利用増加を目指している。 
 
 
 
                                                        
* 本章は公益事業学会第 68回大会における報告論文、鶴指（2015）の一部に大幅な加筆・修正を行ったものである。
本章作成にあたって、東京都交通局、横浜市交通局、川崎市交通局、名古屋市交通局、京都市交通局、神戸市交通局、
高槻市交通部、伊丹市交通局の各担当者様、そして、明石市土木交通部交通政策室の担当者様にはご多忙の折にデー
タ提供のご協力をいただきました。この場を借りて御礼申し上げます。 
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＜出所＞地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』より作成 
図 6.1 三大都市圏の公営事業者のバス輸送人員の変化 
 
 ここでバスの需要関数の推定を行う先行研究を参照すると、バスサービスを示すものと
して頻度などの代理変数である走行キロを用いていることが確認できる。しかし需要には、
この走行キロで示される「サービス水準」だけでなく、それ以外にも先述のような「サー
ビスの質」といった要因も含まれていると考えられる。 
本章ではまず、サービスの質の変数を含まない基準となるモデルを推定したうえで、サ
ービスの質について、変数のデータ制約の中で、走行キロに加えバス車両の平均車齢とバ
ス停の上屋設置割合、さらに敬老パスという「福祉的サービス」を含め、三大都市圏の公
営事業者のデータを対象に需要推定を行い、結果について考察する。さらに、全てのモデ
ルの推定結果より、需要の価格弾力性についての議論も行う。そのうえで、バスの運営・
政策に対して示唆を行うことを目標とする。 
 本章の特徴としては、先行研究で用いられてきたサービス水準に加えて、サービスの質
と、加えて福祉的サービスも需要に影響すると考え、推定を行ったことである。加えて、
日本の三大都市を含む、三大都市圏のバス事業者の需要推定を行ったことも先行研究では
みられない試みである。 
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 本章の構成は以下の通りである。まず 6.2 において、バスサービスの種類について、先
行研究を参考にしたうえで、「サービス水準」、「サービスの質」、「福祉的サービス」各々の
定義を試みる。6.3では、サービスの質の変数を含まない基準モデルと、サービスの質を含
んだモデルを構築する。また、モデルの各変数についても定義を行う。6.4では、これらの
基準モデル、サービスの質を含んだモデルの分析結果をそれぞれ示し、結果についてまず
需要の価格弾力性に着目し、そしてサービスの質についても考察を行う。最後に、本論の
議論をまとめ、日本のバス事業に対して、サービスの質に着目したインプリケーションを
得るとともに、今後の課題について議論を行う。 
 
6.2. サービスの質について 
 
 バスをはじめとして、鉄道や航空などの交通サービスの需要関数を推定する際には、価
格（運賃）の他にも提供されるサービスの指標についての変数を含めることが一般的であ
る。 
表 6.1は、 Redman et al.(2013)の整理に基づき、「バスサービス」として考えられるもの
をまとめたものである。White(2009a)は、公共交通の利用者に影響を与えるものとして、
明確な区分はできないものの、実際の運賃水準やバス走行キロ（頻度の代理変数）といっ
たハード的な要因、車両の快適性、情報の質、乗務員の接客など、ソフト面の要因を挙げ
ている。また、Paulley et al.(2006)でも、バスサービスの種類を詳しく分類した上で議論を
行っている。 
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表 6.1 サービスの質の分類 
 
＜出所＞Redman et al.(2013) p.121 table2を一部改変 
 
さらに、需要推定に関する先行研究をまとめたのが表 6.2である。これによると、「バス
サービス」の指標として、総じて走行キロを用いていることがわかる。これは、頻度など
のバスサービスに関する利便性を表す代理変数であり、これを本論ではバスの「サービス
水準」と定義する。 
 
 
 
 
分 類 特 徴 定 義 
物理的 
(physical) 
 
信頼性 reliability 時刻表と実際の運行の正確性 
頻度 frequency 一定時間内の運行数 
速度 speed ある区間でのトリップ時間 
アクセシビリティ 
accessibility 
公共交通を可能な限り多くの人々にとっ
て利用可能にする 
運賃 price トリップの金銭的費用 
情報の提供 
information 
provision 
路線や乗換点についてどの程度情報が供
給されているか 
乗換の簡単化 
Ease of transfers/ interchange 
待ち時間を含んだ、交通の結節点がどの程
度簡単化されているか 
車両の状態 
vehicle condition 
故障の頻度を含んだ、車両の物理的かつメ
カニカルの状況 
認知的 
(perceived) 
快適性 comfort 座席、騒音レベル、運転、エアコンなど、
トリップがどの程度快適か 
安全性 safety トリップ中の交通事故からの安全性 
利便性 convenience 公共交通の利用上の容易性、モビリティ 
美意識 aesthetics 車両、駅、待合エリアのセンス 
福祉的サービス 敬老パス モビリティ確保、社会参加を促進する 
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表 6.2 バスの需要推定に関する先行研究のまとめ 
 
注）被説明変数はすべて輸送人員（*は人口一人あたり輸送人員）。**は推定方法が明示されていないため、予想される手法である
ことを示す。なお、先行研究のうち弾力性の値に絶対値をつけているものについては、負の符号をつけている。 
  
論 文 対 象 バスサービス 推定手法 弾力性の値 
新納(1988) 中規模都市 
バス・路面電車 
走行キロ プーリングデータ 
最小二乗法 
-0.37 
藤原(1999)* 沖縄本島全域 
バス 
人口一人あたり 
走行キロ 
時系列データ 
最小二乗法 
－ 
（運賃が有意でない） 
Romily(2001)* 英国 
域内バス 
人口一人あたり 
走行キロ 
時系列データ 
Johansen 最尤推定法 
-0.38 
Dargay and 
Hanly(2002)* 
イングランド・ 
域内バス 
人口一人あたり 
走行キロ 
パネルデータ 
最小二乗法 
短期：-0.4 
長期：-0.9 
早川(2003)* 東海地方一社 
バス 
人口一人あたり 
走行キロ 
時系列データ 
最小二乗法？** 
黒字地域： 
-0.85 
赤字地域： 
-0.62 
宇都宮(2005)* 大都市圏を除く 
35 道県 バス 
人口一人あたり 
走行キロ 
パネルデータ 
最小二乗法？** 
-0.44,  
北海道・宮城・福岡を除
くベース 
-0.49 
サービス水準ラグ付き 
-0.37 
各県県庁所在地
（2002 年） 
バス 
DID 人口一人当たりの
バス停、終発時刻、上屋
設置バス停比率 
クロスセクションデー
タ 
最小二乗法？** 
 
宇都宮(2013)* 
 
大都市圏を除く 
地方都市圏 32県 
バス 
人口一人あたり走
行キロ、バス優先・
専用通行帯延長 
パネルデータ 
最小二乗法、二段階最小二乗法  
最小二乗法 
-0.45 
二段階最小二乗法 
-0.61 
宇都宮(2014)* 
 
ドイツ州別 
バス 
座席キロ パネルデータ 
最小二乗法、二段階最小二乗法 
16州ベース 
-0.09 
13州ベース 
-0.18, 0.15 
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しかしながら、バスの需要に影響するものとして、走行キロ以外にも先述のようなソフ
ト的な要因も考えられる。より具体的な例として、バスの走行環境の改善（バス専用レー
ンの設置など）、待合設備の改善（バス停の上屋・シェルターの設置など）、車両の改善（低
床化など）、情報提供（Web上など）、フリー乗車券の導入などが考えられる。これらを本
論ではバスの「サービスの質」として、サービス水準とは別に定義することにする。 
バスの輸送人員の減少が続く中、サービスの質の改善が公、事業者それぞれの関心にな
ってきているといえるだろう。英国では、公と事業者がそれぞれ役割をもってサービスの
質を改善することを目的とする QP が各地域で行われている。QP は 1990年代半ばから英
国内のいくつかの地域で自主的に行われてきており、2000年交通法では法制化もされ、法
律的な枠組みが準備されている。日本でも、各地でバス車両の低床化、バス停の上屋やシ
ェルターの設置、バス優先・専用レーンの設置、Web上での情報提供、フリー乗車券の設
定などの導入がみられることには枚挙にいとまがない1。 
加えてこれらサービス水準やサービスの質の他に、高齢者や障がい者に対して彼らの社
会参加を促すためのシビルミニマムとして、いわゆる敬老パス2や障がい者割引などの、福
祉を目的としたサービスである「福祉的サービス」も存在するといえる。本論ではこれも
含めて考えることにする。 
もちろん、サービスの質についての計量的な先行研究が全く存在しないわけではない。
Hensher and Prioni(2002)、Politis et al.(2010)、Hensher et al.(2010)、Rojo et al.(2012)などでは、
利用者や事業者へのアンケート調査結果をもとに、サービスの質が利用（顧客満足度等）
に影響するかということについて分析を行っている。しかし本論では、サービス水準の他、
サービスの質と、福祉的サービスの、それぞれの変数を含めて需要関数を推定するという
点で先行研究とは異なる。 
 
                                                        
1 一つの例として、岐阜市では、「岐阜市型 BRT（Bus Rapid Transit）」としてバスレーン設置やハイグレードバス停を
進めているが、これは積極的にサービスの質の改善に努めている例だといえる。 
2 敬老パスに関する議論については、寺田(2007)、新納(2009)や高橋(2010)が詳しい。 
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6.3. 需要モデル及び使用する変数 
 
6.3.1. 需要モデル 
本章では先行研究をもとに、まず価格（運賃）、所得、サービス水準（走行キロ）、自動
車保有台数を含めた変数を基本モデルとして、モデル推定を行うことにする。 
ここで運賃については、それぞれの事業者が域内において均一運賃で運行していること
を鑑み、均一運賃で推定を行う。さらに、Dargay and Hanly(2002)では、運賃の代理変数と
して輸送人員あたりの収入（平均収入）を用いて推定を行っている。そのため、これにな
らって、平均収入でも推定を行うことにする。 
データとしては三大都市圏のうち、公営バス事業者が運行を行う地域3（東京、横浜、川
崎、名古屋、大阪、神戸、高槻、尼崎、伊丹；以下「三大都市圏全体」と表記する）の公
営バス事業者を対象に、1994年度から 2008年度までの 14年間のものを用いる。これをモ
デル 1とする。ここで、地下鉄も同時に運行を行う事業者では、地下鉄の利用の影響も考
えられるため、そのような地域（東京、横浜、名古屋、大阪、神戸；以下文中では主に「都
市」と表記する）について、モデル 2として別にも推定を行う。 
 
モデル 1-1 三大都市圏全体、均一運賃 
                                                   
モデル 1-2 三大都市圏全体、平均収入 
                                                     
モデル 2-1 三大都市圏のうち地下鉄の運行も行う特別区及び市、均一運賃 
                                                   
モデル 2-2 三大都市圏のうち地下鉄の運行も行う特別区及び市、平均収入 
                                                     
                                                        
3 岐阜市、明石市、姫路市は、データ期間内で事業の委譲等で市でバスの運行を行わなくなったため、除外している。 
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ここで、   は人口一人あたりの輸送人員、   は均一運賃、     は平均運賃、   は人口一
人あたり所得、   は人口一人あたりバス走行キロ、     は人口一人あたり自動車保有台数
を示し、さらに、 は地域、 は時点を示す。 
そして、この基準モデルに加えてサービスの質としてバスの車齢、バス停の上屋設置、
福祉的サービスとして敬老パスを説明変数に含めて需要関数の推定を行う。これもそれぞ
れ三大都市圏全体について推定するものをモデル 3、都市について推定するものをモデル 4
と別々に推定を行うこととする。 
 
モデル 3-1 三大都市圏全体、均一運賃 
                                                                                 
           
モデル 3-2 三大都市圏全体、平均収入 
                                                                                   
           
モデル 4-1 三大都市圏のうち地下鉄の運行も行う特別区及び市、均一運賃 
                                                                                 
                      
モデル 4-2 三大都市圏のうち地下鉄の運行も行う特別区及び市、平均収入 
                                                                                   
                      
 
ここで、変数は既述のものに加えて、            はバスの平均車齢、     はバス停の上
屋設置割合、     は敬老パス有料化ダミー、    は人口一人あたり地下鉄の輸送人員を示
している。 
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以上より、総じて 8 つの両辺対数型需要関数モデル4を考え、三大都市圏全体については
9 の公営事業者の 15 年分、都市については 5 事業者同様に 15 年分の、パネルデータを用
いて推定を行う。 
 
6.3.2. 変数の定義 
① 人口一人あたり輸送人員 
被説明変数としては、人口一人あたりの輸送人員を用いることにする。一人あたりにす
る理由としては、人口規模が大きいほど輸送人員が高くなる関係が考えられるため、各地
域における人口規模の影響を除くためである5。輸送人員データは地方財務協会編(各年版)
『地方公営企業年鑑』による乗合バス輸送人員を用いており、それを総務省自治行政局(各
年版)『住民基本台帳人口要覧』に基づいた東京特別区または各市の人口で割っている。 
図 6.2 は人口一人あたり輸送人員の変化を見たものであるが、人口で割ったために必ず
しも人口が多い地域ほど、輸送人員が多いというわけではない。人口一人当たりの輸送人
員では、京都市が最も高くなっている。全体として、人口一人あたりでみた輸送人員は減
少傾向にあることが確認できる。 
 
                                                        
4 バスの需要関数の推定において両辺対数を用いることについての妥当性について、藤原(1999)が考察を行っている。
本論では両辺対数を用いることで直接的に弾力性を求めることができるという観点で、両辺対数のモデルによって推
定を行うことにする。なお、弾力性の求め方については補論 1を参照されたい。 
5 以下人口一人当たりにした変数については、同様の理由による。 
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＜出所＞地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』及び総務省自治行政局(各年版)『住民基本台帳人
口要覧』より筆者作成 
図 6.2 人口一人当たり輸送人員 
 
② 均一運賃（想定される符号：負） 
一般に交通サービスの需要を推定する際には、価格を定義することには困難性を伴う。
というのも、交通の価格（運賃）は多種多様であるからである。具体的に地方財務協会編(各
年版)『地方公営企業年鑑』のバスの運賃を参照にしても、「均一制」、「地帯別初乗り」、「対
キロ区間制」、「特殊区間制初乗り」が存在する。公営バス以外の民営バスも考慮すると、
均一運賃以外では、乗車距離に応じて運賃が変化する距離帯別運賃が一般的であるといえ
る。当然ながら、乗車距離はそれぞれの人によって異なり、人々の行動を追ってどれだけ
運賃を支払ったかをみるのは不可能なことである。 
ここで、本章で対象としている公営事業者の運賃体系をみると、事業者すべてが運行区
域内において均一運賃を導入している。そこで本論では、運賃として各事業者の均一運賃
を用いて推定を行うことにする。各事業者の均一運賃は地方財務協会編(各年版)『地方公
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営企業年鑑』による。これを平成 22年基準消費者物価指数で実質化している6。図 6.3は、
均一運賃の変化を見たものであるが、増税によって増加している以外では、微増程度に過
ぎないことがわかる。 
なお、通常の財と同様に、運賃が上昇した場合には利用が減ると考えられるために、推
定結果において係数の符号としては負が想定される。 
 
 
＜出所＞地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』より筆者作成 
図 6.3 均一運賃の変化 
 
③ 平均収入（想定される符号：負） 
Dargay and Hanly(2002)では、運賃の代理変数として運送収入を輸送人員で割った平均収
入を用いている。平均収入は運送収入を輸送人員で割っているために、一人あたりの支払
った運賃と考えることができる。これはそれぞれの人の実際の乗車距離を反映しない形に
はなるが、どのような運賃体系であっても、一人あたりの平均的な運賃（支払い額）とし
                                                        
6 平成 22年基準消費者物価指数については、「政府の統計窓口(estat)」
（www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001033708&cycode=0）より入手した 
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て考えることができる点で有利である。 
収入については、地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』より、バスの「旅客運
送収益」を用い、平成 22年基準消費者物価指数による実質化を行ったうえで、同「輸送人
員（乗合）」で割っている。 
図 6.4 は、平均収入の変化を見たものである。増税による運賃値上げによる変動が、均
一運賃と同様に確認することができる。さらに、平均収入の幅は均一運賃と大きく乖離し
ておらず、また、傾向も多少の差異はみられるものの、全体としては均一運賃と同様であ
り、平均収入を運賃の代理変数として用いることの妥当性について確認することができる。 
 
 
＜出所＞同上 
図 6.4 平均収入の変化 
 
④ 人口一人あたり所得（想定される符号：不定） 
所得は総務省統計局編(各年版)『統計でみる市区町村のすがた』より、「課税対象所得」
をとり、実質化と地域間調整を行ったうえで、総務省自治行政局(各年版)『住民基本台帳
人口要覧』に基づいた東京特別区または各市の人口で割っている。なお、所得と需要の関
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係については、Paulley et al.(2006)によると英国のケースでは所得が上がると需要が下がる
といった下級財の関係が実証的に示されているが、理論的に明確な区別をすることは困難
である。したがって、想定される符号としては正または負の符号を取ると考えられる。 
 図 6.5 は人口一人当たり所得の変化をみたものであるが、近年では上昇する傾向にある
といえる。なお、1996 年に伊丹、神戸で下落しているが、これは阪神大震災の影響である
と考えられる。 
 
 
＜出所＞総務省統計局編(各年版)『統計でみる市区町村のすがた』及び総務省自治行政局(各年版)『住民
基本台帳人口要覧』より筆者作成 
図 6.5 人口一人当たり所得の変化 
 
⑤ サービス水準（想定される符号：正） 
バス需要を推定する際には、先行研究より通常バスのサービス水準を表す走行キロを含
めている。バスの走行キロについては、バス路線のサービス水準が運行本数や路線網の大
きさに依存するとみなし、その代理変数であると考える（宇都宮(2013)）。本論でも先行研
究と同様に、この意味を考慮するために変数に含めて推定を行うことにする。 
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なおバスの走行キロについては、地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』より「車
両キロ（乗合）」を、総務省自治行政局(各年版)『住民基本台帳人口要覧』に基づいた東京
特別区または各市の人口で割り、人口一人当たり走行キロにしている。 
図 6.6 は人口一人当たりバス走行キロを見たものである。一部減少傾向がみられたが、
近年は安定している傾向がみられる。バスの走行キロの変化については、路線廃止や本数
削減の直接的なサービス水準減少の他にも、路線の民間事業者譲渡の影響も考えられるた
め、地域として全体のバスのサービス水準が必ずしも低下したわけでもない、と言う点に
は注意が必要となる。 
 通常サービス水準が上昇すると、需要も増加することが想定されるために、想定される
符号としては正となる。 
 
 
＜出所＞地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』及び総務省自治行政局(各年版)『住民基本台帳人
口要覧』より筆者作成 
図 6.6 人口一人当たりバス走行キロの変化 
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⑥ 自動車保有台数（想定される符号：負） 
需要関数の推定では、他の財の価格も考慮する必要がある。そこでバスの代替的交通手
段を考えた場合に自家用車が考えられるため、先行研究では自動車に関する費用を入れる
ことが一般的である。自動車の費用として、ガソリン価格や自動車整備費が想定されるが、
本章ではその代理変数として、自動車保有台数を考えることにする。自動車保有台数は、
自動車検査登録情報協会編(各年版)『自動車保有車両数 市区町村別』より、乗用の乗用車
計（乗用車＋小型車）をとっている。それを総務省自治行政局(各年版)『住民基本台帳人
口要覧』に基づいた東京特別区または各市の人口で割り、人口一人当たり自動車保有台数
にしている。 
 図 6.7 は、人口一人当たり保有台数の変化を見たものである。全体的に 1990年代後半に
は増加傾向がみられたものの、それ以後は若干減少する傾向にあることがわかる。人口一
人あたりでは名古屋市が他の地域よりも高い水準となっている。 
 
 
＜出所＞自動車検査登録情報協会編(各年版)『自動車保有車両数 市区町村別』及び総務省自治行政局(各
年版)『住民基本台帳人口要覧』より筆者作成 
図 6.7 人口一人当たり自動車保有台数の変化 
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⑦ 平均車齢（想定される符号：負） 
サービスの質のうち、バス車両のサービスを表す代理変数として、バスの平均車齢を用
いることにする。一般的に新型（車齢が低い）車両であれば、低床性や乗り心地等が改善
されているといえる。加えて、本論ではそこまで議論を拡張しないが、エンジン性能向上
や排出ガス対策の強化等で、燃費向上や排出ガス対策がより行われており、環境にも配慮
されていると考えることができる。したがって、特に前者のことを考慮すると、新型バス
が導入されている、すなわち、平均車齢が低く、バス車両のサービスの質がよいほど、需
要が増加されると考えられる。したがって、想定される符号としては負の関係である。デ
ータは、地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』から得ている。 
図 6.8 は、バスの平均車齢の傾向を見たもであるが、傾向はつかみにくいといえる。一
時期にまとまって車齢が若くなる傾向があるが、これは一度にまとめて新型車両への置き
換えが行われていることが想定される。 
 
 
＜出所＞地方財務協会編(各年版)『地方公営企業年鑑』より筆者作成 
図 6.8 バス車両の平均車齢の変化 
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⑧ バス停の上屋設置割合（想定される符号：正） 
 バス停の上屋設定割合は、全バス停のうちの上屋を設置しているバス停の割合を示す。
データは運輸政策研究機構監修(各年版)『都市交通年報』から得た。これはサービスの質
のうち、バス停におけるサービスの質を表す代理変数と考える。バス上屋の設置は雨天時
の雨よけ、晴天時の日差しよけなど、待合時の精神的な負担を減らすことが期待される。
従って、バス上屋設置割合が増加すると、需要が増加すると考えられるために、想定され
る係数の符号としては正となる。 
 図 6.9 は、バス停の上屋設置割合の変化を見たものである。バスの上屋設置割合は全体
としては増加する傾向にあるといえるが、例えば大阪市のように逆に減少するケースもみ
られる。 
 
 
＜出所＞運輸政策研究機構監修(各年版)『都市交通年報』より筆者作成 
図 6.9 バス停の上屋設置割合の変化 
 
⑨ 敬老パス有料化ダミー（想定される符号：負） 
敬老パス有料化ダミーは、敬老パスが有料化された時の影響を考慮するために含めてい
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る。敬老パスの有料化とは、1 回当たり乗車について運賃が必要になる、かつ／または、
年間の一定額の支払い等設定された年度を 1 としている。表 6.3 は推定対象事業者に行っ
た郵送調査から回答を得られた事業者の、敬老パスの有料化の詳細についてまとめたもの
である。これをみると、高槻市と伊丹市以外では年間負担額または 1回あたりの乗車運賃
による、敬老パスの有料化を行っていることがわかる。また、年額負担額は、川崎市以外
は所得に応じた負担額が課せられていることがわかる。一方神戸市は、年間負担額を無く
し、現在では 1回につき小児運賃の負担となっている。なお、データ作成に当たって、一
部回答を得られなかった自治体の分については、当該事業者の年鑑やWeb上に公開されて
いる議事録等の関連資料等から得てデータを作成した。 
敬老パスの有料化によって、特に高齢者の需要減少が想定されるために、想定される符
号としては負である。 
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表 6.3 敬老パスについて 
事業者 対象年齢  
東京 70歳以上 昭和 55年～平成 12年 所得制限内 0円 
平成 12年～ 住民税非課税：1000円（年額）  
住民税課税：20510円（年額） 
横浜 70歳以上 平成 15年～ 一部負担金導入（無料～20000円）（年額） 
川崎 70歳以上 平成 16年～ 12000円（年額） 
名古屋 65歳以上 平成 16年～ 1000円、5000 円（年額） 
平成 18年～ 1000円、3000 円、5000円（年額） 
京都 70歳以上 平成 17年～ 0～15000円（年額） 
神戸 70歳以上 平成 6年～ 30000円（年間所得 378万円以上）（年額） 
平成 20年～平成 22年 小児料金の半額（負担金 0円） 
平成 22年～ 小児料金 
高槻 70歳以上 無料 
伊丹 70歳以上 無料 
＜出所＞各事業者への郵送調査により筆者作成 
注)有料化された時点を書いている。適用年齢については、調査時点（平成 26年）現在である。なお、回答を得ること
ができなかった事業者については記載していない。 
 
⑩人口一人当たり地下鉄の輸送人員（想定される符号：不定） 
 地下鉄も同時に運行を行う事業者（東京、横浜、名古屋、大阪、神戸）では、地下鉄の
利用の影響も考えられる。これについては代替的関係と補完的関係の両者が想定されうる。
前者の代替的関係とは、既存のバス路線と並行して地下鉄が開業した場合に、バス路線を
廃止したことによって、バスの輸送人員が減少し、地下鉄の輸送人員が増加するものであ
る。一方で後者の補完的関係は、地下鉄が開業した場合に、特に地下鉄と並行する路線や
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地下鉄駅から延びる路線において、全体としてバス利用も増加するというものである。従
って、想定される符号は代替的関係の場合は負であり、補完的関係になるのであれば正で
あるが、これも不定である。 
地下鉄の輸送人員については、運輸政策研究機構監修(各年版)『都市交通年報』より、
各交通局の路線別の輸送人員を合計したものを用いている。その値を、総務省自治行政局
(各年版)『住民基本台帳人口要覧』に基づいた東京特別区または各市の人口で割り、一人
当たり輸送人員としている。なお、東京都については、都営地下鉄の他にも東京メトロ（旧
帝都高速度交通営団）の輸送人員も含めている。 
 図 6.10は、人口一人当たり地下鉄輸送人員の変化を見たものである。地下鉄の輸送人員
は路線延長によって増加する傾向がみられる。しかし、大阪については 90年代後半から減
少傾向がみられる。 
 
 
＜出所＞運輸政策研究機構監修(各年版)『都市交通年報』及び総務省自治行政局(各年版)『住民基本台帳
人口要覧』より筆者作成 
図 6.10 人口一人当たり地下鉄輸送人員の変化 
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⑪その他 
 1995年には阪神淡路大震災が発生し、神戸を始め都市機能が停止し、さらに多くの犠牲
者が発生する大惨事になった。これによって、交通機能も停止したわけであるが、以上の
データをみる限りにおいては、震災が影響すると考えられる 1995年及び 1996年のデータ
に大きな変化はみられない。また、推定時にも阪神大震災ダミーを含めて計算したものの、
有意にはならなかったため、阪神大震災ダミーは入れていない。 
 
6.4. 推定結果と考察 
 
6.4.1. 基準モデル 
 最初に質を含まないモデルである、モデル 1 とモデル 2の推定結果についてみることに
する。このモデルの推定の目的は、サービスの質を含まない場合にどのような推定結果と
なるか、またそのもとで、需要の価格弾力性を求めることにある。言い換えれば、単純な
需要関数の推定を行って、需要の価格弾力性を計算しサービスを含めた場合と既存研究の
ケースと比較することが目的となる。 
まず、説明変数間の多重共線性がないかどうかの判断を行う。多重共線性をチェックす
るためには、いくつかの方法が存在する。例えば、サンプルサイズを変化させたり、変数
の組み合わせを変えることで推定された係数が安定的であるかを確認するというもの、
VIFという統計値を求めて判断するというものである7。ここでは後者の手法である VIFの
値を求めて多重共線性の有無について判断することにしたい。なお、一般的に VIFの値が
10 を超える場合には多重共線性の可能性があるとされている。 
 表 6.4 はモデル 1とモデル 2 についての VIFの値を計算したものである。これをみる限
り、10に近い数値がみられないために多重共線性はないと判断する。 
 
                                                        
7 VIFについて詳しくは補論 6.2.を参照のこと。 
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表 6.4 VIFの値（モデル 1,モデル 2） 
モデル1－1 モデル1－2 モデル2－1 モデル2－2
lns
(サービス水準)
2.89 3.80 4.27 4.13
lni
(所得)
1.82 2.64 2.73 2.72
lnp
(均一運賃)
1.06 1.11 -
lnpar
(平均収入)
- 2.14 - 1.99
lncar
(自動車保有
数)
2.44 2.43 3.05 3.63
平均VIF 2.05 2.75 2.79 3.12
変数
モデル1 モデル2
 
 
 次に、分散の不均一性の存在を確認するために、ホワイトの検定を行う。分散不均一が
存在する場合には、ガウス・マルコフ(Gauss Markov)の定理における、分散均一性を満た
さなくなる。この場合最小二乗法で推定を行うと、標準誤差が大きくなり、効率性が落ち
ることになる。これに対応するためには、ホワイトの修正標準誤差（不均一分散一致標準
誤差）か加重最小二乗法を用いることになる。本論では前者のホワイトの修正標準誤差を
用いて、分散不均一性に対処することにする。表 6.5 は、ホワイト検定の結果であるが、
これより、全てのモデルで分散不均一性が確認された8。従って、通常の最小二乗法を用い
て行った推定結果には、ホワイトの修正標準誤差を用いることにする。 
 
表 6.5 ホワイト検定の結果（モデル 1,モデル 2） 
モデル1－1 モデル1－2 モデル2－1 モデル2－2
P値 0.00 0.00 0.00 0.00
χ ^2 35.14 34.56 54.97 52.85
モデル1 モデル2
 
 
 表 6.6 は、推定結果を示したものである。モデル選択については、第一に固定効果か変
量効果モデルのいずれかを選ぶかと言うことについて、ハウスマン検定を実施している。
                                                        
8 ホワイト検定については補論 6.3.を参照のこと。 
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そのうえで、ハウスマン検定の帰無仮説9が棄却されない場合については、Breusch-Pagan 
Lagrange multipier 検定10を行って、変量効果モデルか最小二乗法モデルのいずれかを選択
すべきかの検定を行っている。三大都市圏全体を推定したモデル 1においては、いずれも
固定効果モデルが選択されている。 
 
表 6.6 推定結果（モデル 1,モデル 2） 
モデル1－1 モデル1－2 モデル2－1 モデル2－2
選択したモデル 固定効果 固定効果 プール 固定効果
lnp 0.04 -0.44
(均一運賃) [0.16] [-3.25]***
lnpar -0.59 -0.83
(平均収入) [-1.47] [-2.71]***
lni 0.86 0.67 0.18 0.09
(所得) [3.82]*** [2.96]** [2.79]*** [0.55]
lns 1.15 1.11 1.08 1.19
(サービス水準) [7.11]*** [7.57]*** [30.16]*** [23.14]***
lncar 0.23 0.27 -0.52 -0.46
(自動車保有数) [0.60] [0.61] [-6.86]*** [-2.31]**
_cons -13.08 -6.64 -0.15 3.00
(定数) [-3.29]*** [-1.41] [-0.11] [0.82]
0.82 0.82 0.97 0.88
N 150 150 90 90
ハウスマン検定 P値 0.00 0.00 0.37 0.00
χ ^2 19.21 20.15 4.29 81.23
Breusch and Pagan検定 P値 0.14
χ ^2 1.13
Adj-R-squared
(自由度修正済み決定係数)
モデル1 モデル2
 
注）P値について、*は 10％水準、**は 5％水準、***は 1％水準で有意であることを示す。また、[,]内は t値を示す。 
 
推定結果についてみていくと、均一運賃と平均収入運賃の両者で、価格については有意
な結果を得ることができなかった。同様に自動車保有台数についても、有意な結果が得ら
れていない。一方、サービス水準については有意な結果が得られており、符号についても
想定通りとなっている。また、所得についても有意となっており、バスについては所得が
増加すると需要が増加するという、上級財であるという結果が得られている。 
                                                        
9 ハウスマン検定の帰無仮説とは、説明変数   と個体固有効果  との間に相関はないこと、すなわち             で
ある（筒井(2011)p.207）。帰無仮説が棄却されない場合には、変量効果モデルが採択される。 
10 Breusch-Pagan Lagrange multipier検定における帰無仮説は、個体特有の分散が 0である         である（同上）。
帰無仮説が棄却されない場合には、最小二乗法モデルが採択される。 
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 また、三大都市圏のうち都市について推定したモデル 2 をみると、モデル 2-1 はハウス
マン検定と Breusch-Pagan 検定の結果から、プールモデルを採択している。一方、モデル
2-2については固定効果モデルを選択している。 
推定結果について、まず 2-1 の方に着目すると、運賃、所得ともに有意になっており、
符号も想定されたものである。所得についても正で有意になっており、上級財の性質がみ
られる。また、自動車保有台数については負で有意になっており、自動車はバスの代替的
手段である性格が確認される。 
次に、モデル 2-2 についてみると、平均収入について有意になっており、符号も想定し
た通りである。サービス水準と自動車保有台数についても同様に有意になっているが、所
得については有意にならなかった。 
 そしてさらに、それぞれのモデルについて、操作変数法を用いての推定を試みた。ここ
でまず、この操作変数法について説明する。北村(2009)によれば、ミクロ計量経済学で推
定するモデルの右辺の説明変数が内生変数である場合に、それを考慮せずに外生変数とし
て扱うと推定パラメータにバイアスがかかり、一致推定量が得られないことになる。この
ために、内生変数を説明する操作変数を用いて推定する必要があるが、それを操作変数法
という。操作変数としては、モデルの誤差項とは無相関であり、モデルに用いられている
内生変数と強い相関がある変数でなければならない。 
 さて、以上をもとに本モデルについても変数の内生性について検討することにしたい。
一般に経済学において、需要と供給については価格を変数とした、それぞれ需要関数と供
給関数として表される。完全競争を想定した場合に、価格はこの需要と供給の交点で決定
される。この交点で決定した均衡価格を需要関数と供給関数両者に代入することによって、
均衡点における数量が求まる。これをふまえて考えると、需要、供給、価格は内生変数と
して経済学の前提上で決定していることになる11。 
さてこれより、まず価格である運賃について考えてみると、公営事業者の乗合バス事業
                                                        
11 この議論については、武隈(1999)を参照した。 
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において、データ範囲における運賃の変化を見た場合に、傾向として単に消費税率の変化
に伴って（名目）運賃が上昇しているのみである。また、バス事業は総括原価によって運
賃が決定しているが、域内では例え他の事業者が存在したとしても、他の事業者も同一の
運賃に設定しているのが現実である。さらに、2002年の規制緩和までは運賃については許
可制であり、運賃に対して規制がなされていた。上記のことを加味すると、実際には事業
者が原価を考えて価格を決定しているとは、厳密には言いがたいと考えられる。特に運賃
規制があるもとでは、価格は事業者独自に需要水準などによって決定できないことになる。
このため、本論では価格（本論では均一価格と運賃の代理変数としている平均収入の両者）
を外生変数と考えることにする。 
 一方、需要関数に含まれるサービス水準（走行キロ）はサービスを示す代理変数として
いるが、事実上供給の変数にあたる。本論ではサービス水準を内生変数と考え、宇都宮(2013, 
2014, 2015)にならって、1期前のサービス水準を操作変数として推定を行う。1期前のサー
ビス水準を操作変数として考えるとき、実際の例と照らし合わせて考えると、バスのダイ
ヤ改正をする際に、前期のサービス水準を参考にしながら今期のサービス水準を決定して
いるといえる。なお、1 期前の変数は先決変数となるために外生変数である。また、その
他の変数については外生変数であると判断して推定を行う12。 
 表 6.7 は操作変数法を用いて推定を行った結果を表したものである。モデル選択につい
ては、ハウスマン検定によってモデル１は両者とも固定効果モデルが選択されているが、
モデル 2 の方ではいずれも変量効果モデルが選択されている。なお、モデル 2-2 では検定
に必要である共分散行列が負値定符号となりハウスマン検定を行うことができなかったた
めに、変量効果モデルを選択している。 
  
                                                        
12 内生変数か否かを検定するものとして、Durbin-Wu-Hausman（DWH）検定が存在する。厳密には、経済学の理論で
決まっている内生変数以外は、この検定を経て内生変数の判断をすることが望ましい。本論では検定を省略したが、
この検定をふまえて内生変数についての妥当性を判断することは今後の研究課題としたい。 
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表 6.7 操作変数法による推定結果（モデル 1,モデル 2） 
モデル1－1 モデル1－2 モデル2－1 モデル2－2
選択したモデル 固定効果 固定効果 変量効果 変量効果
lnp 0.29 -0.49
(均一運賃) [0.82] [-2.14]**
lnpar -0.87 -0.61
(平均収入) [-3.07]*** [-2.16]**
lni 0.91 0.61 0.24 0.24
(所得) [5.90]*** [4.39]*** [2.60]*** [2.48]**
lns 1.25 1.19 1.13 1.13
(サービス水準) [18.43]*** [20.91]*** [26.66]*** [24.97]***
lncar 0.33 0.36 -0.57 -0.67
(自動車保有数) [1.80]* [2.06]** [-7.12]*** [-7.44]***
_cons -15.40 -4.25 -1.06 -0.74
(定数) [-3.82]*** [-1.28] [-0.48] [-0.30]
N 140 140 84 84
ハウスマン検定P値 0.00 0.00 0.33 -
χ ^2 22.87 25.71 4.57 -
モデル2モデル1
 
注）P値について、*は 10％水準、**は 5％水準、***は 1％水準で有意であることを示す。また、[,]内は z値を示す。 
 
先の推定結果である表 6.6 と比較すると、モデル 1-1 では自動車保有台数が有意になっ
ており、モデル 1-2 では、平均収入と自動車保有台数が有意になった。また、モデル 2-2
でも所得が有意になっている。 
 以上から操作変数の結果を中心にまとめると、三大都市圏全体であるモデル 1において
は、平均収入でみた需要の価格弾力性が-0.87という結果が示された。また、都市に着目し
たモデル 2においては、弾力性の値が均一運賃で-0.49、平均収入では-0.61という結果が示
されている。また、全体として所得が上昇すると需要が増加する傾向がみられ、上級財の
傾向が示された。また、自動車保有台数については三大都市圏においては正の関係がみら
れており、これは想定されたものとは相反する結果である。一方で都市に限って言えば、
自動車とバスが代替関係であることが示されている。 
 
6.4.2. サービスの質を含んだモデル 
 次にサービスの質を含んだモデルについて議論を行う。前節と同様に、まずは多重共線
性の確認をするために VIFの値を確認する。表 6.8は VIFの値を計算したものである。こ
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こでモデル 4-2 におけるサービス水準（   ）の VIF の値が 10 を超えており、多重共線性
が疑われる。そこで、付表にも示した相関係数を確認すると、人口一人あたり所得（   ）
と相関係数が-0.57であり、相関が高いことがわかる。しかし、他に関しては特に問題がな
いために、これらの変数をそのまま用いて推定を行うことにする。 
 
表 6.8 VIFの値（モデル 3,モデル 4） 
モデル3－1 モデル3－2 モデル4－1 モデル4－2
lns
(サービス水準)
3.51 5.81 6.60 10.55
lni
(所得)
2.92 4.93 5.73 8.96
lnp
(均一運賃)
2.66 - 2.91 6.23
lnpar
(平均収入)
- 2.87 - 4.52
lncar
(自動車保有数)
1.57 2.66 4.05 4.48
lnbsr
(上屋設置割合)
1.48 1.92 3.20 1.96
dop
(敬老パスダミー)
1.37 1.39 1.70 1.44
lnvehicleage
(バス平均車齢)
1.18 1.13 1.64 1.33
lnmq
(地下鉄輸送人員)
- - 1.71 1.96
平均VIF 2.10 2.96 3.44 4.93
モデル3 モデル4
変数
 
 
 表 6.9 はホワイト検定の結果を示したものである。これらからすべてのモデルにおいて
分散不均一性が確認されたために、前節と同様に、通常の最小二乗法を用いた推定結果に
はホワイトの修正標準誤差を用いることにする。 
 
表 6.9 ホワイト検定の結果（モデル 3,モデル 4） 
モデル3－1 モデル3－2 モデル4－1 モデル4－2
P値 0.00 0.00 0.04 0.01
χ ^2 76.09 85.13 60.65 69.82
モデル3 モデル4
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 さて、表 6.10は推定結果を示したものである。モデル 3は三大都市圏全体を対象にした
ものである。ハウスマン検定の結果、モデル 3、モデル 4 すべてにおいて固定効果モデル
が選択されている。モデル 3は前節のモデル１と同様に所得、サービス水準で有意になっ
ている。福祉的サービスの敬老パス有料化ダミーは有意になっているが、サービスの質を
表す変数についてはいずれも有意な結果を得ることができなかった。 
 
表 6.10 推定結果（モデル 3,モデル 4） 
モデル3－1 モデル3－2 モデル4－1 モデル4－2
選択したモデル 固定効果 固定効果 固定効果 固定効果
lnp 0.08 -0.26
(均一運賃) [0.34] [-1.50]
lnpar -0.43 -0.29
(平均収入) [-1.62] [-0.88]
lni 0.87 0.71 0.00 0.04
(所得) [3.08]** [3.42]*** [0.01] [0.15]
lns 0.98 0.94 1.15 1.16
(サービス水準) [8.90]*** [8.61]*** [15.93]*** [14.12]***
lncar -0.07 -0.03 -0.79 -0.79
(自動車保有数) [-0.19] [-0.06] [-2.77]** [-2.66]**
lnvehicleage 0.00 -0.01 -0.10 -0.09
(バス平均車齢) [-0.04] [-0.18] [-1.96] [-1.80]
lnbsr 0.12 0.11 0.44 0.42
(上屋設置割) [0.87] [0.76] [10.85]*** [11.42]***
dop -0.11 -0.11 -0.11 -0.11
(敬老パスダミー) [-2.92]** [-3.03]** [-6.61]*** [-7.45]***
lnmq -0.01 -0.02
(地下鉄輸送人員) [-0.17] [-0.26]
_cons -13.36 -7.83 2.12 1.53
(定数) [-2.50]** [-2.38]** [0.62] [0.32]
0.85 0.86 0.95 0.95
N 150 150 90 90
ハウスマン検定 P値 0.05 0.01 0.00 0.00
χ ^2 14.26 18.78 59.67 65.06
モデル3 モデル4
Adj-R-squared
(自由度修正済み決定係数)
 
注）P値について、*は 10％水準、**は 5％水準、***は 1％水準で有意であることを示す。また、[,]内は t値を示す。 
 
 一方、三大都市圏のうち都市に絞って推定を行ったモデル 4については、サービス水準
と自動車保有台数が有意になっている。自動車保有台数に関しては負の関係になっており、
バスの代替的交通手段ということが先のモデル 2と同様に示されている。サービスの質に
関しては、バス停の上屋設置割合が有意となっており、符号も想定したとおり正の符号に
なっている。また、福祉的サービスとしての敬老パス有料化ダミーがやはり負で有意にな
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っていることがわかる。なお、地下鉄の輸送人員については有意になっていない。 
 さらに、表 6.11は操作変数法によって推定を行った結果を示したものである。前節と同
様に、サービス水準を内生変数と考え、1 期前のサービス水準を操作変数として推定を行
った。 
表 6.11 操作変数法による推定結果（モデル 3,モデル 4） 
モデル3－1 モデル3－2 モデル4－1 モデル4－2
選択したモデル 変量効果 固定効果 固定効果 固定効果
lnp 0.36 -0.17
(均一運賃) [1.11] [-0.64]
lnpar -0.65 -0.25
(平均収入) [-2.39]** [-0.97]
lni 0.98 0.70 0.02 0.04
(所得) [6.25]*** [4.94]*** [0.13] [0.29]
lns 1.14 1.09 1.21 1.23
(サービス水準) [12.09]*** [12.98]*** [14.71]*** [15.98]***
lncar 0.04 0.09 -0.68 -0.70
(自動車保有数) [0.22] [0.54] [-3.82]*** [-3.91]***
lnvehicleage 0.02 0.02 -0.09 -0.08
(バス平均車齢) [0.53] [0.48] [-1.88]* [-1.60]
lnbsr 0.15 0.12 0.43 0.42
(上屋設置割) [2.52]** [1.91]* [7.11]*** [6.52]***
dop -0.09 -0.08 -0.10 -0.10
(敬老パスダミー) [-4.56]*** [-4.13]*** [-6.85]*** [-6.46]***
lnmq 0.01 0.01
(地下鉄輸送人員) [0.09] [0.16]
_cons -16.96 -6.94 1.21 1.08
(定数) [-4.18]*** [-2.04]** [0.32] [0.36]
N 140 140 84 84
ハウスマン検定 P値 0.14 0.02 0.00 0.00
χ ^2 11.08 17.28 54.12 60.58
モデル3 モデル4
 
注）P値について、*は 10％水準、**は 5％水準、***は 1％水準で有意であることを示す。また、[,]内は z値を示す。 
 
ハウスマン検定の結果、モデル 3 においてはモデル 3-1 で変量効果、モデル 3-2 で固定
効果が選択されている。一方、モデル 4では両社とも固定効果モデルが選択されている。
表 6.9 と比較するが、まずモデル 3 に着目すると、モデル 3-1 ではサービスの質の 1 つで
あるバスの上屋設置割合が有意になっている。同様にモデル 3-2 でも、平均収入とバス停
の上屋設置割合が有意になっているのがわかる。 
 一方、同様に表 6.9 と比較しながらモデル 4 についてみると、モデル 4-1 ではサービス
の質である平均車齢が有意になっており、符号も想定した符号である。その他をみると、
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モデル 4-1、4-2ともにサービス水準、自動車保有台数、サービスの質であるバス上屋設置
割合、福祉的サービスとしての敬老パス有料化ダミーが有意になっている。 
 
6.4.3. 考察 
 以上の結果より、考察を行うことにする。まず需要の価格弾力性に着目する。表 6.12は
以上の推定結果より、需要の価格弾力性についてまとめたものである。三大都市全体にお
いては平均収入ベースに、-0.65、-0.87という結果が得られた。一方で三大都市圏のうちに
都市に着目すると、均一運賃ベースで-0.44、-0.49 であり、平均収入ベースで-0.61、-0.83
という結果が得られた。 
 
表 6.12 弾力性の値のまとめ 
1-1 1-2 2-1 2-2 3-1 3-2 4-1 4-2
- -0.44 - -
- -0.49 - -
- -0.83 - -
-0.87 -0.61 -0.65 -
par
(平均収入)
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
p
(均一運賃)
 
注)上段：通常のパネル分析、下段：操作変数法を用いた分析。以上のモデル推定結果から 10％水準までで有意になっ
たものを記載している 
 
 この弾力性の値について、先行研究と詳しく比較を行うことにする。先の表 6.2における
先行研究で日本のバスを対象にしたものについて着目すると、全体として弾力性の値は
-0.37 から-0.85 の値をとっていることがわかる。この中で、中規模都市を対象にした新納
(1988)では-0.37、大都市圏を除く 35道県をみた宇都宮(2005)では-0.44、大都市圏を除いた
地方都市圏 32県をみた宇都宮(2013)では最小二乗法では-0.45、操作変数を用いた二段階最
小二乗法では-0.61をとっている。 
 さらに表 6.13は、Paulley et al.(2006)による英国における公共交通の弾力性をまとめた表
である。バスの平均について着目すると、全体としては-0.26 から-1.01 の値をとっている
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ことがわかる。短期についてみると、-0.26 から-0.48 の値をとることがわかる。また、都
市部となるロンドンでは-0.43、ロンドン以外では-0.44の値となっている。 
 以上のことから本研究で求められた弾力性の値についてみると、三大都市圏全体では、
平均収入からを用いたモデル 1-2から-0.87、モデル 3-2から 0.87と、先行研究と比較する
と高い値が出ていることがわかる。また都市においては均一運賃であるモデル 2-1 から
-0.44、同様に操作変数法で求めた場合に-0.49となり、先行研究と比較しても弾力性の値は
同様の値をとっていることがいえる。一方で、平均収入で求めた値については、モデル 2-2
で-0.83、操作変数法では-0.61となり、平均収入を運賃の代理変数として利用した場合には、
全体として弾力性の値が高く求まる、すなわち弾力性が相対的に高くなることが分かる。
平均収入を代理変数として用いる場合には、この点に注意する必要があるといえる。しか
し、均一運賃と平均収入いずれで測定した場合でも、先行研究と比較しても総じて大きな
かい離はない、といえる。 
 
表 6.13 英国における弾力性のまとめ 
1980年の研究
平均値 研究の数
最小値 最大値
UKとUK以外 短期 -0.41 -0.07 -1.02 99
UK 短期 -0.44 -0.07 -1.02 68
UK以外 短期 -0.35 -0.09 -0.86 31
UKとUK以外 短期 -0.41 -0.07 -0.86 44
UK 短期 -0.42 -0.07 -0.86 33 -0.30
UK以外 短期 -0.38 -0.23 -0.58 11
UKとUK以外 短期 -0.29 -0.13 -0.86 24
UK 短期 -0.30 -0.15 -0.55 15 -0.15
UK以外 短期 -0.29 -0.13 -0.86 9
UKとUK以外 短期 -0.50 -0.09 -1.02 31
UK 短期 -0.58 -0.10 -1.02 20 -0.50
UK以外 短期 -0.37 -0.09 -0.78 11
UK 中期 -0.56 -0.51 -0.61 2
UK 長期 -1.01 -0.85 -1.32 3
地下鉄 UK 長期 -0.65 -0.61 -0.69 2
ロンドン 短期 -0.43 -0.14 -0.84 15 -0.44
ロンドン以外 短期 -0.44 -0.07 -0.86 14
SE イングランド 短期 -0.61 -0.10 -0.95 13
SE イングランド以外 短期 -0.55 -0.15 -1.02 11
UK ピーク 短期 -0.26 0.00 -0.42 9
UK オフピーク 短期 -0.48 -0.14 -1.00 10
UK ピーク 短期 -0.26 -0.15 -0.35 6
UK オフピーク 短期 -0.42 -0.23 -0.63 5
UK ピーク 短期 -0.34 -0.27 -0.50 4
UK オフピーク 短期 -0.79 -0.58 -1.50 5
郊外鉄道
バス
地域
ピーク/
オフピーク
ターム交通機関名
近年の研究
公共交通
バス
地下鉄
弾力性の範囲
バス
郊外鉄道
バス
地下鉄
郊外鉄道
 
＜出所＞Paulley et al.(2006)p.297より引用（一部改変） 
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 次に、サービスの質について、まずバス停の上屋設定割合については、モデル 3および
モデル 4において、全てで有意な結果を得られており、上屋設置は需要を増加させるとい
うことが分かった。また平均車齢については、操作変数法によるモデル 4-1 の推定でのみ
有意になっているが、符号としては想定した負の符号をとなっており、ここでは平均車齢
が高くなると需要が下がることが有意に示された。平均車齢については、このような結果
から、平均車齢が高くなると需要が下がる傾向がある、ということを示せたといえる。こ
のことから、総じてサービスの質の改善は需要を増加させることがわかった。 
上屋設置については、近年では上屋だけではなく、側面をガラス張りにしたシェルター
タイプのものも増えている。上屋設置が行われているバス停においては、接近情報のサー
ビス等も設置されているケースがあり、このことも利用者に対する利便性を向上させてお
り、需要に結びついていると考えられる。特にバス停については、事業者だけでなく設置
に関して警察や地方公共団体との調整が必要になる可能性が高く、公的主体の役割が欠か
せないといえる。 
一方、平均車齢については傾向を示すにとどまり、新型車両の導入は需要を増加させる
可能性があるといえる。新型車両は一般的に、より低床性が優れており、バリアフリーに
も対応しているといえる。これにより、あらゆる利用者にとって、乗降がしやすくなって
いると考えられ、これが利用増加に結びついていると考えられる。バスの車両導入は事業
者の収支状況に影響すると考えられ、また、事業者独自の判断に委ねられると考えられる
が、より新型車両の導入サイクルを短くし、輸送人員の増加を目指すのであれば、公的主
体からの補助も考えられる13。しかし、常に短いタームで車両を入れ替えるというのは、
実際上現実的ではないことにも注意しなければならない。 
 最後に、福祉的サービスである敬老パスの有料化は、モデル 3およびモデル 4すべてに
おいて有意になっており、敬老パスの有料化は需要を有意に減少させることがわかった。
                                                        
13 なお低床バス導入に関しては、平成 12年 11月に施行された交通バリアフリー法を受けて、ノンステップバスの導
入をはじめとして公共交通移動円滑化設備整備費補助が国から交付されている（日本バス協会（2011）を参照）。 
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これは有料化によって高齢者の利用が減少していることが考えられ、敬老パスの有料化に
は注意が必要であることが示された。 
 
6.5. おわりに 
 
 本論ではサービスの質に着目し、具体的にサービスの質としてバス停の上屋設置割合と
平均車齢、福祉的サービスとしての敬老パスの有料化を需要関数に含め、三大都市圏の公
営事業者のデータをもとに、需要関数の推定を行った。その過程の中で、需要の価格弾力
性の確認も行った。 
 需要の価格弾力性は、三大都市全体においては平均収入ベースに、-0.65、-0.87という結
果が得られた。一方で三大都市圏のうちに都市に着目すると、均一運賃ベースで-0.44、-0.49
であり、平均収入ベースで-0.61、-0.83という結果になった。 
 また、本論の目的であるサービスの質については、全体としてバス停の上屋設置は需要
を増加させることを示され、一方でバスの平均車齢を低くする（新型車両を導入する）こ
とは、特に都市部において需要を増加させる可能性があることを示した。また、福祉的サ
ービスとしてみた敬老パスの有料化は、需要を減少させることも示された。 
既にそれぞれの地方公共団体や事業者で施策のうちのいくつかとして実施されてきてい
ることではあるが、今後も継続してサービスの質改善を進めていくべきであろう。しかし、
政策上、このような質の向上は、事業者主体だけではなされにくいと考えられ、公的主体
の役割によって行われる必要がある、と考えられる。 
 最後に、本論の研究課題について考えることにする。まず、推定手法や変数の選択につ
いてさらなる余地があると考えられる。これは全体として係数のが有意にならないものが
あったことから、より現実に見合ったモデルの構築と、推定方法を探る必要があると考え
られる。変数については、いくつかの施策のうちの一部を取り扱ったものにすぎず、見落
としている変数も考えられる。さらにこれらの施策が、単独で輸送人員を増加させている
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のではなく、相乗効果によって増加させている可能性も考えられる。例えば、分析した上
屋設置と低床車の例で考えると、例え上屋設置が増加したといっても、運行する車両が車
齢の古いステップ（バリア）があるままでは、利用者の増加には結びつかないと考えられ
る。また、サービスの質向上には費用発生も考えられるために、財政問題も加味する必要
性があるだろう。これらは今後の研究課題としていきたい。 
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付表 6.1 変数相関表 
 
      lnq_t1     0.9342   0.1235  -0.4661  -0.6535   0.9045   0.3379  -0.0476   0.1306   0.3279   0.2887  -0.1614   1.0000
        lnmq    -0.4084  -0.5263  -0.1335   0.1637  -0.4044  -0.2893  -0.2767   0.4120   0.2335   0.5603   1.0000
      lnbsap     0.2057   0.0550   0.0498  -0.2973   0.1784  -0.2099  -0.1504  -0.0539  -0.0914   1.0000
      lnbsin     0.1886  -0.2546  -0.8215   0.1250   0.3283   0.6856  -0.0796   0.3530   1.0000
       lnbsr    -0.0658  -0.5856  -0.2311  -0.3835  -0.0939  -0.1566  -0.1771   1.0000
    lncarage    -0.0347   0.5266   0.2639  -0.1504   0.0309   0.0401   1.0000
       lncar     0.4417   0.1499  -0.7112   0.1016   0.5967   1.0000
         lns     0.9706   0.3056  -0.4789  -0.5786   1.0000
         lni    -0.6357  -0.1315  -0.0846   1.0000
       lnpar    -0.3968   0.3064   1.0000
         lnp     0.2670   1.0000
         lnq     1.0000
                                                                                                                          
                    lnq      lnp    lnpar      lni      lns    lncar lncarage    lnbsr   lnbsin   lnbsap     lnmq   lnq_t1
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補論 6.1. 両辺対数型関数の需要の価格弾力性について 
 
両辺対数型の需要関数モデルを推定した場合に、係数が弾力性の値になることが知られ
ているが、これについて確認する。 
今、簡単化のためにモデル 1-1 を若干変形した、次のような両辺対数型のバスの需要関
数を考える 
                                 
なお、ここで は輸送人員、 は運賃、 は所得、 はサービス水準、   は自動車保有台数
である。 
これを について偏微分すると、 
    
  
   
    
  
 
 
 
   
    
  
 
ここで、合成関数の定理を利用して、右辺は、 
 
 
   
    
  
 
  
  
   
 
 
 
  
  
 
となり、整理して、 
   
 
 
 
  
  
 
  
 
  
 
     
となる。なお、  は需要の価格弾力性である。 
また、両辺対数型（直角双曲線）の需要関数は、価格と需要量が独立した一定の値にな
る（丸山・成生(1997)p32.）。これを図で示したものが図補 1 である。したがってこの関数
を用いた場合には弾力性が一定になり、独立変数の水準とは独立となる(Dargay and 
Hanly(2002)p.81)。 
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         O                                             
 
 
 
  
  
 
  =  1 
 
＜出所＞丸山・成生(1997)p32より引用（一部改変） 
図補 6.1 弾力性一定のケース 
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補論 6.2. VIFについて 
 
筒井他(2011)によれば、説明変数どうしが一次従属の関係にあるとき、また、強い相関
がある場合に、多重共線性（multicolinearity）がの問題が生じる事があるとする。ある説明
変数が別の説明変数の定数倍で表せる場合には完全な多重共線性（正確多重共線性）があ
るといい、強い相関がある場合には、準多重共線性もしくは単に多重共線性があるという。
多重共線性が存在する場合には、回帰係数の推定値に偏りが生じ、誤差推定に関しても信
頼性が著しく低くなることがある。 
 この多重共線性を確認する指標として、分析拡大要因（VIF: Variance Inflation Factor）が
存在する。これは次のように定義される。 
     
 
    
  
ここで、  は説明変数  について他の説明変数で回帰したときの決定係数である。 
なお、絶対的なものではないが、しばしば VIF が 10 以上程度で多重共線性があると判
断される。 
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補論 6.3. ホワイト検定について 
 
本論で使用した統計解析ソフト stata12では、ホワイト検定を行うと次のような結果が示
される。これの例は、モデル 1-1でホワイト検定を実施したものである。 
. estat imtest, white 
White's test for Ho: homoskedasticity 
         against Ha: unrestricted heteroskedasticity 
 
         chi2(14)     =     35.14 
         Prob > chi2  =    0.0014 
 
Cameron & Trivedi's decomposition of IM-test 
 
--------------------------------------------------- 
              Source |       chi2     df      p 
---------------------+----------------------------- 
  Heteroskedasticity |      35.14     14    0.0014 
            Skewness |       9.08      4    0.0590 
            Kurtosis |       3.49      1    0.0619 
---------------------+----------------------------- 
               Total |      47.72     19    0.0003 
--------------------------------------------------- 
 
帰無仮説（Ho）と対立仮説（Ha）について注目すると、帰無仮説は分散均一性を示して
おり、一方で対立仮説は分散不均一性を示している。この検定の場合、P 値が 0.00である
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ことから、t値の 0％水準で帰無仮説は棄却されることになり、対立仮説が採択され、分散
不均一性の存在が示される。同様に分散不均一性検定を行うものとして、Breusch-Pagan 検
定が存在するが、これは本論では省略する。 
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おわりに 
 
 
 本論では、バス事業のサービスの質について着目し、公的主体とバス事業者との関
わりをふまえながら、定性的、定量的に様々な観点から議論を行ってきた。わが国に
おいて、バス輸送人員減少は地方部だけでなく三大都市圏においても見られる問題で
ある。特に、基本的に三大都市圏に多く事業者が存在する公営事業者においては、そ
の財務状況はよくはないが、一方で多くの事業者が赤字の続く中でも、公的主体と一
体となってサービスの質向上に対する施策を行っている。ここで具体的にサービスの
質とは、運賃やサービス水準以外の、車両の低床化やバス停の上屋設置、バスの優先・
専用レーンの設置、バス停やインターネットによる情報提供などである。現在の状況
下では、公営事業者だけでなく、全般にこのサービスの質向上には、公的主体の協力、
関与が不可欠であると考えられるが、公的主体自体の財政面での制約とその厳しさに
より、サービスの質をどのように達成していくかが課題となっている。 
本論ではこれについて、1986年に規制緩和が行われた英国の域内バスで、1990年代
から一部地域で自主的に行われてきて、2000 年には法律の制度としても制定された、
いわば公的主体とバス事業者がパートナーシップを結ぶという、QPを参考にしながら
議論を行ってきた。QPについて考慮するうえでは、英国の規制緩和についても言及を
したうえで、その背景を探るために規制緩和後の政治的背景と、バス市場について着
目して考察を行った。さらに、QPとは具体的にどのようなものであるか、その内容に
ついてオックスフォードのケースを検討した。また、パークアンドライドについても、
バス利用を魅力的なものとして自動車からバスへの転換を図っているという点で、サ
ービスの質に資する一つの施策であると考え、検討を行った。最後に、サービスの質
が需要にどのように影響するかどうかについて、日本の三大都市圏の公営バス事業者
のデータを用いて、サービスの質が実際に需要に影響するかどうかについて定量的に
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分析を行い、サービスの質向上が需要増加に影響することを示した。 
 このように、本論は先行研究が必ずしも十分ではないバス事業におけるサービスの
質について、定性的、定量的両手法を用いて、考察を行った点が特徴であるといえる
だろう。バスのサービスの質向上について、公的主体と事業者との関わりに着目し、
特に英国の QP を参照し、経済学的な理論をふまえつつ考察を行い、政策面での考察
も行った。これらから、日本の三大都市圏または都市におけるバス政策・運営に対し
て、インプリケーションを得られたと考えており、これが本論の学術上と政策上の両
者における貢献であると考える。以下では、本論で議論したことについて、特に明ら
かになったことに着目しながらまとめることにしたい。 
 第 1 章では、近年の日本と英国を中心としたバス事業の全体的な傾向について整理
を行った。これより、日本、英国、米国、いずれにおいてもバス輸送人員が基本的に
減少傾向にあることが明らかになった。また、日本と英国に着目したときに、モータ
リゼーションの進展によって自動車の輸送シェア手段が増加した一方で、バスについ
てはそのシェアが減少していること、英国域内バスの輸送人員ではロンドンでは増加
傾向が見られたものの、全体として減少していることが明らかになった。 
次に、英国で行われた規制緩和について、まず規制緩和の議論を、規制のもとにな
った 1930年交通法が成立するまでの背景、そして、1986年の規制緩和までの議論を、
先行研究を参照しながら規制緩和推進派と消極派の議論に分けて整理した。さらに、
規制緩和の議論の中心となったコンテスタビリティ市場理論に着目しながら、競争、
費用構造、運賃、補助金、サービス水準、イノベーションに着目して議論を行った。 
そして、バス停において、ある乗客が乗降する時間をそのほかの乗降しない人々に
発生させる外部費用と考えたときに、補助金が必要になるというモーリング効果を考
え、さらにモーリング効果が存在するもとで、社会的余剰最大化を達成するには補助
金が必要になることを示した。これによって、バス事業における公的主体の関与の可
能性の一つが確認された。 
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また、わが国で近年の多く見られる、公的主体が主となり、補助金を投入して運行
を行っているコミュニティバスについての議論も行った。コミュニティバスは公的主
体がバス事業に関与する例の一つとしてあげられるが、バスが公共交通手段の一つと
して注目されていることが明らかになった。 
 第 2 章では、英国と日本で行われたバス事業の規制緩和について、その効果につい
て着目して議論を行った。1986年、英国では、路線免許制の撤廃、参入・退出の完全
自由化を柱とする域内バスの規制緩和が行われたわけであるが、第 1 章に続き、コン
テスタビリティ市場理論を巡る議論をふまえながら、競争、費用構造、運賃、補助金、
サービス水準、イノベーションに着目し、先行研究を参考にしながら議論を行った。
これより、英国においては規制緩和直後に費用面と補助金について効果があったが、
その後は市場としては独占化、寡占化する傾向がうかがえることが明らかになった。 
一方で日本でも、2002年に需給調整規制廃止を柱とするバスの規制緩和が行われた。
先行研究では、域内バス（通常の路線バス）において規制緩和の効果がみられなかっ
た一方で、東京・大阪からの距離別の都市間における OD データから、高速バス部門
では成長がみられたことが確認できた。 
 第 3章では、1986年に域内バスの規制緩和が行われた後、1990 年代半ばに自主的に
いくつかの地域で行われるようになった QP が、2000 年交通法で法制化され、法律的
な制度としてQPが位置づけされることになった経緯について、まずQPの定義を、2000
年交通法を参考にして行った後に、保守党から労働党へ政権が変化したことなど政治
的な背景からの考察、さらに規制緩和後のバス市場の動向に着目した経済学的な側面
から背景の考察を行った。経済学的な側面として具体的に、コンテスタブル市場と産
業構造、競争入札制度、運賃とサービス水準、自動車との競争に着目した。これより
QPは、かつての路線免許制のような再規制を行うものではなく、自由競争の原則を崩
さずに公的主体と事業者がパートナーシップを結び、バスサービスの質の改善を目指
し、輸送人員増加を目指すものである、と言うことを明らかにした。 
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 この QP の例をもとに、日本におけるバス事業に対して、公が主体的となり、異な
る事業者、あるいは異なる市町村などを含めて、ハード面・ソフト面から公共交通政
策やその計画について事業者と共同し議論を行い、利用者の便益を高めるような制度
的な基盤作りを行う必要がある、という政策的なインプリケーションをえた。 
 第 4 章では、QP が具体的にどのような役割分担を持って行われているかについて、
オックスフォードの例を用い、ヒアリングを含めた現地調査の結果をふまえて考察を
行った。なおオックスフォードでは、1998年から自主的な QP協定が行われていたが、
2000 年交通法で QP が法制化された後も自主的な QP が継続されており、実際に公的
主体と事業者間で、どのような具体的な役割分担となっているかを明らかにした。 
このなかで、QPは、補助金無しでバスが運行されるルートに対して行われているも
のであること、このようなルートは利用者が全体として多い考えられるため、道路上
の混雑に加えて乗降にかかる停車時間が増えることに起因する遅れが発生し、それが
問題化しており、そのため定時性確保が重要な一つの課題として取り組まれている、
ということを明らかにした。 
また、日本への政策的インプリケーションとして、交通計画の作成の必要性と包括
的な交通政策の必要性、財政制約の中で既存施設を有効に活用する手法について簡単
に検討した。 
 第 5 章では、オックスフォードの現地調査にもとづき、同地のパークアンドライド
についての議論を行った。オックスフォードのパークアンドライド施設は、1970 年代
前半から開設され、現在では市の境界付近に東西南北方向に 5 ヶ所存在している。パ
ークアンドライドは、オックスフォードの市中心部の旧市街地や地理的な制約がある
うえで成り立っている交通政策の一つといえる。さらにこれは、バスのサービスの質
向上に資する施策の一つであると考えられる。 
そのなかでも、市中心部の駐車場利用とパークアンドライドの駐車場利用の費用比
較を、パークアンドを利用した際に必要となるバス運賃も加味したうえで検討した。
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これより、市中心部の駐車場が費用面で有利になる余地はほとんど無い、すなわち、
パークアンドライド施設を利用した方が、費用面から圧倒的に有利になるように設定
されている、ということが明らかになった。 
 また、パークアンドライドから得られる日本への政策的インプリケーションを考え
るにあたり、パークアンドの利用者が都市中心部に向かう目的、総合交通政策におけ
るパークアンドライド計画・実施、中心部における駐車場の問題に着目した。 
 第 6 章では、実際にサービスの質が需要に影響を与えるかについて、日本の三大都
市圏の公営事業者のデータを用いて分析を行った。まず、サービスの質について、先
行研究を参照にしながら検討を行った。そのうえで計量モデルでの変数としては、サ
ービスの質としてバスの上屋設置割合、車両の平均車齢を、さらに福祉的サービスと
して敬老パスの有料化ダミーを含めて分析を行った。また、基準モデルとして、これ
らの変数を含まないモデルを用いても、推定を行った。 
まず、公営事業者のデータからではあるが、三大都市圏のバス事業者の需要の価格
弾力性が明らかになった。さらに、サービスの質の向上と福祉的サービスとしての敬
老パス有料化が、需要に影響することが明らかになった。このことから、日本のバス
事業に対して、既に地方公共団体や事業者で施策のうちいくつかとして実施されてき
たことではあるが、需要を増加させる目的のためにも、今後も継続してサービスの質
改善を進めるべきである、という政策的インプリケーションを得た。 
そして最後に、今後の研究課題をいくつか挙げることにする。 
第 1に、英国における QPについては 2008 年に域内交通法が成立し、これによって
内容が若干変化したことを確認している。その背景には 2000 年交通法の QPは制度上
の制約から導入事例がないままだったことがあり、いくつかの制約を緩和している。
その点について本論では議論する余地がなかったため今後の課題としたい。 
第 2 に、ケーススタディの拡張である。本論ではオックスフォードの事例のみを挙
げているが、既述の通り、QPは英国のそのほかの地域でも行われている。さらに、日
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本においても、各地でサービスの質を向上させる施策は行われている。このような各
地の QPならびに QP 的政策について、さらに情報を整理・分析して、その一般化を図
っていくことは今後の課題である。 
第 3 に、サービスの質の定量分析についてである。本論ではサービスの質が需要に
影響するという結論に至ることができた。しかしながら、変数の選択やモデルの構築、
推定方法について改善の余地があると考えられる。さらに、先行研究にならい、実際
にアンケート調査などを行って、より定性的なサービスの質や利用者の満足度の観点
からの検討を行う手法もあると考える。 
第 4 に、サービスの質が需要に影響するということの、経済学的な検討である。第
6 章の定量分析によって、十分条件を導くことはできたと思うが、必要条件を導く必
要があると考える。このためより具体的には、サービスの質の内生性や相互関係につ
いて考慮する必要があると考えている。 
本論では、サービスの質の改善と公的主体の役割という、先行研究にない分野に関
する研究を行ってきたものであるが、残された課題は少なくはない。今後もこれらの
課題に取り組み、日本におけるバス事業の運営・政策への方向性を示していくことと
したい。 
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